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要約  

我が国の廃棄物・リサイクル対策として、 2016 年度版の環境白書では、

循 環 型 社 会 の 形 成 に 向 け て 、 物 質 フ ロ ー の 観 点 か ら 「 入 口 」、「 循 環 」、「 出

口」という指標に対し、それぞれの数値目標が設定されている。これらの指

標に対して、各自治体のごみ処理施設では、ごみの持つエネルギーを高効率

に回収する取組みが積極的に行われている。  

エネルギー回収については、国内のごみ 処理施設のうち 67％が熱や電気

といった形でエネルギー回収をしている。そのうち発電設備を有する施設は

全体の 30％程度である。ごみ処理規模別に見ると、 100t/日未満の施設では

発電はほとんど行われていない。こうした小規模施設数は国内の 48％に相

当し、この処理規模におけるエネルギー回収が不可欠である。  

こうした状況から、 100t/日未満の施設における低コストでの発電技術の

開発が期待されるものの，現状においては 発電設備に導入する費用が運営期

間中の発電による費用低減効果より多いため、 直接的にエネルギーとして回

収するのではなく、リサイクル資源として定義されているごみ燃料化技術を

導入することで、未利用のエネルギーを回収するという観点が重要と考えら

れる。 

ごみ燃料化技術としては、 RDF やごみ炭化燃料化技術等がある。 

RDF 技術を利用した施設は、 2000 年代に 60 施設、 RDF 発電施設は 5 施設

展開されたが、発火事故および処理費の問題でそれ以後 普及が進んでいない。 

炭化技術を利用した施設は、国内において 2002 年～ 2006 年に 6 施設が展

開されたが、それ以降新たな施設は建設されていなかった。その理由として、

論文・報告書等から主に下記の 3 点があげられる。  

(1)  バッチ運転のため起動用燃料に化石燃料を使うので 運営費が高い 

(2)  ご み 由 来 の燃 料 で ある た め 塩 素濃 度 が 高く 、 ボ イ ラ等 利 用 先の 機 器へ

の影響が懸念され利用先が少ない  

(3)  利 用 先 へ は有 価 で 引き 取 ら れ てい た が 、利 用 先 へ の輸 送 費 を負 担 する

必要があったため、結果として有償処理となる 

2015 年 7 月に竣工した西海市炭化センター（処理規模： 30t/d=15t/d×2

炉）は、上記の課題を解消し国内で初めて発電事業者の発電燃料として利用

するシステムを構築し、順調に運営を続けている。  

本事業では、この西海市の取組みをもとに、一般廃棄物を炭化してエネル

ギー回収した炭化燃料を化石燃料の代替燃料として利用することで、 CO 2 排

出削減に貢献することを目的に取組む。 

ごみ炭化燃料化施設である西海市炭化センターの運営を通じて報告された

文献より、今後ごみ炭化燃料化施設の普及、炭化燃料の利用促進を図る上で
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は以下の点をクリアすることが重要と考えられる。  

＜炭化システム普及、炭化燃料の利用促進のために求められる点＞  

(1)  施設内での CO 2 排出削減および更なる燃料費コストダウン：低質ごみ時

の化石燃料使用量低減  

(2)  利用先の拡大による他施設での CO 2 排出削減：炭化燃料の利用先拡大  

(3)  燃料の高品質化：炭化燃料の塩素濃度が他のバイオマス燃料と同等  

そこで本事業では、求められる点の (1)(3)をごみ炭化燃料化施設の高性能

化 、 (2)を炭化燃料の利用先拡大と位置付け 、ごみ炭化燃料化施設の普及を

通じて中小廃棄物施設のエネルギーを回収し利用先も含めたシステムを構築

することを目的に取組む。本環境省委託事業は、 CO 2 排出削減に寄与するこ

と が大 目的であることから、上記 (1)(2)を本事業範囲内で実施し、 (3)は本

事業の範囲外で実施する。 

 

図  本事業の概要 

 

なお、ごみ炭化燃料化施設で製造された炭化燃料を施設内または施設外 に

おいて、利用する場合には、炭化燃料をできるだけ前処理工程を少なくして

利用できる方法を構築する必要があり、下記の技術課題がある。  

＜技術課題＞ 

a.炭化燃料を利用方法に応じて供給可能な供給システムの構築  

b.炭化燃料利用時に施設の排ガス基準を満足する燃焼装置 (バーナやその

他 )の構築 
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本事業では、上記実施目的および技術課題に対して下記を行うことにより、

炭化技術によるエネルギー回収を目指す。  

＜実施概要＞ 

(1)ごみ炭化燃料化施設の高性能化 

ご み 炭化 燃 料化 施設 の 燃 焼炉 に おけ る炭化 燃 料助 燃 利用 の燃焼 解 析及

び試験設備での燃焼試験  

(2)炭化燃料利用先の拡大  

・ ご み 処 理施 設 の 焼却 炉 利 用 にお け る 炭化 燃 料 の 燃焼 シ ミ ュレ ー シ ョ ン 、

試験設備での燃焼試験及びごみ処理施設での実証試験  

・ そ の 他 の 利 用 先とし て ア ス フ ァ ル ト プラ ン ト 利 用 に お ける 炭 化 燃 料 の

燃 焼 シミ ュ レー ション 、 試験 設 備で の燃焼 試 験及 び アス ファル ト プラ

ントでの実証試験、アスファルト施工実証試験  

以上のごみ炭化燃料化施設および炭化燃料の利用先での有効利用の実証を

示す取組みを 3 年間で行い、「各施設で化石燃料 と 20％以上 (2030 年度に

2013 年度比削減目標 26％に向け )混焼利用し CO 2 排出量を削減する」という

開発目標を達成するため、令和２年度取組んだ成果の概要を以下に示す。  

(1)  炭化燃料利用先の拡大  

a. ごみ処理施設実証炉における利用検討  

・昨年度試験炉にて燃焼試験を行い良好な燃焼特性を得た吹込バーナと

直投ノズルを使用して、播磨町塵芥処理センターにて 実証試験と解析

を実施し、下記の結果を得た。 

1)  吹込バーナ利用 

起動時の利用において、目標である炭化燃料 20％混焼では、燃

焼率 90％以上で、排ガス特性として、排ガス規制値内での利用が

可能である。 

通常運転時利用にお いて 、 ごみ質変動に よる 最大発電量 出力 の

ための補助燃料としても利用可能である  

2)  直投ノズル利用 

起動時の利用において、目標である炭化燃料 20％混焼では、燃

焼率 90％以上で排ガス特性として、排ガス規制値内での利用が可

能である。 

b.アスファルトプラント (AP)における利用検討 

・ 昨 年度 試 験炉 にて燃 焼 試験 を 行い 良好な 燃 焼特 性 を得 た吹込 バ ーナ

を 使用し て、 前田道路 ㈱技術 研究 所の小型 プラン トに て 実証試 験と

解析を実施し、下記の結果を得た。 

1)  吹込バーナ利用  
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通常運転時利用において  

目標である炭化燃料 20％混焼において燃焼率 90％以上 

排ガス特性として、排ガス規制値内での利用が可能である  

さらに、混焼率を 40％混焼に上げても、混焼利用は可能である  

2)アスファルトプラントにおける重油－炭化燃料混焼 腐食解析・試

験確認 

  アスファルトプラントで骨材の乾燥のために使用する重油の代替

燃料として炭化燃料を使用する場合、炭化燃料中に含まれる塩素分

により腐食が懸念されるため、化学熱力学解析を用いて腐食の検討

試験による検証を行った。検証の結果、炭化燃料がもつカルシウム

によって硫黄分が固定化され SO 2 、 SO 3 のガス濃度増加が抑制され

るとともに HCl 濃度の影響は小さいため、腐食性ガスによる腐食が

促進される可能性が低く、塩素濃度がある程度高くても利用できる

結果が示唆された。  

c.アスファルト施工時の検討  

・ 炭 化燃 料を アス ファ ル トプ ラン トで 利用 し た際 に燃 焼灰 がア ス ファ

ル トに混入 した 合 材へ の影響に ついて 合材 強度試験 、 道路 施工 実地

舗装試験による溶出試験を行い下記の結果を得た。  

1)  炭化燃料＋燃焼灰合材のラボ試験  

強度試験等の物理性状試験で基準値をクリアするとともに、溶出

試験でも基準値をクリアした  

2)  炭化燃料灰含有フィラーとしてのラボ試験  

混焼率 40％以下で強度試験等の物理性状試験で基準値をクリアし

た  

3)  実地舗装試験 

舗装直後および舗装後 5 か月経過したサンプルにて強度試験等の

物理性状試験で基準値をクリアするとともに、溶出試験 でも基準

値をクリアした  

   上記より、利用先のターゲットであるごみ処理施設、アスファルトプ

ラントで炭化燃料が利用できることを確認した。  

 (2)利用先も含めての炭化燃料化システム全体 CO 2 削減量の試算 

上記の実証試験結果より、各システム利用時の CO 2 削減量を試算した。

前提条件として、炭化燃料化施設の処理規模を 50t／日として、提案シ

ステムを適用した場合、  

a.  CO 2 排出量を従来の単純焼却よりも 

年 間 2,682t-CO 2(アス ファルト プラン ト利 用 )、 2,642t-CO 2（ご み処
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理施設利用）、 4,730t-CO 2（発電所利用） 削減できることが試算され

た。 

b.これらの結果により、事業終了後、 RDF 施設と同等の伸び率で中小規

模の 10％の施設に水平展開された場合 2030 年度までに全国 55 施設

に炭化燃料化施設が普及するとして各連携先の CO 2 削減量を試算する

と、各施設が炭化燃料を利用することで年間 148kt-CO 2 (アスファル

トプラント利用 )、 145kt-CO 2（ごみ処理施設利用）、 260kt-CO 2（発電

所利用）削減が可能であることが試算され、連携による効果が高く、

有効なシステムであることを確認した。  

(3)システム導入における投資回収年の試算  

上 記 の実 証 試験 結果よ り 、各 シ ステ ム利用 時 の回 収 年を 試算す る 。前

提条件として、炭化燃料化施設の処理規模を 50t／日として、  

a.  分散利用が可能なアスファルトプラント 2 施設に設置した場合投資

回収年は、 1.9 年  

b.  ごみの広域処理としても採用可能なごみ処理施設 1 施設 2 炉に設置

した場合投資回収年は、 1.2 年  

c .  大規模利用が可能で、新たな投資が難しいとされる発電所で利用を

行う場合は、既設の施設利用が可能なため、 0 円  

と試算され、炭化燃料化施設で製造された炭化燃料を各利用施設（①ア

スファルトプラント利用、②ごみ処理施設利用、③発電所利用）で利用

するシステムが事業性の高いシステム提案であることを確認した。  
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Summary  

As measures  fo r  was te  mater ia ls  and  recyc l ing  in  J apan,  the  FY2016 Whi te  

Paper  on  the  Environment  takes  the  v iewpoin t  o f  the  f low of  mater ia l  and  se ts  

numer ica l  ta rge t s  fo r  the  ind ica tors  o f  the  “Entrance ,”  “Circu la t ion ,”  and  “Exi t”  

aspec ts  o f  tha t  f low as  p repara t ion  for  the  fo rmat ion  of  a  recyc l ing -or ien ted  

soc ie ty.  As  ac t ion  for  these  ind ica tors ,  the  was te  p rocess ing  fac i l i t ies  o f  loca l  

governments  a re  ac t ive ly engaged  in  e ffor ts  to  e ff ic ien t ly  recove r  energy f ro m 

was te .  

In  th is  energy recovery,  67% of  the  was te  p rocess ing  fac i l i t i es  in  J apan  

recover  the  energy in  the  fo rm of  hea t  o r  e lec t r ic i t y.  About  30% of  those  

fac i l i t ies  have  power  genera t ion  fac i l i t ies .  A breakdown by s i ze  shows tha t  

a lmos t  no  power  genera t ion  occurs  a t  fac i l i t ies  tha t  handl e  less  than  100  t /day.  

These  smal l -sca le  fac i l i t ies  account  fo r  48% of  J apan 's  to ta l  number  o f  fac i l i t ies ,  

so  energy recovery a t  th is  sca le  i s  essen t ia l .  

Due  to  th is  s i tua t ion ,  there  a re  expec ta t ions  fo r  the  deve lopment  o f  low -cos t  

power  genera t ion  technol ogy for  fac i l i t ie s  p rocess ing  less  than  100  t /day.  

However,  ra ther  than  th is  d i rec t  recovery o f  the  energy,  what  i s  thought  to  be  

impor tan t  in  the  cur ren t  s i tua t ion  i s  to  recover  the  unused  energy by in t roduc ing  

was te - to - fue l  technology,  which  i s  def ined  a s  a  recyc led  resource .  

The  purpose  of  th is  p ro jec t  i s  to  recover  energy by u t i l iz ing  technology to  

p roduce  fue l  th rough  was te  carboniza t ion  (here inaf te r  ca l led  “carboniza t ion  

technology”) .  

From 2002  to  2006 ,  s ix  fac i l i t ies  us ing  carboniza t ion  technology (h ere inaf te r  

ca l led  “carboniza t ion  fac i l i t ies” )  were  deve loped  in  J apan .  However ;  

(1 )  The  opera t ing  cos ts  a re  h igh  because  foss i l  f ue l  i s  used  as  the  s ta r t ing  fue l  

fo r  ba tch  opera t ion .  

(2 )  The  fue l  has  a  h igh  chlor ine  concent ra t ion  because  i t  i s  der ived  f rom  was te  

and  th is  means  tha t  there  a re  no t  many  users  due  to  concerns  about  

poss ib le  e ffec ts  on  the  user  equ ipment  such  as  bo i le rs .  

(3 )  The  fue l  was  taken  by  the  user  fo r  a  p r ice ,  bu t  i t  was  necessary to  bear  the  

t ranspor ta t ion  cos t  to  the  user,  so  i t  resu l t ed  in  a  reverse  s i tua t ion  where  

compensa t ion  was  be ing  pa id .  

As  a  resu l t  o f  these  i s sues ,  no  new fac i l i t ies  were  bu i l t  a f te r  the  s ix .  

The  Sa ika i  C i ty Carboniza t ion  Cente r  which  was  comple ted  in  Ju ly 2015  

(P rocess ing  sca le :  30  t /d  in  two 15  t /d  fu rnaces) ,  s o lved  the  i ssues  above  and  

cons t ruc ted  the  f i r s t  sys tem in  Japan to  p roduce  power  genera t ion  fue l  tha t  i s  
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used  by a  power  genera t ion  company (here inaf te r  ca l led  the  “carboniza t ion 

sys tem”) .  This  Cente r  has  con t inued  to  opera te  smooth ly.  

In  o rder  to  use  the  opera t ion  of  th is  f ac i l i t y  to  p romote  the  spread  of  

ca rboniza t ion  sys tems  f rom now on ,  i t  i s  t hought  tha t  i t  wi l l  be  impor tan t  to  

ach ieve  the  fo l lowing  po in ts .  

<Requirements  fo r  the  p romot ion  of  ca rboniza t ion  sys tems>  

(1)  Reduc t ion  of  CO 2  emiss ions  f rom t he  fac i l i t y  and  fur ther  reduc t ion  of  fue l  

cos ts :  Reduce  foss i l  fue l  consumpt ion  for  low -qua l i ty  was te  

(2 )  Reduc t ion  of  CO 2  emiss ions  f rom o ther  fac i l i t ies  by increas ing  the  number  

o f  users :  Increase  the  number  o f  users  o f  ca rbonized  fue ls  

(3 )  Improvement  o f  fue l  qua l i ty:  The  ch lor ine  concent ra t ion  in  carbonized  

fue ls  must  be  equ iva len t  to  tha t  in  o ther  b iomass  fue ls  

We wi l l  address  these  wi th  po in ts  (1 )  and  (3)  pos i t ioned  as  the  improvement  o f  

the  per formance  of  ca rboniza t ion  fac i l i t i es  and  po in t  (2 )  pos i t i oned  as  the  

expans ion  of  the  number  o f  ca rbonized  fue l  users .  S ince  the  purpose  of  th is  

p ro jec t  i s  to  con t r ibu te  to  the  reduc t ion  of  CO 2  emiss ions ,  the  po in ts  (1 )  and  (2)  

wi l l  be  imp lemented ,  and  (3)  wi l l  be  imp lemen ted  ou ts ide  the  scope  of  th i s  

p ro jec t .  

 

Figure  -  Out l ine  o f  th i s  p ro jec t  

When  the  carbonized  fue l  p roduced  in  a  ca rboniza t ion  fac i l i t y  i s  used  e i the r  

ins ide  o r  ou ts ide  the  f ac i l i t y,  i t  i s  necessary  to  es tab l i sh  a  me thod  for  us ing  the  
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carbonized  fue l  wi th  as  few pre t rea tment  s teps  as  poss ib le .  T he  fo l lowing  

technica l  i s sues  mus t  there fore  be  addressed .  

<Technica l  i s sues>  

 a .  The  cons t ruc t ion  of  a  supply sys tem capable  o f  supplying  carbonized  fue l  

accord ing  to  the  me thod  of  use  

 b .  The  cons t ruc t ion  of  combust ion  equ ipment  (burners ,  e tc . )  tha t  sa t i s f ies  the  

exhaus t  gas  s tandards  fo r  the  fac i l i t y  when  carbonized  fue l  i s  used .  

This  p ro jec t  a ims  to  ach ieve  energy recove ry us ing  carboniza t ion  technology 

by per forming  the  fo l lowing  to  address  the  purpose  of  implementa t ion  and  

technica l  i s sues  descr ibed  a bove .  

< Implementa t ion  ou t l ine>  

(1)  Improvement  o f  ca rboniza t ion  fac i l i t y  per fo rmance  

The  ana lys is  o f  the  combust ion  when  carbonized  fue l  i s  used  as  an 

aux i l ia ry fue l  in  the  combust ion  furnace  of  a  ca rboniza t ion  fac i l i t y  and  the  

implementa t ion  of  combust ion  tes ts  in  a  tes t  fac i l i t y.  

(2 )  Expans ion  of  ca rbonized  fue l  use  

・ Combust ion  s imula t ions  fo r  the  use  o f  ca rbonized  fue l  in  the  inc inera tor  

   of  a  was te  p rocess ing  fac i l i t y,  combust ion  tes ts  in  a  tes t  fac i l i t y  and  

demonst ra t ion  tes ts  in  a  was te  p rocess ing  f ac i l i t y  

・ Combust ion  s imula t ions  fo r  the  use  o f  ca rbonized  fue l  in  the  aspha l t 

process ing  fac i l i t y,  combust ion  tes ts  in  a  te s t  fac i l i t y  and  demonst ra t ion  

tes ts  in  aspha l t  p rocess ing  fac i l i t y,  aspha l t  cons t ruc t ion  ver i f ica t ion  tes ts .  

The  fo l lowing  i s  an  out l ine  o f  the  resu l t s  ach ieved  in  FY 2019  in  ac t ivi t ies  fo r  

the  ach ievement  o f  the  measures  above  to  demonst ra te  the  e ffec t ive  u t i l iza t ion  of  

ca rboniza t ion  fac i l i t ie s  and  carbonized  fue l  wi th in  th ree  year s .  

(1 )  Expans ion  of  loca t ions  us ing  carbonized  fue l  

a .  Inves t iga t ion  of  use  a t  demonst ra t ion  furnaces  in  was te  t rea tment  

fac i l i t ies  

・ Blow burners  and  di rec t  in jec t ion  nozz les ,  which  demonst ra ted  favorab le  

combust ion  charac te r i s t ics  dur ing  combus t ion  tes ts  conduc ted  a t  tes t  

fu rnaces  las t  f i sca l  year,  were  used  to  imp lemen t  ve r i f ica t ion  te s ts  and  

ana lys is  a t  the  Har ima Town Waste  Trea tme nt  Cente r,  and  the  fol lowing  

resu l t s  we re  ob ta ined .  

1 )  Use of  b low burners  

When  used dur ing  s ta r tup ,  the  combust ion  ra te  was  90% or h igher  fo r  

mixed  combust ion  wi th  a  ta rge t  o f  20% carbonized  fue l .  
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In  te rms  of  the  exhaus t  gas  charac te r i s t ics ,  use  wi th in  the  e xhaus t  gas  

regu la t ion  va lues  i s  poss ib le .  

Use  under  normal  opera t ion  i s  a lso  poss ib le  fo r  the  quant i f ica t ion  of  

f luc tua t ions  in  was te  qua l i ty.  

2 )  Use of  d i rec t  in jec t ion  nozz les  

When  used dur ing  s ta r tup ,  the  combust ion  ra te  was  90% or h igher  fo r  

mixed  combust ion  wi th  a  ta rge t  o f  20% carbonized  fue l .  

In  te rms  of  the  exhaus t  gas  charac te r i s t ics ,  use  wi th in  the  exhaus t  gas  

regu la t ion  va lues  i s  poss ib le .  

b .  Inves t iga t ion  of  use  a t  aspha l t  p lan ts  (AP)  

・ Blow burners ,  which  demonst ra ted  favorab le  combus t ion  charac te r i s t ics  

dur ing  combust ion  tes ts  conduc ted  a t  tes t  fu rnaces  las t  f i sca l  year,  were  

used  to  implemen t  ve r i f ica t ion  tes ts  and  ana lys is  a t  a  smal l - s ized  p lan t  

in  the  Maeda  Road  Cons t ruc t ion  Co. ,  Ltd  Technica l  Research  In s t i tu te ,  

and  the  fo l lowing  resu l t s  were  o b ta ined .  

1 )  Use of  b low burners  

When  used dur ing  normal  opera t ion ,  the  combust ion  ra te  was  90% or 

h igher  fo r  mixed  combust ion  wi th  a  ta rge t  o f  20% carbonized  fue l .  

In  te rms  of  the  exhaus t  gas  charac te r i s t ic s ,  u se  wi th in  the  exhaus t  gas  

regu la t ion  va lues  i s  po ss ib le .  

Fur thermore ,  use  wi th  mixed  combust ion  i s  poss ib le  even  i f  the  

mixed  combust ion  ra te  i s  increased  to  a  40% mix ture .  

2 )  Corros ion  ana lys is  and  tes t  conf i rmat ion  of  mixed  combust ion  us ing  

heavy o i l  and  carbonized  fue l  in  aspha l t  p lan ts  

  Chemica l  the rmodynamic  ana lys is  was  per formed to  inves t iga te  the  

i ssue  of  cor ros ion ,  wh ich  i s  a  concern  when  carbonized  fue l  i s  app l ied  

as  an  a l te rna t ive  to  heavy o i l  used  for  d rying  aggrega te  a t  aspha l t  

p lan ts .  The  ana lys is  showed tha t  s ince  ch lo r ine  con ten t  f rom e le ments  

such  as  sod ium and  po tass ium conta ined  in  carbonized  fue l  becomes  

so l id i f ied  in  the  fo rm of  ch lor ides ,  there  i s  a  low poss ib i l i t y  fo r  

cor ros ion  caused  by cor ros ive  gas  to  be  acce le ra ted ,  and  i t  was  

sugges ted  tha t  use  wi l l  be  poss ib le  even  i f  t he  ch lo r ide  concent ra t ion  i s  

somewha t  h igh .  

c .  Inves t iga t ion  dur ing  aspha l t  cons t ruc t ion  work  

・ Disso lu t ion  tes ts  were  conduc ted  th rough  composi te  mater ia l  s t reng th  

tes ts  and  road  cons t ruc t ion  s i te  pavemen t  te s ts ,  to  examine  the  e ff ec ts  on 



 

0-10 
 

composi te  mater ia ls  when  combust ion  ash  becomes  mixed  in to  aspha l t  

dur ing  the  use  o f  ca rbonized  fue l  a t  aspha l t  p lan ts ,  and  the  fo l lowing  

resu l t s  we re  ob ta ined .  

1 )  Labora tory tes ts  o f  ca rbonized  fue l  +  combust ion  ash  composi te  

mate r ia l  

The  re fe rence  va lue  c r i te r ia  were  met  in  phys ic a l  p roper ty  tes t s  such 

as  s t reng th  tes ts ,  and  a lso  in  d isso lu t ion  tes t s .  

2 )  Labora tory tes ts  as  f i l le r  con ta in ing  carbonized  fue l  ash  

With  a  mixed  combus t ion  ra t io  o f  40% or  less ,  the  re fe rence  va lue 

c r i te r ia  were  met  in  phys ica l  p roper ty  tes ts  such  as  s t reng th  tes ts .  

3 )  Si te  pavement  tes ts  

Samples  f rom immed ia te ly a f te r  pav ing  and  f rom 5  months  a f te r  

paving  met  the  re fe rence  va lue  c r i te r ia  in  phys ica l  p roper ty  tes ts  such 

as  s t reng th  tes ts ,  and  a lso  in  d isso lu t ion  tes t s .  

   Accord ing to  the  above  resu l t s ,  i t  was  conf i rmed  tha t  the  use  o f  

ca rbonized  fue l  i s  poss ib le  a t  the  ta rge t  loca t ions  o f  was te  t rea tmen t  

fac i l i t ies  and  aspha l t  p lan ts .  

 (2 )  Es t imat ion  of  sys tem -wide  CO 2  reduc t ion  

The  amounts  o f  CO 2  reduc t ion  tha t  can  be  ach ieved  when  us ing  each  sys tem 

were  es t ima ted  f rom the  above  ver i f ica t ion  t es t  resu l t s .  As  a  p re requis i te ,  the  

sca le  o f  t rea tment  per formed a t  fac i l i t ies  to  be  conver ted  to  use  carbonized 

fue l  was  se t  to  be  50  t /day,  and  when  the  p roposed  sys tems were  app l ied ,  the 

fo l lowing  resu l t s  we re  ob ta ined .  

a .  I t  was  es t imated  tha t  compared  to  convent iona l  s imple  inc ine ra t ion  

sys tems,  the  CO 2  emiss ion  vo lume can  be  reduced  annua l ly by 2 ,682  t -

CO 2  fo r  use  a t  asphal t  p lan ts ,  2 ,642  t -CO 2  fo r  use  a t  was te  t rea tmen t  

fac i l i t i es ,  and  4 ,730  t -CO 2  fo r  use  a t  power  p lan ts .  

b .  Es t imates  were  made  f rom these  resu l t s  fo r  the  s i tua t ion  where  a f te r  the  

end  of  the  p ro jec t ,  i f  these  sys tems  a re  dep loyed  hor izon ta l ly  to  10% of  

sma l l -  to  medium-s ized  fac i l i t ies  wi th  a  g rowth  ra te  equ iva len t  to  RDF 

fac i l i t ies ,  then  fac i l i t i es  conver ted  to  use  carbonized  fue l  wi l l  sp read  and 

the i r  number  wi l l  increase  to  55  fac i l i t ies  ac ross  the  country by the  2030 

f i sca l  year.  These  es t imates  showed tha t  t he  use  o f  ca rbonized fue l  by 

each  fac i l i t y  can  lead  t o  an  annua l  reduc t i on  of  148  k t -CO 2  fo r  use  a t  

aspha l t  p lan ts ,  1 45  k t -CO 2  fo r  use  a t  was te  t rea tment  fac i l i t ies ,  and  260 

k t -CO 2  fo r  use  a t  power  p lan ts ,  conf i rming  tha t  these  a re  va l id  sys tems 
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fo r  which  coord ina t ion  and  coopera t ion  wi l l  be  h igh ly e ffec t ive .  

(3 )  Es t imat ion  of  inves tment  recovery per iod  a f te r  sys tem in t roduc t ion  

The  recovery per iod  in  years  when  us ing  each  sys tem is  es t imated  as  

fo l lows  f rom the  above  ver i f ica t ion  tes t  resu l t s .  As  a  p re requis i te ,  the  sca le  

o f  t rea tment  per formed a t  fac i l i t ies  to  be  conver ted  to  use  carbonized  fue l  

was  se t  to  be  50  t /day.  

a.  For  ins ta l la t ion  a t  2  a spha l t  p lan ts  where  decen t ra l ized  use  i s  poss ib le ,  

the  inves tment  recovery per iod  i s  1 .9  years .  

b.  For  ins ta l la t ion  o f  2  fu rnaces  a t  1  was te  t rea tmen t  fac i l i t y  where  use  i s  

poss ib le  as  wide  a rea  was te  t rea tment ,  the  inves tmen t  recovery pe r iod  i s  

1 .2  yea rs .  

c .  For  use  a t  power  p l an ts ,  where  la rge -sca le  use  i s  poss ib le  bu t  new 

inves tment  i s  cons ide red  d i ff icu l t ,  the  inves tment  i s  es t imated  to  be  0  

yen  s ince  the  use  o f  ex is t ing  fa c i l i t ies  i s  poss ib le .  

I t  was  there fore  conf i rmed  tha t  a l l  o f  the  p roposed  sys tems a re  sys t ems  wi th  

a  h igh  degree  of  feas ib i l i t y.  

 



 



 

 

目 次  

 

要約  ......................................................... 0-1 

Summary ...................................................... 0-6 

 

 

第１章  事業概要 ............................................. 1-1 

１   事業概要 ............................................... 1-1 

２   事業目的、目標、実施スケジュール  ....................... 1-2 

2.1 事業目的 ............................................. 1-2 

2.2 開発目標 ............................................. 1-5 

2.3 実施スケジュール  ..................................... 1-6 

３   事業実施体制 ........................................... 1-6 

４   本報告書における単語の定義  ............................. 1-7 

4.1 単語の定義 .......................................... 1-7 

第２章  ごみ処理施設における利用検討 ......................... 2-1 

１   ごみ処理施設設置概要 ................................... 2-1 

1.1 設置バーナの選定  ..................................... 2-2 

1.2 設置概要 ............................................. 2-3 

1.3 工事概要 ............................................. 2-4 

２   ごみ処理施設実証試験 ................................... 2-5 

2.1 試験目的、工事概要  ................................... 2-5 

2.2 吹込バーナ実証試験  ................................... 2-8 

2.2.1 燃焼解析 ......................................... 2-8 

2.2.2 実証試験設備、試験方法 .......................... 2-12 

2.2.3 実証試験条件 .................................... 2-14 

2.2.4 試験結果・解析との整合性  ........................ 2-15 

2.2.5 試験時に発生した問題点と対策  .................... 2-24 

2.3 直投ノズル実証試験  .................................. 2-27 

2.3.1 燃焼解析 ........................................ 2-27 

2.3.2 実証試験設備・試験方法 .......................... 2-30 

2.3.3 実証試験条件 .................................... 2-32 

2.3.4 試験結果、解析との整合性  ........................ 2-33 

2.4 ごみ処理施設での利用における腐食検討 ................ 2-40 

2.4.1 想定される腐食機構  .............................. 2-40 

2.4.2 試験結果との比較 ................................ 2-41 



 

 

2.5 まとめ .............................................. 2-42 

３  ごみ処理施設設置後の影響検討 ........................... 2-43 

3.1 影響要因の調査 ...................................... 2-43 

3.2 確認結果 ............................................ 2-43 

3.2.1 炉内耐火物への影響  .............................. 2-43 

3.2.2 ストーカ火格子への影響 .......................... 2-44 

3.2.3 EP(電気集塵機)への影響 .......................... 2-45 

3.2.4 炭化燃料の炉内圧への影響 ........................ 2-45 

3.3 メリット試算 ........................................ 2-48 

3.3.1 CO 2 削減量 ....................................... 2-48 

3.3.2 概算コスト、回収年月 ............................ 2-50 

第３章  アスファルトプラントにおける利用検討  ................. 3-1 

１   アスファルトプラント設置概要  ........................... 3-1 

1.1 アスファルトプラントでの運用方法  ..................... 3-1 

1.2 設置バーナの選定  ..................................... 3-1 

1.3 設置概要 ............................................. 3-3 

1.3.1 混焼バーナの設置  ................................. 3-3 

1.3.2 吹込バーナの設置  ................................. 3-4 

1.3.3 ストックヤード  ................................... 3-5 

1.3.4 ストックヤードからの搬送  ......................... 3-5 

1.4 工事概要 ............................................. 3-6 

２   アスファルトプラント実証試験結果  ....................... 3-7 

2.1 吹込バーナ実証試験目的・設置概要(日工 ) ............... 3-7 

2.1.1 試験概要 ......................................... 3-7 

2.1.2 解析検討 ......................................... 3-8 

2.1.3 実証試験設備、試験方法 .......................... 3-14 

2.1.4 実証試験条件 .................................... 3-16 

2.1.5 試験結果、解析との整合性  ........................ 3-18 

2.1.6 まとめ .......................................... 3-29 

３  アスファルトプラント設置後の影響検討  ................... 3-30 

3.1 影響要因の調査 ...................................... 3-30 

3.2 確認結果 ............................................ 3-30 

3.2.1 各機器への影響  .................................. 3-30 

3.3 メリット試算 ........................................ 3-32 

3.3.1 CO 2 削減量 ....................................... 3-32 

3.3.2 概算コスト、回収年月 ............................ 3-34 



 

 

４   アスファルトプラントでの炭化燃料混焼時における装置材料

の腐食に関する検討 ... 3-35 

4.1 検討目的・検討内容  .................................. 3-35 

4.1.1 背景・目的 ...................................... 3-35 

4.1.2 昨年度の解析検討結果 ............................ 3-35 

4.1.3 今年度の試験・解析検討内容  ...................... 3-36 

4.1.4 推定される腐食機構  .............................. 3-37 

4.2 化学熱力学解析 ...................................... 3-38 

4.2.1 熱力学データベース  .............................. 3-38 

4.2.2 燃料組成 ........................................ 3-39 

4.3 炭化燃料混焼時の腐食性ガス (SO 2,SO 3,HCl) 

生成量抑制機構の検討 ...... 3-40 

4.3.1 解析方法 ........................................ 3-41 

4.3.2 解析検討結果 .................................... 3-42 

4.4 DTF 試験による化学熱力学解析の妥当性検証  ............ 3-44 

4.4.1 試験装置 ........................................ 3-45 

4.4.2 解析方法 ........................................ 3-46 

4.4.3 解析条件 ........................................ 3-46 

4.4.4 解析結果 ........................................ 3-48 

4.4.5 DTF 試験でのガス分析結果と解析結果との比較  ...... 3-50 

4.5 アスファルトプラントでのガス分析結果を用いた  

解析条件の最適化 ...... 3-53 

4.5.1 実炉条件を用いた予備解析  ........................ 3-53 

4.5.2 実炉でのガス分析  ................................ 3-54 

4.5.3 解析結果と分析結果の比較  ........................ 3-56 

4.6 バーナ試験による解析の妥当性検証  .................... 3-56 

4.6.1 バーナ試験条件  .................................. 3-57 

4.6.2 解析方法 ........................................ 3-58 

4.6.3 解析条件 ........................................ 3-59 

4.6.4 解析結果 ........................................ 3-60 

4.6.5 バーナ試験でのガス分析結果と解析結果との比較  .... 3-61 

4.7 未脱塩処理炭化燃料の適用可能性検討  .................. 3-62 

4.8 炭化燃料混焼による HCl ガス濃度の増加が  

装置の腐食に与える影響の検討 ...... 3-63 

4.9 実炉試験での腐食検討  ................................ 3-65 

  4.9.1 試験条件 ........................................ 3-65 



 

 

  4.9.2 実測値を用いた炭化燃料の混焼がプラント機器の 

腐食に及ぼす影響の検討 ........ 3-67 

4.10 まとめ ............................................. 3-68 

第４章  アスファルト合材施工時の検討 ......................... 4-1 

１   燃焼灰および炭化燃料を添加した場合のアスファルト合材 ... 4-2 

1.1 試験目的 ............................................. 4-2 

1.2 炭化燃料と燃料灰を合材に添加した適用確認試験  ......... 4-3 

1.2.1 試験方法 ......................................... 4-4 

1.2.2 溶出試験結果 ..................................... 4-7 

1.2.3 物理性状試験結果  ................................. 4-8 

1.3 フィラー規格への適合検討 ............................. 4-9 

1.3.1 試験方法 ......................................... 4-9 

1.3.2 試験結果 ........................................ 4-12 

1.4 実地舗装試験 ........................................ 4-15 

1.4.1 舗装試験用合材の製造と施工  ...................... 4-15 

1.4.2 舗装試験での試験方法 ............................ 4-16 

1.4.3 試験結果 ........................................ 4-17 

    1.5 まとめ .............................................. 4-22 

第５章  二酸化炭素排出量削減効果 ............................. 5-1 

１   単純焼却(従来 )と炭化燃料利用(提案システム①、② )の  

CO 2 排出量試算 ......... 5-1 

第６章  事業終了後の横展開の可能性  ........................... 6-1 

１   本事業終了後に水平展開した場合の CO2 排出量等の          

削減効果の見込み ........ 6-1         6-1 

第７章  成果と課題 ........................................... 7-1 

１   成果と課題 ............................................. 7-1 

第８章  有識者外部委員会の開催 ............................... 8-1 

第９章  令和２年度 シンポジウムへの協力 ...................... 9-1 



1-1 
 

第１章  事業概要  

１ 事業概要  

我が国の廃棄物・リサイクル対策として、 2016 年度版の環境白書では、

循環型社会の形成に向けて、物質フローの観点から「入口」、「循環」、「出口」

という指標に対し、それぞれの数値目標が設定されている。これらの指標に

対して、各自治体のごみ処理施設では、ごみの持つエネルギーを高効率に回

収する取組みが積極的に行われている。  

エネルギー回収については、国内のごみ処理施設のうち 67%が熱や電気と

いった形でエネルギー回収をしている。そのうち発電設備を有する施設は全

体 の 30%程度である。ごみ処理規模別に見ると、 100t/日未満の施設では発

電はほとんど行われていない。こうした小規模施設数は国内の 48%に相当し、

この処理規模におけるエネルギー回収が不可欠である。  

こうした状況から、 100t/日未満の施設における低コストでの発電技術の

開発が期待されるものの，現状においては発電設備に導入する費用が運営期

間中の発電による費用低減効果より多いため 、直接的にエネルギーとして回

収するのではなく、リサイクル資源として定義されているごみ燃料化技術を

導入することで、未利用のエネルギーを回収するという観点が重要と考えら

れる。 

ごみ燃料化技術としては、 RDF やごみ炭化燃料化技術等がある。  

RDF 技術を利用した施設は、 2000 年代に 60 施設、RDF 発電施設は 5 施設展

開されたが、発火事故および処理費の問題でそれ以後普及が進んでいない。  

炭化技術を利用した施設は、 2002 年～ 2006 年に 6 施設が展開されたが、そ

れ以降新たな施設は建設されていなかった。その理由として、論文・報告書

等から主に下記の 3 点があげられる。  

(1 )  バッチ運転のため起動用燃料に化石燃料を使うため運営費が高い  

(2 )  ご み 由 来 の燃 料 で ある た め 塩 素濃 度 が 高く 、 ボ イ ラ等 利 用 先の 機 器へ

の影響が懸念され利用先が少ない  

(3 )  利 用 先 へ は有 価 で 引き 取 ら れ てい た が 、利 用 先 へ の輸 送 費 を負 担 する

必要があったため、結果として有償処理となる  

2015 年 7 月に竣工した西海市炭化センター（処理規模： 30t/d=15t/d×2

炉）は、上記の課題を解消し国内で初めて自家用の民間発電事業者の発電燃

料として 2 年間利用した後、事業用発電である電源開発の松島火力発電所で

利用するシステムを構築し、順調に運営を続けている。  

本事業では、この西海市の取組みをもとに、一般廃棄物を炭化してエネル

ギー回収した炭化燃料を化石燃料の代替燃料として利用することで、 CO 2 排

出削減に貢献することを目的に取組む。  



1-2 
 

ごみ炭化燃料化施設である西海市炭化センターの運営を通じて報告された

文 献 [ 1 ]よ り 、 今 後 ご み 炭 化 燃 料 化 施 設 の 普 及 、 炭 化 燃 料 の 利 用 促 進 を 図 る

上では以下の点をクリアすることが重要と考えられる。  

＜炭化システム普及、炭化燃料の利用促進のために求められる点＞  

(1 )  ごみ炭化燃料化施設内での CO 2 排出削減および更なる燃料費コストダウ

ン：低質ごみ時の化石燃料使用量低減  

(2 )  利用先の拡大による他施設での CO 2 排出削減：炭化燃料の利用先拡大  

(3 )  炭化燃料の高品質化：炭化燃料の塩素濃度が他のバイオマス燃料と同

等  

そ こ で 本 事 業 で は 、 求 め ら れ る 点 の (1)(3)を ご み 炭 化 燃 料 化 施 設 の 高 性

能 化、 (2)を炭化燃料の利用先拡大 と位置付け、ごみ炭化燃料化施設の普及

を通じて中小廃棄物施設のエネルギーを回収し利用 先も含めたシステムを構

築することを目的に取組む。本環境省委託事業は、 CO 2 削減に寄与すること

が 大 目 的 で あ る こ と か ら 、 本 事 業 で は 上 記 (1)(2)を 本 事 業 範 囲 内 実 施 し 、

(3)については本事業範囲外で当社にて研究を継続実 施する。 本事業の概要

（図 1-1）および目的の詳細内容を示す。  

 

図 1-1 本事業の概要  

２ 事業目的、目標、実施スケジュール 

2.1 事業目的  

本事業では、一般廃棄物を炭化してエネルギー回収し た炭化燃料を、化石

燃料の代替燃料として利用するために、施設の高性能化と炭化燃料の利用先
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の拡大を行うことにより CO 2 削減に貢献する。それぞれについて述べる。  

◆ごみ炭化燃料化施設の高性能化  

(1)  ごみ炭化燃料化施設内での CO 2 排出と燃料費削減 

ごみ炭化燃料化施設の運転時にごみの自己熱のみでは施設の運転がで

きない程度に低質ごみ側へ変動した際に灯油を使用する場合がある。

そこで、その使用燃料を灯油から炭化燃料によって代替しごみ炭化燃

料化施設の CO 2 排出量と燃料費を削減する。 

◆炭化燃料利用先の拡大  

(2)  利用先での CO 2 排出と燃料費削減  

国内の事業用発電所 ・ごみ炭化燃料化施設以外のごみ処理施設 （以下 、ご

み処理施設 ）や化石燃料を使用する施設 （アスファルトプラント等 ）において、使

用される化石燃料 （灯油 ・重油 ・石炭等 ）を炭化燃料によって代替し、化石燃

料使用量を削減することで各施設における CO 2 排出量と燃料費を削減する。 

炭化燃料はごみ由来のバイオマス燃料のため、炭化燃料の利用拡大は低炭

素社会構築に大きく貢献できることから本事業を実施する意義は大きい。 

なお、ごみ炭化燃料化施設で製造された炭化燃料を施設内または施設外おいて、

利用する場合には、炭化燃料をできるだけ前処理工程を少なくして利用できる方法を

構築する必要があり、下記の技術課題がある。 

＜技術課題＞ 

(1)  炭化燃料を利用方法に応じて供給可能な供給システムの構築  

(2)  炭化燃料利用時に施設の排ガス基準を満足する燃焼装置 (バーナやその他 )の

構築  

本事業では、上記 (1)、(2)の実施および技術課題に対して下記を行うことにより、炭

化技術によるエネルギー回収を目指す。 

＜実施概要＞ 

(1)  ごみ炭化燃料化施設の高性能化  

ごみ炭化燃料化施設の燃焼炉における炭化燃料助燃利用の燃焼解析及び

試験設備での燃焼試験  

(2)  炭化燃料利用先の拡大  

ごみ処理施設の焼却炉内やアスファルトプラント燃焼炉における炭化燃料の燃

焼解析、試験設備での燃焼試験及びごみ処理施設や小型アスファルトプラント

での実証試験  

本事業の実施概要を図 2.1-1 に示す。 
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図 2.1-1 本事業の実施概要  

(1 )   ごみ炭化燃料化施設の高性能化  (2)  炭化燃料利用先の拡大  

a.燃焼解析  

1.自社試験炉による炭化燃料の燃焼特性

の確認  

2.燃焼炉への適応性を判断  

燃焼可否確認  

             

3 .燃焼のシミュレーションを実施  

 1 .温度分布の確認  

 2 .ガス成分、速度分布の確認  

 

 

 

 

 

 

 

 

温度分布         CO 分布    

 

燃えきり燃焼可否確認後、燃焼試験へ 

b .燃焼試験 （試験設備） 

・燃え残り有無の確認  

・試験設備にて炭化燃料の燃焼方法 ,燃焼

部への燃料供給方法を選定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみが低質変動時に使用する化石燃料を

炭化燃料に代替する。 

※850℃場 で利 用 できることが確 認 できれ

ば、右記 ごみ処理施設における運転中の

発電平準化の実現可能性は高くなる。 

a .燃焼解析  

1. (1 ) .a .1 と同等の試験を実施  

2.ストーカ炉への適応性判断  

燃焼可否確認  

 

3）燃焼のシミュレーションを実施  

 1 .温度分布の確認  

 2 .ガス成分、速度分布の確認  

 

 

 

 

 

 

 

 

温度分布          速度分布  

 

投 入 場 所 ・投 入 方法に違 いによる燃焼

状況の確認  

b .燃焼試験 （試験設備） 

 (1 )-b と同様  

c .実証試験  

試験設備と同様の燃焼状態が得られ

るか実機で確認  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ処理施設起動時に使用する化石燃

料を代替し、将来的には、炭化燃料で発

電の平準化も視野に入れる。 

炭化燃料  

試験炉  

商用ストーカ炉  

炭化燃料  
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2 .2 開発目標  

本事業における、本システムの従来、最終目標、令和 2 年度の開発目標を

表 2.2-1 に示す。   

      表 2.2-1 開発目標 

 項  目  従 来  最 終 目標  本 年 度の 目標  

０  
全 体 目標  15 年 程 前 に 炭 化

燃 料 化 技 術 を 活 用

した処理施設が 7施

設 程 設 置 さ れ た

が 、 エ ネ ル ギ ー 回

収 の メ リ ッ ト を 活

かしきれていない  

● ご み 炭 化 燃 料

化 施 設 と 燃 料 利 用

先 を 組 み 合 せ た 全

体 シ ス テ ム が 確 立

できていない 

炭 化 燃 料 化 技 術 を

活 用 し た 中 小 廃 棄

物 処 理 施 設 に お け

る エ ネ ル ギ ー 回 収

と CO 2削減 

● ご み 炭 化 燃 料 化

施 設 と 燃 料 利 用

先 を 組 み 合 せ た

全 体 シ ス テ ム に

お い て LCC 低 減

と CO 2削減 

ごみ炭化燃料化施設と燃料利用

先を組み合せたそれぞれのシス

テムにおいて  

1)システムが成立するか確認

する  

2)LCC低 減 と CO 2削 減 量 を 実

証 試 験 結 果 を も と に 試 算

し、有効性の判断を行う。  

１  
ご み 炭 化 燃

料化施設の 

高性能化 

 

低 質 ご み 時 に 燃

焼 炉 の 温 度 維 持 の

た め に 化 石 燃 料 を

使用している 

 

低 質 ご み 時 の 化

石燃料使用量を 20%

以 上 削 減 す る 燃 焼

状況の確認 

 

炭化燃料の施設内利用  

・ 炭 化 燃 料 を 20%以 上 削 減 し

た場合のエネルギー収支と  

LCC低 減 お よ び CO2削 減 量

を試算し、有効性を判断す

る。 

２  
炭化燃料 

利 用 先 の 拡

大 

 

ご み 処 理 施 設 お

い て 、 起 動 時 に 化

石 燃 料 を 利 用 し て

いる 

 

ご み 処 理 施 設 お

い て 、 起 動 時 の 助

燃量に対し 20%以上

混 焼 利 用 し 化 石 燃

料 を 代 替 、 CO 2 削

減する実証  

ア ス フ ァ ル ト プ

ラ ン ト に お け る 通

常 運 転 時 の 重 油 使

用量に対し 20%以上

混 焼 利 用 し 化 石 燃

料 を 代 替 、 CO 2 削

減する実証 

炭 化 燃 料 を 利 用

し た ア ス フ ァ ル ト

を 道 路 に 施 工 し 、

規 制 値 を ク リ ア す

る実証 

ごみ処理施設利用  

・ごみ処理場実証炉で炭化燃

料バーナによる炭化燃料燃

焼試験および解析を行い炭

化燃料燃焼特性を確認する 

・  LCC 低 減 と CO 2 削 減 量 を

実証試験結果をもとに試算

し、有効性の判断を行う 

その他の利用先での利用 

 アスファルトプラント利用  

・アスファルトプラント実証

炉で炭化燃料バーナによる

炭化燃料燃焼試験および解

析を行い炭化燃料燃焼特性

を確認する。 

・アスファルトへの影響をラ

ボ試験および実地試験分析

により確認する 

・ LCC低 減 と CO 2削 減 量 を 実

証 試 験 結 果 を も と に 試 算

し、有効性の判断を行う 
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2 .3 実施スケジュール 

本事業全体の実施スケジュールを表 2.3-1 に示す。 

表 2.3-1 事業実施スケジュール  

 

３ 事業実施体制  

本 事 業 は 、 代 表 事 業 者 を 川 崎 重 工 業 株 式 会 社 、 共 同 実 施 者 を 日 工 株 式

会 社 と し て 実 施 す る 。 炭 化 燃 料 製 造 側 の 西 海 市 炭 化 セ ン タ ー （ グ リ ー ン

コ ー ル 西 海 ） 利 用 側 と し 、 播 磨 町 塵 芥 処 理 セ ン タ ー お よ び 前 田 道 路 株 式

会 社 で 利 用 す る 事 業 と し て 進 め て い く 。 事 業 の 進 捗 /成 果 /検 証 状 況 を 製

造 ・ 利 用 の そ れ ぞ れ の 立 場 お よ び 研 究 の 方 法 を 学 術 機 関 で あ る 北 海 道 大

学 に 評 価 ・ 検 証 い た だ く こ と で 、 一 つ の 立 場 に 偏 ら な い 評 価 ・ 検 証 を 行

う こ と と す る 。 実 施 体 制 を 図 3.1-1に 示 す  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-1 実施体制図  

 平成 30 年度  

(完了 ) 

平成 31 年度  

（完了 ） 

令和 2 年度  

採択 ・事業開始  ▼      

システム検討        

①  ごみ炭 化 燃 料 化 施 設

高性能化  

      

ごみ炭化燃料化施設利

用検討   

       

 燃焼試験 (試験場 )       

②  炭化燃料利用先拡大        

焼却炉利用検討        

予備燃焼試験        

 燃焼試験 (試験場 )       

実証試験 (播磨町 )       

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ利用検討        

実証試験 (前田道路 ）       

ｱｽﾌｧﾙﾄ合材ラボ試験        

ｱｽﾌｧﾙﾄ実地試験        

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ腐食解析        

評価 ・まとめ       

ラボ試験  解析    

 
準備  試験   

 

ラボ試験  解析    

 試験   

 
準備  試験   

 手配    工事   試験   

 
   工事  試験   

 

展開   検討    

 



1-7 
 

４ 本報告書における単語の定義  

 本報告書で使用している単語を以下のように定義した。  

4 .1  単語の定義  

・専焼 

  油 (灯油や A 重油 )のみでバーナ燃焼した場合を示す。  

・混焼 

ごみ処理施設、アスファルトプラント：油と炭化燃料をバーナで燃焼し

た場合を示す。 

火力発電プラント：石炭と炭化燃料をバーナで燃焼した場合を示す。  

・混焼率 

起動や通常運転時に投入する燃料 (灯油、A 重油、石炭、炭化燃料 )の総

発熱量に対し、投入する炭化燃料発熱量の割合を (1.1)式で定義する。 

混焼率 [％] = 
投入炭化燃料発熱量

総投入発熱量 (主燃料 +炭化燃料 )
…(1.1 )  

・添加（添加率）  

  アスファルトプラント試験用の合材に、意図的に炭化燃料燃焼灰を (再

生 )材料として混ぜることを、添加と表現する。  

 

・混入 (混入率 )   

  アスファルトプラントにて炭化燃料を燃料として利用した際に、意図せ

ず、燃焼灰が 

骨材及び合材に混ざることを、混入と表現する。  

 

・燃焼率 

炭化燃料がどの程度燃焼したかの判断指標として、炭化燃料燃焼前後の

灰分割合より算出する。燃焼前炭化燃料の灰分割合を A1、燃焼後のサン

プリングされた炭化燃料の灰分割合を A2 とし、 (1.2)で定義する。        

燃焼率 [％] =  (A2-A1) /  {A2×(１-A1) }×100…(1 .2 )  

・粉砕品 (粉砕 )、解砕品 (解砕 )、未粉砕 

粉砕品：粉砕機にて粉砕後の炭化燃料     

解砕品：解砕供給装置にて解砕後の炭化燃料  

未粉砕：ごみ炭化燃料化施設から搬出された炭化燃料  
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第２章 ごみ処理施設における利用検討 

１ ごみ処理施設設置概要 

 昨年度、本事業では炭化燃料を補助燃料とした開発バーナの燃焼試験を実施し

た。試験結果より、開発した３種類のバーナ(表 1.1-1)は、排ガス値がごみ処理

施設やアスファルトプラント等の規制値をクリアしており、各施設で利用可能で

あることを報告した [1]。 

ごみ処理施設では、図 1-1 に示す通り炉起動・停止時に油バーナにて化石燃料

が使用されるため、その代替燃料として炭化燃料を利用する事ができる。さらに、

ごみ処理施設では図 1-2 に示す通り、通常運転中ごみ投入発熱量の変化に伴い、

炉内温度⇒発生蒸気量⇒発電量へと影響を及ぼすため、ごみの投入発熱量の変動

を抑え、安定させるとともに、タービン最大発電量で発電することで、発電メリ

ットを得るために炭化燃料を利用する事ができる。 

本章では、ごみ処理施設で上記の様な思想で炭化燃料が化石燃料の代替燃料と

して利用可能である事を喧噪するために、バーナの選定条件、実証試験結果、解

析を実施した結果を示す。 

 

図 1-1 炉起動時の炉内温度と燃料利用状況 

 

図 1-2 炉通常運転時のごみ投入発熱量変化 
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1.1 設置バーナの選定 

昨年度開発した炭化燃料用バーナは、表 1.1-1 に示す通り、新設用の混焼バー

ナ、追設用の吹込バーナ、高温燃焼場用の直投ノズルの３種類である。ごみ処理

施設では、表 1.1-2 の通り、吹込バーナと直投ノズルが適していると考え選定し

た。その選定理由を以下に示す。 

(1)既設の重油バーナが利用可能で、炭化燃料供給により想定外の不具合が発生

しても炭化燃料供給停止することにより今までと同様の運転ができ、焼却炉の

停止リスクを最小限に抑えることが可能である。 

(2)選定した２種類のバーナは、既設のプロセス値を取り込む必要がなく、既設設

備に設置するのに最小限の機器のみで構成できるバーナである。 

(3)大規模な設備が不要で、設置・電気工事による想定外の不具合の発生リスクを

抑えることができる。 

表 1.1-1  炭化燃料用バーナ一覧 

形式 用途  機器本体 機器概要 

混焼 

バーナ 

新設用  

 

 

吹込 

バーナ 

既設 

改造用  

 

 

 

直投 

ノズル 

既設 

改造用 

(高温燃

焼場用) 
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表 1.1-2 ごみ処理施設でのバーナ選定 

 混焼バーナ 吹込バーナ 直投ノズル 備考 

ごみ処理新設 × ◎ ○  

ごみ処理既設 × ◎ ○ 耐火物工事が必要。 

 

1.2 設置概要 

ごみ処理施設で炭化燃料用バーナを使用する上で設置計画を行う。炭化燃料用

バーナの機器構成は図 1.2-1 に示す通り、吹込バーナは、吹込ノズル・圧送配管・

炭化燃料供給装置（ロータリバルブ(以下、RV)、供給スクリュ、投入ホッパ）か

ら構成される。直投ノズルの場合は、先端ノズル、炭化燃料供給装置（RV、投入

ホッパ）で構成される。  

  

図 1.2-1 機器構成図 

 

近年多く納入されている焼却炉形式の場合、バーナは主に焼却炉の側面に設置

している。そのため、吹込バーナ、直投ノズルはその付近に設置する。但し、施

設によっては、バーナ位置が炉側面ではなく、炉前に設置されている場合もある

ため、その際は検討が必要である。追設の際は、機器の設置に加え、耐火物、ケ

ーシングにノズル用の開口を追加で設ける必要がある（新設の場合は、予め開口

を設けておく）。 
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1.3 工事概要 

図 1.3-1 に追設の場合の工事スケジュールを示す。機器点数が多い吹込バーナ

を想定した。機器設置工事は、既設の改造(手摺改造等)も含む。試運転では、機

器の運転確認と炭化燃料供給量のキャリブレーションを実施する。予備日を考慮

しても、12 日程度で工事は完了すると想定している。ごみ処理施設の場合、炉が

停止している期間が限られているため、なるべく短期間で工事する必要があるが、

前述の日数であれば、工事完了可能と考えられる。直投ノズルの場合は、機器点

数が吹込バーナよりも少なく単純な構造のため、より短い工程で工事可能である。

一方、新設の場合、ノズル用の開口は設計の段階で設置でき、工事自体は本設の

機械工事に含まれるため、炭化燃料用バーナのために追加検討項目は不要である。

但し、試運転は必要のため、従来の項目に追加となる。 

 

 1 日  2 日  3 日  4 日  5 日  6 日  7 日  8 日  9 日  10 日  11 日  

部材搬入             

工事準備  

養生  

           

開口工事  

コア抜き 

           

機器設置             

操作盤設置             

電気工事             

試運転             

片付け            

図 1.3-1 工事スケジュール（バーナ追設） 
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２ ごみ処理施設実証試験 

2.1 試験目的、工事概要 

今年度は、ごみ処理施設での開発バーナ利用可否を判断することを目的とし、

播磨町塵芥処理センターにて実証試験を行った。本試験では、炉の起動時（昇温

中）に使用する助燃燃料を減らし、炭化燃料を投入することでその代替燃料とし

て炭化燃料が利用可能であることを解析結果と共に確認した。確認項目としては、

燃焼室出口温度トレンド、煙突排ガス値、ばいじん中の灰量から得られる燃焼率

を測定する。温度トレンドは、化石燃料の熱量代替が可能かと、重油のみでの焼

却炉通常起動時と同等の昇温が可能かどうかを確認する。排ガス値については、

施設届出値以下となっているかを確認し、燃焼率は昨年度燃焼試験と比較する。

本試験で使用するバーナは、1.1 で選定した通り、吹込バーナと直投ノズルの２

種類とした。 

実証試験を行うにあたり、開発した吹込バーナ及び直投ノズルの設置計画を行

った。播磨町塵芥処理センターでは、バーナ位置は 1.2 で述べた炉の側面とは異

なり、炉前に設置されている。そのため、吹込バーナは炉前の既設の重油バーナ

の横に設置し、直投ノズルは焼却炉天井にある空気予熱器下ホッパ―シュートに

付いている既設ノズル位置に設置した。図 2.1-1 に播磨町塵芥処理センターのフ

ロー図を示す。さらに、設置計画を行う際に以下３点を留意し計画を行った。 

 

(1) 通路幅と作業スペースを十分に確保し、試験設備をコンパクトにするなどし

て試験設備を設置することで、既設の設備（バーナ、制御盤など）を作業員が

問題なく操作・点検できるよう考慮する。 

(2) 炭化燃料利用先の拡大を図るためにも既設施設に導入する設備のイニシャル

コストを低減させる必要があることを考慮して簡易的な設備を設置する。 

(3) 既設設備の工事を最低限に抑えるように設備配置計画をする。 

 

なお、施設内配置上、２号炉前が通路となっていること、機器搬入扉があり試験

設備設置が不可であることを踏まえ、試験は１号焼却炉にて実施することとした。 
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図 2.1-1 播磨町塵芥処理センターフロー図 

 

機械工事について、設置は約２週間、解体は約４日間で完了した（図 2.1-2）。

本試験では、吹込バーナと直投ノズルの２種類の機器設置が必要であり、1.3 で

想定した期間よりも長くなっている。図 2.1-3～図 2.1-4 に工事前後の写真を示

す。吹込バーナを設置する炉前には、電気集塵機(以下、EP)用の操作盤が設置さ

れているため、運転員の通常時メンテナンスが行えるよう作業スペース確保でき

るよう考慮し、よりコンパクトな設置を心掛けた。吹込バーナ用の設置機器とし

ては、炭化燃料供給機、操作盤、圧送配管、吹込ノズル、圧送配管となる。直投

ノズルは、炭化燃料供給装置（投入ホッパと RV）のみとなっている。 

 

 

図 2.1-2 工事スケジュール 

 

★ ★ ★

2021年

★★ ★ ★

環境省委託事業実証試験

　　　　　　　　　　　現地工事

　　　　　　　　　　　実証試験

２月８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月

2020年

５月 ６月 ７月

年 月

機器設置

撤去復旧

電気計装
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図 2.1-3 機器設置前 

 

 

  

図 2.1-4 機器設置後 

  

供 給 機

操作盤  

操作盤  

圧送配管  

投入ホッパ 

ロータリ 

バ ル ブ

直 投 ノ

ズ ル 操

作盤 

供 給 機 架 台

操作盤  

吹込ノズル 

直 投 ノズル

ッパ 

直投ノズル用  

既設フランジ 
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2.2 吹込バーナ実証試験 

2.2.1 燃焼解析 

実証炉での試験により炉の運転が継続できなくなるリスクを最小限にするため、

播磨町塵芥処理センターでの実証試験前に解析を実施し、炭化燃料が重油との混

焼利用可能であることを確認した後、実証試験を実施した。本項では、その解析

結果および実証試験結果を示す。 

 

(1) 解析条件 

昨 年 度 ま で に 燃 焼 試 験 と 類 似 し た 結 果 を 示 し た 解 析 手 法 で あ る

CFD(Computational Fluid Dynamics)手法を焼却炉の３次元モデルに適用し、吹

込バーナによる燃焼解析を実施することで、炭化燃料の燃焼状況を事前確認した。

解析対象とした播磨町塵芥処理センターストーカ炉の３次元モデルを図 2.2.1-1

に示す。炉壁の境界条件はストーカ上を Escape(粒子が炉壁面に衝突すると計算

終了)、それ以外を Reflect(粒子が炉壁面に衝突すると跳ね返って計算続行)に設

定した。 

 

  

炭化燃料  
重油バーナ 

重油バーナ二次空気  

図 2.2.1-1 吹込バーナ解析形状モデル 

炉壁 Escape 

吹込ノズル 
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 表 2.2.1-1 に実証試験前に既設の運転を測定して得られた解析条件を示す。炭

化燃料の混焼率は 20％とした。炭化燃料の粒度分布には、噴霧試験で得られた粉

砕品(D50:89μm)の粒度分布を Rosin-Rammler 分布 [2]で与えて計算した。 

重油は C、H、O、N、S、灰分により構成されているが、その大半は C、H である。

そこで、計算負荷の低減のため O、N、S、灰分をモデル化せず、理論空気量、発熱

量がほぼ同等となるよう C10H22 を用いた。燃焼反応は CO を考慮した二段総括反応

とした。 

 

 

  

表 2.2.1-1 解析条件 

重油量 120 L/h

比重 0.8 kg/L

バーナ空気量 1863 m3N/h

1次 242 m
3
N/h

2次 1565 m3N/h

3次 56 m
3
N/h

バーナ空気温度 25 ℃

炭化燃料量 92.3 kg/h

圧送空気量 6.5 m3/min

圧送空気温度 25 ℃

旋回空気量 1.43 m3N/min

漏れ込み空気量 7.3 m/s

1次＋2次空気 14000 m
3
/h

乾燥段 1680 m3/h

燃焼段 1680 m
3
/h

後燃段 840 m3/h

燃焼炉出口（ホッパ側） 1960 m
3
/h

燃焼炉出口（炉前側） 1960 m3/h

ガス冷却室下 5880 m
3
/h

重油バーナ

炭化燃料
吹込バーナ

ストーカ空気

1次空気

2次空気
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 (2) 解析結果 

図 2.2.1-2、2.2.1-3 に基準となる重油専焼条件、図 2.2.1-4、2.2.1-5 に炭化

燃料粉砕品の混焼条件のバーナ中心断面の温度分布、CO 濃度分布を示す。専焼条

件と比較し、混焼条件では、炭化燃料は炉内に吹込まれた直後から重油火炎によ

り温められることで燃焼しており、特に炉壁付近で顕著に燃焼していることが温

度分布と CO の生成から確認できる。 

図 2.2.1-6、2.2.1-7 に示す炭化燃料粒子の軌跡より、炭化燃料粒子の挙動を確

認した。図より、ストーカ後燃焼段の上方で粒子が主に燃焼していることが分か

る。一部の大きい粒子がストーカ上に未燃のまま落下してしまうが、大部分の粒

子は燃焼しながら重油バーナの燃焼ガス流れに乗って炉出口方向へ流れている。

本解析における炭化燃料の燃焼率は 96.9％となった。解析結果から、起動用重油

バーナへの炭化燃料の混焼利用は可能であると考えられる。  
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図 2.2.1-6 粒子の軌跡(粒子の状態) 図 2.2.1-7 粒子の軌跡(粒子径) 

図 2.2.1-4 中心断面の温度分布 

（炭化燃料混焼） 

図 2.2.1-5 中心断面の CO 濃度分布 

（炭化燃料混焼） 

粒子径 [m]

←燃焼前

←燃焼後

←燃焼開始

粒子径 [m]

←燃焼前

←燃焼後

←燃焼開始
大半は良く燃焼している 

図 2.2.1-2 中心断面の温度分布 

（重油専焼） 

図 2.2.1-3 中心断面の CO 濃度分布 

（重油専焼） 

発熱と CO 生成なし 

未燃のまま落下  

吹込ノズル  

重油バーナ 

壁際で良く燃焼  

炭化燃料なし 

重油バーナ 

吹込ノズル 
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2.2.2 実証試験設備・試験方法 

試験設備概要を図 2.2.2-1 に示す。機器は A)～M)で構成されており、試験用に

E)、F)について一部設備を改造している。燃焼室出口で温度測定を行い、EP 前と

煙突にて排ガス測定を行った。煙突排ガスについては、定められた届出値をクリ

アできているかを確認すると共に、通常運転時との比較を行った。 

 

図 2.2.2-1 試験設備概要(吹込バーナ) 

 

試験は焼却炉の起動時に行い、播磨町塵芥処理センター１号炉を使用した。近

年のごみ焼却施設では起動時、ストーカ上は何も無い状態でバーナのみで炉内を

昇温していき、所定温度(600～850℃)になった段階でごみを投入する方法をとっ

ている。本試験では、近年の施設で行われる起動方法に合わせた試験を行うこと

とする。 

試験の流れとして、バーナのみで重油専焼起動の場合、バーナ着火後重油量

150L/h(MAX)で運転し、燃焼室出口ガス温度 PV 値が約 300℃となった段階でごみ

を投入し、ごみの燃焼開始に伴って炉を 900℃程度まで昇温し、バーナを消火し

て通常運転に入る。この流れをベースとし、炭化燃料混焼起動の場合は、同じく

バーナ着火後重油量 150L/h(MAX)で運転し、燃焼室出口ガス温度 PV 値が約 250℃

となった段階で重油量を段階的に混焼率 10％、20％と同等となるよう 120L/h ま

で減少させ、同時に炭化燃料を約 45kg/h(混焼率 10％)、90kg/h(混焼率 20％)の

量を投入して、継続して昇温を行う。その後、燃焼室出口ガス温度が 300℃とな

ったらごみを投入し、900℃付近まで上昇した段階で炭化燃料の供給とバーナの

運転を停止し、消火した段階で試験を終了する。 
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試験中に測定するデータとしては、先に述べた温度測定、排ガス測定に加え、

燃焼率、中央制御室で測定しているトレンドデータを取得する。燃焼率について

のみ、EP 下にて採取を行った。排ガス測定の項目と分析方法は、表 2.2.2-1 の

通りである。本項で示す排ガス値は O212％換算を行っており、ばいじん濃度は標

準状態で記している。 

 

表 2.2.2-1 排ガス測定項目と分析方法 

測定項目 分析方法 

硫黄酸化物濃度 
JIS-K-0103 7.1 

イオンクロマトグラフ法  

塩化水素濃度 
JIS-K-0107 7.1 

イオンクロマトグラフ法  

窒素酸化物濃度 
JIS-K-0104 

B-7982 化学発光方式  

二酸化硫黄濃度 JIS-B-7952 

酸素濃度 JIS-B-7983 

温度  JIS-Z-8808 6 

水分  JIS-Z-8808 7 
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2.2.3 実証試験条件  

試験条件は昨年度の燃焼試験と同様、重油量 150L/h 相当とし、炭化燃料は目標

20％混焼率となるよう供給する。試験パラメータは、旋回エアの有無、炭化燃料

は粉砕品、解砕品とした。吹込バーナ実証試験の試験条件一覧を表 2.2.3-1 に示

す。試験イメージは図 2.2.3-1 の通りで、上から見た平面図の様に、吹込ノズル

を既設バーナ横に設置し、炭化燃料は既設バーナ火炎の斜め方向から吹込む。試

験機器の設置写真を図 2.2.3-2 に示す。機器は、炭化燃料供給機(投入ホッパ、

RV)、圧送配管（旋回エアノズル付き）、圧送配管、吹込ノズルから構成される。 

 

表 2.2.3-1 試験条件 

 第 1 回  第 2 回  第 3 回  第 4 回  第 5 回  第 6 回  

RUN 1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 

重油量[L/h] 120 ← ← 120 120 ← 

混焼率[％] 20 ← ← 20 20 ← 

炭化燃料  

供給量[kg/h] 

粉砕品  

92 
← ← 

解砕品  

92 

粉砕品  

92 
← 

RV 周波数 [Hz] 60 ← ← ← ← ← 

圧送風量  

[Nm 3/min] 
6 .5 ← ← ← ← ← 

旋回エア風量  

[Nm 3/min] 
86 86 86→× × ← ← 

※×は無し。 

 

  

図 2.2.3-1 試験機器 
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図 2.2.3-2 試験機器 

 

 

2.2.4 試験結果、解析との整合性 

燃焼状態、温度トレンド、排ガス値、燃焼率等の結果を示す。 

 

（1）燃焼状態の確認 

 炭化燃料混焼時の燃焼の様子を確認するため、灰押出機上の点検口と炉前の覗

き窓より炉内を撮影した。撮影は図 2.2.4-1 の箇所より行った。図 2.2.4-2～図

2.2.4-3 に重油専焼時、炭化燃料混焼時の様子を示す。左上から炭化燃料が吹込

まれている様子が確認でき、火炎に近づいたところで燃焼している様子も見られ

た。また、炉前から火の粉も確認できた。解析結果同様、燃焼の様子が確認出来

た。 

  

図 2.2.4-1 焼却炉内撮影箇所 

吹込ノズル 
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図 2.2.4-2 重油専焼時の火炎の様子（左:灰押出機上撮影 右:炉前） 

 

       

図 2.2.4-3 炭化燃料混焼時の火炎の様子（左:灰押出機上撮影 右:炉前） 

  

（2）温度トレンド 

図 2.2.4-4 に試験開始から終了までの燃焼室出口温度トレンドを示す。重油の

みの起動時は 300℃を超えた段階でごみを投入し、直後から温度が急上昇してい

ることがわかる。炭化燃料混焼時は、重油専焼後 250℃程度となった段階で炭化

燃料を混焼し、排ガス測定のため運転を維持した。その後、同様にごみを投入し、

直後から温度が急上昇していることが確認できた。 

炭化燃料粉砕品を使用した第２回試験(RUN1-2)のごみ投入前の温度トレンドを

図 2.2.4-5 に示す。重油量 150L/h を 120L/h に変更し温度が低下するのを確認し

炉前側  投入ホッパ側  

炉前側  投入ホッパ側  

炭 化 燃 料

吹込部  

炭 化 燃 料 燃 焼

の様子  

火の粉  
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た後、炭化燃料の混焼を開始した。混焼後、温度の上昇が見られ、さらに供給量

を増加した後再度温度が上昇していることから、炭化燃料が燃焼し重油の代替燃

料として熱量を補填していることが確認出来た。 

続いて、炭化燃料解砕品を使用した第４回試験(RUN1-4)のごみ投入前の温度ト

レンドを図 2.2.4-6 に示す。本結果より、解砕品を供給しても粉砕品と同じよう

な温度の上昇が見られなかったが、供給周波数を増加させることで焼却炉内の温

度が上昇した。試験後のバーナ内部確認でも、供給機内及びバーナ部での詰まり

が確認できたことから、供給量が不足していたと考えられる。このことから、解

砕品を使用するためには、さらなる供給機の性能向上が必要である。 

 

図 2.2.4-4 燃焼室出口温度トレンド(全体) 

 

図 2.2.4-5 炭化燃料粉砕品混焼時のごみ投入前温度トレンド(RUN1-2) 

重油専焼に

よる立上 

排ガス測定のため混焼運転維持 

ごみ投入  

ごみ着火  

重油 150L/h 

⇒120L/h 

炭化燃料混焼開始  

炭化燃料供給量増  

⇒ごみ投入  
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図 2.2.4-6 炭化燃料解砕品混焼時のごみ投入前温度トレンド(RUN1-4) 

 

図 2.2.4-7 に第５回試験(RUN1-5)の温度トレンドを示す。RUN1-2 では、炭化燃

料の混焼が可能かどうか確認するために、重油の変化に伴う温度低下を確認しな

がら段階的混焼率を変化させた。RUN1-5 では、温度を一定に保つように、重油を

減らすと同時に炭化燃料を供給し、変動を抑えながら昇温可能であることが確認

できた。 

 

図 2.2.4-7 炭化燃料混焼時の温度トレンド(RUN1-5) 

  

重油 150L/h 

⇒120L/h 

炭化燃料混焼開始  

温度低下が無く、維持できている 
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（3）排ガス 燃焼率  

排ガス値、燃焼率の測定結果を示す。排ガス測定は、EP 前と煙突の２箇所で行

った。測定区間は２パターンとし、①炭化燃料混焼開始～ごみ投入まで、②ごみ

投入・着火～バーナ消火(燃焼室出口温度 900℃)の区間で測定した(図 2.2.4-8)。

数値はその区間の平均値とし、O212％換算値としている。表 2.2.4-1 に示す試験

条件の各データを比較した結果をそれぞれ示す。播磨町塵芥処理センターの届出

値はグラフで四角に囲っている。 

 

図 2.2.4-8 測定パターン 

 

表 2.2.4-1 試験条件 
 

パターン① 

炭化燃料混焼開始～ 

ごみ投入 

 パターン② 

ごみ投入・着火～ 

バーナ消火(900℃) 

A 重油起動時(予備試験) A' 重油起動時(予備試験) 

B 第 5 回  (粉砕品) B' 第 5 回  (粉砕品) 

C 第 6 回  (粉砕品) C' 第 6 回  (粉砕品) 

D 第 4 回  (解砕品) D' 第 4 回  (解砕品) 

 

  

パターン① 

パターン② 
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図 2.2.4-9 にパターン①、図 2.2.4-10 にパターン②の O2 濃度をそれぞれ示す。

いずれの試験でも酸素濃度が同等であることから、同条件の空気比で試験を実施

したことが確認できた。また、ごみ投入後の O2 濃度が４～５ポイント低くなって

おり、炭化燃料の燃焼では消費されなかった炉内の空気が、ごみの燃焼時に消費

されていることがわかる。届出値は□で示す。 

 

A、A' 重油起動時(予備試験) 

B、B' 第 5 回  (粉砕品) 

C、C' 第 6 回  (粉砕品) 

D、D' 第 4 回  (解砕品) 

 

  

図 2.2.4-9 パターン① O2 濃度 

  

図 2.2.4-10 パターン② O2 濃度 

  



2-21 
 

図 2.2.4-11 にパターン①、図 2.2.4-12 にパターン②の NOx 濃度をそれぞれ示

す。重油専焼時と比較し、炭化燃料の混焼により NOx 値が増加した。昨年度の燃

焼試験でも炭化燃料の投入により NOx 値が上昇したことが確認出来ており、同様

の事象が確認できた。しかし、ごみの投入・燃焼段階は NOx 値への大きな影響は

見られなかった。また、解砕品は NOx が低いことから、燃焼性が低いと考えられ

る。届出値は□で示す。 

 

A、A' 重油起動時(予備試験) 

B、B' 第 5 回  (粉砕品) 

C、C' 第 6 回  (粉砕品) 

D、D' 第 4 回  (解砕品) 

 

 

   

図 2.2.4-11 パターン① NOx 濃度(O212％換算値) 

  

図 2.2.4-12 パターン② NOx 濃度(O212％換算値) 
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図 2.2.4-13 にパターン①、図 2.2.4-14 にパターン②の SOx 濃度をそれぞれ示

す。重油専焼時、炭化燃料混焼時で数値に差がないが、ごみを混焼させた際には

B’で高い値が得られた。パターン①では低い値であったことから、炭化燃料の影

響ではなく、ごみの影響によるものと考えられる。施設の届出値は下回る結果と

なった。届出値は□で示す。 

 

A、A' 重油起動時(予備試験) 

B、B' 第 5 回  (粉砕品) 

C、C' 第 6 回  (粉砕品) 

D、D' 第 4 回  (解砕品) 

 

 

  

図 2.2.4-13 パターン① SOx 濃度 (O212％換算値) 

  

図 2.2.4-14 パターン② SOx 濃度 (O212％換算値) 
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図 2.2.4-15 にパターン①、図 2.2.4-16 にパターン②HCl 濃度をそれぞれ示す。

煙突では重油専焼時に HCl が検出された。前段の EP 前で検出されていないこと

から、EP 中又は EP 後の煙道内部の未燃分の影響による等の特異点と考えている。

炭化燃料の混焼時は定量下限であったため、HCl は検出されないことがわかる。

ごみ燃焼中については、ごみに混入する Cl 分が燃焼したため検出されたと考え

られる。HCl について、施設の届出値を大きく下回る結果であった。届出値は□

で示す。 

A、A' 重油起動時(予備試験) 

B、B' 第 5 回  (粉砕品) 

C、C' 第 6 回  (粉砕品) 

D、D' 第 4 回  (解砕品) 

  

図 2.2.4-15 パターン① HCl 濃度(O212％換算値) 

  

図 2.2.4-16 パターン② HCl 濃度(O212％換算値) 

 

（4）燃焼率  

EP 下のダストの燃焼率について、粉砕品で 93.2％、解砕品は 87.8％であった。

粒径が大きい解砕品で 80％台となる結果であったが、粒径の小さい粉砕品であれ

ば 90％以上の燃焼率が得られた。 
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2.2.5 試験時に発生した問題点と対策  

（1）既設バーナ火炎角度 

第１回試験では、炭化燃料を混焼しても温度上昇が見られなかった。要因とし

ては、火炎が上向きとなっており、炭化燃料との混焼領域が少なくなっていたた

めと考えられる。図 2.2.5-1 の左に示すように、本施設では、バーナ直下より燃

焼用二次空気を取り込んでいるが、取込口の炉内側前方に平板(図 2.2.5-2)が設

置されており、二次空気が上向きに供給される構造となっている。そのため、空

気が火炎を押上げ、炭化燃料との混焼領域が少なくなっていた。目視でも上向き

の火炎は確認できている。 

図 2.2.5-3 に昨年度の吹込バーナ事前解析結果を示す。解析においても、炉内

のガス流れの影響で火炎が上向きであることは把握していたものの、二次空気の

向きまで考慮できず、想定以上の火炎角度となっていたと思われる。 

これに対する対策としては、二次空気量を減らし、火炎の押上げを低減させた。

炭化燃料の圧送エア投入により、空気量が増加していることを踏まえ、その分の

二次空気量を低減させ、空気比が一定となるように調整を行った。これにより、

火炎角度に改善がみられ、混焼が可能となった。 

 

図 2.2.5-1 バーナ火炎角度の問題点概要 

 

    

図 2.2.5-2 炉内平板写真    図 2.2.5-3 解析結果 

  

平板 

燃 焼 室 内

温度分布 
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（2）炭化燃料吹込角度 

 炭化燃料吹込ノズルは、初期設計において配置制約上バーナ火炎に対して、13°

の角度で設置していた(図 2.2.5-4)。炭化燃料と火炎の混焼部分で燃焼の様子が

確認出来た一方で、一部の炭化燃料が火炎方向ではなく、火炎と平行もしくは側

壁に吹込まれている様子が確認できた。ガスの流れの影響から、想定よりも炭化

燃料への混焼が不十分であったと考える。吹込角度 13°で温度の上昇は確認でき、

排ガス値は届出値以下となっていたが、更なる燃焼改善を図るため、角度を 33°

（昨年度燃焼試験と同様）に変更した(図 2.2.5-5)。改造後試験を行った所、改

造前に比べ、排ガス値、燃焼率に改善が見られた。改善前後の炉内の様子を図

2.2.5-6 に示すが、吹込角度の改善が目視でも確認出来た。 

    

図 2.2.5-4 吹込ノズル角度変更前 

 

     

図 2.2.5-5 吹込ノズル角度変更後 

 

   

図 2.2.5-6 炉内の燃焼の様子（左：変更前、右：変更後）  

13° 

33° 
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（3）炭化燃料供給量について 

試験中、炭化燃料を必要分供給出来ず、混焼率が目標の 20％に達していない

という事象があった。図 2.2.5-7 に示す様に供給系は、炭化燃料供給スクリュ

ー、RV、圧送配管の構成からなる。本事象は、青矢印で示す圧送エアの噴上げ

が、RV の羽根～ケーシング間の隙間と、戻り側の RV 羽根間を通ってスクリュー

まで上がり、その影響で供給スクリュー⇒供給ホッパへの逆流が多かったことが

要因と考えられる。また、スクリュー周波数が高いほど、逆流量は増加するた

め、今回、事前のキャリブレーション値から算出した必要設定周波数まで上げる

ことが出来なかった。改善策として、隙間調整と空気抜きバルブの設置を行い、

噴上げの影響を低減した所、供給量の増加が可能となり、混焼率 20％の試験が

実施可能となった。 

 

 

図 2.2.5-7 発生事象イメージ図 

 

 

図 2.2.5-8 空気抜きバルブ  
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2.3 直投ノズル実証試験 

2.3.1 燃焼解析 

実証炉での試験により炉の運転が継続できなくなるリスクを最小限にするため、

播磨町塵芥処理センターでの実証試験前に解析を実施し、炭化燃料が重油との混

焼利用可能であることを確認し、実証試験を実施した。本項では、その解析結果

および実証試験結果を示す。 

(1) 解析条件 

解析対象とした播磨町塵芥処理センターストーカ炉の直投ノズルの３次元モデ

ルを図 2.3.1-1 に示す。炉壁の境界条件はストーカ上を Escape(粒子が炉壁面に

衝突すると計算終了)、それ以外を Reflect(粒子が炉壁面に衝突すると跳ね返っ

て計算続行)に設定した。 

 

表 2.3.1-1 に解析条件を示す。重油バーナ流量、ストーカ空気流量は吹込バー

ナ燃焼解析時と同様である。炭化燃料粒子の投入速度は０m/s とし、投入口から

均一に入るモデルとした。炭化燃料の粒度分布には粒子画像分析により計測した

ものを用いた。  

図 2.3.1-1 直投ノズル解析形状モデル 

炉壁 Escape 

炭化燃料  

重油バーナ 

重油バーナ二次空気  
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(2) 解析結果 

図 2.3.1-2、2.3.1-3 に重油バーナ中心断面の温度分布、CO 濃度分布を示す。

また図 2.3.1-4、2.3.1-5 に直投ノズル中心断面の温度分布、CO 濃度分布を示す。

炭化燃料は投入されてすぐ燃焼開始していることが分かる。 

次に炭化燃料粒子の挙動を確認した。図 2.3.1-6、2.3.1-7 に炭化燃料粒子の軌

跡を示す。一部の大きい粒子がストーカ上に燃焼前に落下したり、重油バーナの

根本付近に侵入したりするものの、大半の粒子が燃焼しながら重油バーナの燃焼

ガス流れに乗って炉出口方向へ流れている。炭化燃料の燃焼率は 92.29％となっ

た。 

 

  

表 2.3.1-1 解析条件 

重油量 120 L/h

比重 0.8 kg/L

バーナ空気量 1863 m
3
N/h

1次 242 m
3
N/h

2次 1565 m3N/h

3次 56 m3N/h

バーナ空気温度 25 ℃

炭化燃料量 92.3 kg/h

炭化燃料投入速度 0 m/s

1次＋2次空気 14000 m3/h

乾燥段 1680 m3/h

燃焼段 1680 m
3
/h

後燃段 840 m3/h

燃焼炉出口（ホッパ側） 1960 m3/h

燃焼炉出口（炉前側） 1960 m
3
/h

ガス冷却室下 5880 m
3
/h

重油バーナ

炭化燃料直投ノズル

ストーカ空気

1次空気

2次空気
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図 2.3.1-2 重油バーナ中心断面 

の温度分布 

図 2.3.1-3 重油バーナ中心断面の 

CO 濃度分布 

図 2.3.1-4 直投ノズル中心断面 

の温度分布 

図 2.3.1-5 直投ノズル中心断面の 

CO 濃度分布 

図 2.3.1-6 粒子の軌跡(粒子の状態) 図 2.3.1-7 粒子の軌跡(粒子径) 

←燃焼前

←燃焼後

←燃焼開始

粒子径 [m]

投入直後から燃焼  

未燃のまま落下  

大半は良く燃焼している  
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2.3.2 実証試験設備・試験方法 

試験設備概要を図 2.3.2-1 に示す。機器は 2.3 吹込バーナ燃焼実証試験とほぼ

同様となっており、N)に直投ノズルを設置している。直投ノズルは既設のガス冷

客室下のノズルを利用して、炉天井から炉内に炭化燃料を自然落下させる。 

 

 

図 2.3.2-1 試験設備概要(直投ノズル) 

 

試験は焼却炉の起動時に行い、播磨町塵芥処理センター１号炉を使用した。起

動方法は、吹込バーナ同様、近年のごみ焼却施設で行われる起動方法に合わせた。 

試験の流れとして、バーナのみで重油専焼起動の場合、バーナ着火後重油量

150L/h(MAX)で運転し、燃焼室出口ガス温度 PV 値が約 300℃となった段階でごみ

を投入し、ごみの燃焼開始に伴って炉を 900℃程度まで昇温し、バーナを消火し

て通常運転に入る。この流れをベースとし、炭化燃料混焼起動を行った。バーナ

着火後重油量 150L/h(MAX)で運転し、燃焼室出口ガス温度 PV 値が約 250℃となっ

た段階で重油量を段階的に混焼率５％、10％、20％と同等となるよう 120L/h まで

減少させ、同時に炭化燃料を約 2.4kg/h(混焼率５％)、45kg/h(混焼率 10％)、

90kg/h(混焼率 20％)の量を投入して、継続して昇温を行う。直投ノズルについて

は、吹込バーナと異なり、初期混焼率を５％とし、試験が問題なく実施できるこ

とを確認した後、継続して混焼率を上げた。その後、必要な測定を完了し、燃焼

室出口ガス温度が 300℃となったらごみを投入し、900℃付近まで上昇した段階で

炭化燃料の供給とバーナの運転を停止し、消火した段階で試験を終了する。 

試験中に測定するデータとしては、温度測定、排ガス測定に加え、燃焼率、中

央制御室で測定しているトレンドデータを取得する。燃焼率についてのみ、EP 下
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にて採取を行った。排ガス測定の項目と分析方法は、表 2.3.2.2 の通りである。

本項で示す排ガス値は O212％換算を行っており、ばいじん濃度は標準状態で記し

ている。 

 

表 2.3.2-1 排ガス測定項目と分析方法 

測定項目 分析方法 

硫黄酸化物濃度 
JIS-K-0103 7.1 

イオンクロマトグラフ法  

塩化水素濃度 
JIS-K-0107 7.1 

イオンクロマトグラフ法  

窒素酸化物濃度 
JIS-K-0104 

B-7982 化学発光方式  

二酸化硫黄濃度 JIS-B-7952 

酸素濃度 JIS-B-7983 

温度  JIS-Z-8808 6 

水分  JIS-Z-8808 7 
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2.3.3 実証試験条件  

試験条件を表 2.3.3-1 に示す。重油量 150L/h 相当とし、炭化燃料は重油の 20％

混焼率となるよう供給する。炭化燃料は粉砕品を使用した。試験イメージは図

2.3.3-1 の通りで、炭化燃料は、炉天井にある既設のノズルを介して既設バーナ

火炎の上部から自然落下により供給する。試験機器の設置写真を図 2.3.3-2 に示

す。機器は、投入ホッパ、RV(以下 RV)で構成される。 

 

表 2.3.3-1 試験条件 

 第７回  

RUN 2.2 

重油量[L/h] 120 

混焼率[％] 20 

炭化燃料  

供給量[kg/h] 

粉砕品  

92 

RV 周波数 [Hz] 60 

 

   

図 2.3.3-1 試験イメージ             図 2.3.3-2 試験機器 
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2.3.4 試験結果、解析との整合性 

燃焼状態、温度トレンド、排ガス値、燃焼率等の結果を示す。 

 

（1）燃焼状態の確認 

 炭化燃料混焼時の燃焼の様子を確認するため、炉前の覗き窓より炉内を撮影し

た（図 2.3.4-1）。今回、吹込バーナ試験時に撮影した灰押出機上の点検口からは、

燃焼した炭化燃料が落下してくるため撮影困難であった。図 2.3.4-2～図 2.3.4-

3 に、重油専焼時と炭化燃料混焼時の様子を示す。炭化燃料混焼時、火炎上部か

ら炭化燃料が落下して火炎に巻き込まれている様子が確認出来た。 

 

 

図 2.3.4-1 焼却炉内撮影箇所 

 

       

図 2.3.4-2 重油専焼時の火炎の様子 図 2.3.4-3 炭化燃料混焼時の火炎の様子 

  

  

炭化燃料  

燃焼の様子  
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（2）温度トレンド 

図 2.3.4-4 に第７回(RUN2.2)試験の試験開始から終了までの燃焼室出口温度ト

レンドを示す。吹込バーナ同様、炭化燃料混焼時は、重油専焼後 250℃程度とな

った段階で炭化燃料を混焼し、排ガス測定のため運転を維持した。その後、同様

にごみを投入し、直後から温度が急上昇していることが確認出来た。 

第７回試験ごみ投入前の温度トレンドを図 2.3.4-5 に示す。まず重油のみで昇

温し、250℃付近となった段階で、重油量 150L/h を段階的に 120L/h まで低下さ

せ、同時に炭化燃料の供給を開始、増加させていった。混焼率５％では、炭化燃

料投入による温度上昇が見られなかったが、混焼率を 10％、20％とした段階では

温度上昇を確認した。混焼率５％では、供給量が少なかったためか、温度への影

響は無かったと考える。 

 

図 2.3.4-4 燃焼室出口温度トレンド(全体) 

 

図 2.3.4-5 炭化燃料粉砕品混焼時のごみ投入前温度トレンド(RUN2.2) 

重油専焼に

よる立上 

排ガス測定のため混焼運転維持 

ごみ投入  

ごみ着火  

重油低下  

炭化燃料  

混焼開始  

炭化燃料供給量増  

（混焼率 20％） 

⇒ごみ投入  

炭化燃料供給量増  

（混焼率 10％） 
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（3）排ガス 燃焼率  

排ガス値、燃焼率の測定結果を示す。排ガス測定は、吹込バーナ同様 EP 前と煙

突の２箇所で行い、図 2.3.4-6 の様に測定区間は２パターンとしている。数値は

その区間の平均値とし、O212％換算値換算値としている。表 2.2.4-1 に示す試験

条件の各データを比較した結果をそれぞれ示す。播磨町塵芥処理センターの届出

値はグラフで四角に囲っている。 

 

図 2.3.4-6 測定パターン 

 

表 2.3.4-1 試験条件 
 

パターン① 

炭化燃料混焼開始～ 

ごみ投入 

 パターン② 

ごみ投入・着火～ 

バーナ消火(900℃) 

A 重油起動時(予備試験) A' 重油起動時(予備試験) 

B 第７回  B' 第７回  

 

  

パターン① 

パターン② 
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図 2.3.4-7 にパターン①、図 2.3.4-8 にパターン②の O2 濃度をそれぞれ示す。

いずれの試験でも酸素濃度が同等であることから、同条件の空気比で試験できた

ことが確認できた。また、ごみ投入後の O2 濃度が４～５ポイント低くなっており、

炭化燃料の燃焼では消費されなかった炉内の空気が、ごみの燃焼時に消費されて

いることがわかる。届出値は□で示す。 

 

A、A' 重油起動時(予備試験) 

B、B' 第７回  

 

  

図 2.3.4-7 パターン① O2 濃度 

  

図 2.3.4-8 パターン② O2 濃度 
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図 2.3.4-9 にパターン①、図 2.3.4-10 にパターン②の NOx 濃度をそれぞれ示

す。重油専焼時と比較し、炭化燃料の混焼により NOx 値が増加した。吹込バーナ

と同様、昨年度の燃焼試験の様な NOx 値が上昇したことが確認出来ており、炭化

燃料の燃焼が確認出来た。吹込バーナに比べ、若干数値が低いことから、燃焼性

が直投ノズルの方が低いと思われるが、数値は施設の届出値以下となっており問

題ないと考える。届出値は□で示す。 

 

A、A' 重油起動時(予備試験) 

B、B' 第７回  

 

   

図 2.3.4-9 パターン① NOx 濃度(O212％換算値) 

  

図 2.3.4-10 パターン② NOx 濃度(O212％換算値) 
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図 2.3.4-11 にパターン①、図 2.3.4-12 にパターン②の SOx 濃度をそれぞれ示

す。重油専焼時、炭化燃料混焼時で数値に差がなく、ごみを混焼させた際にも炭

化燃料の有無で大きな差がないことが確認された。SOx について、施設の届出値

を大幅に下回る結果となった。届出値は□で示す。 

 

A、A' 重油起動時(予備試験) 

B、B' 第７回  

 

  

図 2.3.4-11 パターン① SOx 濃度 (O212％換算値) 

  

図 2.3.4-12 パターン② SOx 濃度 (O212％換算値) 
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図 2.3.4-13 にパターン①、図 2.3.4-14 にパターン②HCl 濃度をそれぞれ示す。

煙突で重油専焼時に検出された件については、EP 中のばいじんの一部が吸引時に

混入した特異点と考えられる。吹込バーナ同様、炭化燃料の混焼時は定量下限で

検出されなかったため、HCl は検出されないことがわかる。ごみ燃焼中について

は、ごみに混入する Cl 分が燃焼したため検出されたと考えられる。HCl について、

施設の届出値を大きく下回る結果であった。届出値は□で示す。 

 

A、A' 重油起動時(予備試験) 

B、B' 第７回  

 

  

図 2.3.4-13 パターン① HCl 濃度(O212％換算値) 

  

図 2.3.4-14 パターン② HCl 濃度(O212％換算値) 

 

（4）燃焼率  

直投ノズル試験で得られた燃焼率は、93.6％であった。吹込バーナと同等の数

値となっており、炭化燃料と火炎の混焼が十分行われていると言える。  
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2.4 ごみ処理施設での利用における腐食検討 

2.4.1 想定される腐食機構 

ごみ処理施設の煙道での腐食機構としては、酸露点腐食が想定される。酸露点

腐食は、燃焼ガス中の SO3 や HCl が水蒸気とともに酸露点以下の金属表面に凝縮

して形成された高濃度の硫酸や塩酸によって生じる腐食である。硫酸露点の燃焼

ガス中の SO3 濃度および H2O 濃度依存性を図 2.4.1-1[3]に示す。図のように SO3 濃

度と H2O 濃度が高くなるほど硫酸露点は高くなる。また、塩酸露点の燃焼ガス中

の HCl 濃度および H2O 濃度依存性を図 2.4.1-2[4]に示す。図のように HCl 濃度と

H2O 濃度が高くなるほど塩酸露点は高くなる。 

ごみ処理施設の煙道では、HCl 濃度は数百 ppm 程度、SOx 濃度は数十 ppm 程度で

ある [3]。このような条件下では、SO3 の方が HCl に比べて露点が高く、凝縮しやす

いと推定され、煙道表面に凝縮した硫酸中に HCl ガスが溶け込んで混酸を形成し

て腐食が発生すると考えられる。 

 

図 2.4.1-1 硫酸露点の H2O, SO3 濃度依存性 [1] 

 

 

図 2.4.1-2 塩酸露点の H2O, HCl 濃度依存性 [2] 
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2.4.2 試験結果との比較 

炭化燃料用混焼バーナでの炭化燃料の混焼が煙道の腐食に与える影響を検討す

るために、播磨町塵芥処理センターで重油を専焼した場合と、炭化燃料を混焼し

た場合の電気集塵機前(EP 前)でのガス濃度を分析した。SO2 濃度は連続分析計で、

SOx と HCl 濃度は手分析で分析した。 

重油専焼時と炭化燃料混焼時の SO2 と SOx、HCl ガス濃度の分析結果を図

2.4.2-1 に示す。SO2、SOx 濃度と HCl 濃度について、重油専焼時と炭化燃料混焼

時で大きな差異は見られなかった。このことから、炭化燃料混焼時の装置の腐食

は、重油専用時と同程度と推定された。ただし、今回の試験では、通常実炉では

数十 ppm 程度であると想定される SO2 濃度が数 ppm 程度であり、正しく計測でき

ていなかった可能性があるため、より詳細に炭化燃料混焼が煙道の腐食に与える

影響を検討するには、直接 SO3 濃度を計測する必要がある。 

 

図 2.4.2-1 重油専焼時および、炭化燃料混焼時の EP 前での SOx,SO2 ガス濃度(a)

および、HCl ガス濃度(b) 
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2.5 まとめ 

試験結果をまとめる。まず温度トレンドについては、吹込バーナ、直投ノズル

共に温度上昇を確認し、化石燃料の代替が可能であることを確認した。燃焼の様

子は、解析結果と類似の結果が得られた。また、表 2.5-1 にパターン①のごみ投

入前の煙突排ガス値結果をまとめる。吹込バーナ、直投ノズルともに、届出値以

下となっており、問題ないことを確認した。腐食検討について、炭化燃料の使用

により、腐食要因となる SO2、SOx、HCl ガス濃度は、重油専焼時と同程度と推定

された。以上より、ごみ処理施設での炭化燃料使用が問題ないことを示すことが

できた。 

 

表 2.5-1 試験結果まとめ 

項目 NOx[ppm] HCl[ppm] SOx[ppm] 燃焼率  

[％] 

吹込バーナ 

(粉砕品 ) 

76 定量下限以下  19 93.2 

吹込バーナ 

(解砕品 ) 

44 定量下限以下  定量下限以下  87.8 

直投ノズル 65 12 定量下限以下  93.6 

播磨町塵芥

処理センター

届出値  

200 326 100 - 

関係法令  （大） （大） （大） （大） 

※（大）→大気汚染防止法 
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３ ごみ処理施設設置後の影響検討 

 前節まで、今年度実施した播磨町塵芥処理センターにおける実証試験結果を示

した。本説では、炭化燃料の使用によるごみ処理施設への影響の検討結果を示す。 

 

3.1 影響要因の調査 

以下に示す炭化燃料の使用による施設へ及ぼす影響要因項目を確認した。 

①炉内耐火物への影響 

②ストーカ火格子への影響 

③EP（電気集じん機）への影響 

④炭化燃料供給量の炉内圧への影響⇒2019 年度成果報告書にて報告の内容 

 

3.2 確認結果 

3.2.1 炉内耐火物への影響 

試験開始前の写真と試験終了後の写真を図 3.2.1-1～図 3.2.1-4 に示す。確認

した箇所は、バーナ・炭化燃料吹込ノズルを設置している炉前、炉左右壁面、炉

天井とした。炭化燃料の使用により、黒く変色、もしくは耐火物の破損が促進さ

れていないか確認した。写真より、試験前と試験終了後で大きな損傷は無く、影

響無いことを確認した。 

  

図 3.2.1-1 炉前（左：試験開始前 右：試験終了後） 

  

図 3.2.1-2 炉右壁面（左：試験開始前 右：試験終了後） 
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図 3.2.1-3 炉左壁面（左：試験開始前 右：試験終了後） 

  

図 3.2.1-4 炉天井（左：試験開始前 右：試験終了後） 

 

3.2.2 ストーカ火格子への影響 

試験開始前の写真と第６回試験終了後の写真を図 3.2.2-1 に示す。火格子表面

の状態について試験前後で変化なく、影響無いことを確認した。 

 

  

図 3.2.2-1 ストーカ火格子（上：試験開始前 下：試験終了後） 
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3.2.3 EP(電気集塵機)への影響 

試験開始前の写真と試験終了後の写真を図 3.2.3-1 に示す。内部に炭化燃料の

黒い粒子や穴あき等は確認されず、影響が無いことを確認した。 

  

  

図 3.2.3-1 EP 内部（上：試験前 下：試験終了後） 

 

3.2.4 炭化燃料の炉内圧への影響 

昨年度、燃焼試験にて、重油専焼時には見られなかった変動が炭化燃料混焼時

は炉内圧力や排ガス値で見られたことを報告書で以下の様に示した。(図 3.2.4-

1～3.2.4-2) 

〈検討１〉変動がどの機器からの影響を受けているのか発生要因を調査する。 

⇒炭化燃料供給機は２軸スクリューコンベヤとロータリバルブ（以下、RV）

で構成されており、FFT 解析にてその羽根周期による供給量の変動が影響

を与えていることが分かった。 

〈検討２〉変動を低減させることは可能であるかを検討する。 

  ⇒２軸スクリューの位相をずらすことで、変動の低減が見られた。 

〈検討３〉この変動がごみ焼却施設へ影響が無いかを検討する。 

⇒炉内圧への影響として、炭化燃料供給による変動影響は、従来ごみ焼却時

の炉内圧変動よりも小さいため、焼却炉起動試験にて炭化燃料バーナを利

用することは問題ないことを確認した。 
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図 3.2.4-1 炭化燃料混焼時のトレンドデータ(燃焼試験混焼バーナ) 

 

 

図 3.2.4-2 重油専焼時のトレンドデータ(燃焼試験混焼バーナ) 

 

以上を踏まえ、実証試験を実施し、炭化燃料の供給が炉内圧へ影響を与えるか

確認を行った。図 3.2.4-3 に炉起動時（バーナ着火～ごみ投入前まで）の炉内圧

力トレンドを示す。重油専焼時に比べ、炭化燃料混焼後、変動が大きくなってい

るが、負圧を保っており、運転自体には問題ないと言える。また、図 3.2.4-4 に

通常運転時（炭化燃料無し）の炉内圧力トレンドを示すが、変動幅が±0.04kPa

程度となっている。ごみの燃焼に起因すると考えられるが、通常運転時の変動幅

に対し、起動時の炭化燃料混焼時は変動幅が±0.03kPa 程度と低い数値となって

おり、炭化燃料のごみ処理施設への影響は無いことを確認した。 
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図 3.2.4-3 炉起動時の炉内圧力トレンド 

 

 

図 3.2.4-4 通常運転時の炉内圧力トレンド(炭化燃料無し) 

  

重油専焼 炭化燃料混焼 
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3.3 メリット試算 

本事業では、炭化燃料を使用することで従来の化石燃料のみ使用時に比べ運転

に問題が無いことを確認したが、本事業の目的である CO2 排出量が削減されると

ともに、普及促進を行う上では、コストメリットが出ることが利用者への展開要

因として重要である。 

 

3.3.1 CO 2 削減量 

本項では、単純焼却における CO2 の排出量および本事業の提案システムを採用

することによる CO2 排出量を試算し、比較することでその有効性を示した。図

3.3.1-1 に炭化燃料システムと単純焼却での CO2 排出(赤字)、削減(青字)のイメ

ージ図を示す。炭化燃料 CO2 の排出量として、①炭化燃料を炭化燃料化施設から

ごみ処理施設へ搬送時と、⑤炭化燃料化施設内で助燃燃料使用時が挙げられる。

一方、削減量としては、②ごみ処理施設での炭化燃料利用時、③炭化施設での炭

化燃料利用時、④施設稼働電力差(ごみ処理施設＞炭化燃料化施設)による削減が

挙げられる。基本条件は表 3.3.1-1 の通りとし、結果より、年間 2,642t-CO2/年の

削減が可能であると試算した。各数値の詳細の計算結果を表 3.3.1-1 に示す。 

続いて、表 3.3.1-2 に炭化燃料使用の場合の機器設置のイニシャルコスト、図

3.3.1-3 にランニングコストを示す。20 年間の CO2 の削減コストは吹込バーナで

0.61k 円/t-CO2、直投ノズルで 0.55k 円/t-CO2 となる。 

※20 年間の CO2 の削減コスト＝(イニシャルコスト＋20 年ランニングコスト) 

/CO2 削減量/20 

 

図 3.3.1-1 CO2 排出量、削減量の試算イメージ図 

  



2-49 
 

表 3.3.1-1 計算結果

 

  

環境省　評価事業　参考資料

炭化燃料の利用によるCO2削減量（本事業）

処理条件 ごみ処理量 50 t/日

年間運転日数 280 日

焼却施設 必要電力量 513 kWh/t H21年度施設台帳より

プラスチック割合 15 ％

ごみ炭化燃料化施設 年間運転日数 280 日

ごみ処理量 50 t/日

炭化燃料製造量 9.0 t/日 製造率18％

　内，施設内利用 1.2 t/日

　　　所外利用 7.8 t/日

ごみ炭化燃料化施設必要電力量 440 kWh/t

ごみ低質時灯油使用 18.5 L/ごみt

利用施設への輸送 普通貨物燃費（軽油 5.8 km/L

走行距離 50 km（往復）

軽油CO2排出係数 2.58 t-CO2/kL

輸送回数 0.65 回/日 １回12トン輸送

物質収支（１日あたり）
図記号 ○:排出　▲:削減 焼却 ごみ処理利用 CO2排出係数

焼却 ○ プラスチック焼却量t/日 7.5 7.5 プラスチック焼却 2.77 t-CO2/t

B ○ 焼却消費電力　MWh/日 25.65 0.488 t-CO2/MWh

利用施設への輸送 ① ○ 軽油使用量　kL/日 0.0056 軽油 2.58 t-CO2/kL

ごみ炭化燃料化施設 A ○ 必要電力量 MWh/日 22.0 電力 0.488 t-CO2/MWh

　　炭化物1.2t/日利用 ③ ▲ 灯油代替　kL/日 0.41 灯油 2.49 t-CO2/kL

利用施設削減量（炭化物7.8t/日） ② ▲ 灯油　kL/日 2.67 灯油 2.49 t-CO2/kL 8,767 kcal/L

炭化物 3,000 kcal/kg

CO2排出量 t-CO2/日
図記号 ○:排出　▲:削減 焼却 ごみ処理利用

焼却施設 ○ プラスチック焼却量 20.8 20.8

B ○ 焼却消費電力　 12.5

利用施設への輸送 ① ○ 軽油使用量 0.014

ごみ炭化燃料化施設 A ○ 必要電力量 10.74

　　炭化物1.2t/日利用 ③ ▲ 灯油代替　 1.02

利用施設削減量（炭化物7.8t/日） ② ▲ 灯油 6.6

提案システム導入によるメリット
プラ排出を考慮 排出計　t-CO2/日 33.3 23.9

排出計　t-CO2/年 9322 6680

削減量　t-CO2/年 2642

削減率 28%

　（焼却，ごみ炭化燃料化施設共通）
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表 3.3.1-2 機器設置イニシャルコスト(２炉分) 
 

本体  供給機  

※１ 

ふるい 制御盤  

工事費  

機械  

工事費  

合計  

 

吹込バーナ 849 1 ,210 1 ,000 1 ,000 2 ,100 12,318 

直投ノズル 含む⇒ 600 1 ,000 1 ,000 1 ,800  8 ,800 

  ［ｋ円/年］ 

※１ 吹込バーナについては、一軸スクリューの供給装置とする。 

 

表 3.3.1-3 ランニングコスト 

 １年間  20 年間  

ランニングコスト 1,000 20,000 

［ｋ円/年］ 

 

3.3.2 概算コスト、回収年月 

ごみ処理施設での使用時のコストメリットについて、播磨町で実証試験を実施

した吹込バーナと直投ノズルの実績をもとに検討を行った。まず、利用方法①：

実証試験と同様に炉起動時に炭化燃料を使用した場合のイメージ図とコストメリ

ットを図 3.3.2-1 と表 3.3.2-1 に示す。現状の化石燃料のみを使用した場合の燃

料費に対して、化石燃料の一部を炭化燃料で代替することで、2,298k 円/年のメ

リットが出ると試算した。 

  

図 3.3.2-1 起動時の燃料使用イメージ 
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表 3.3.2-1 炭化燃料起動時使用のコストメリット 

利用方法① 炭化燃料を起動時利用とし、化石燃料の代替をする。 

 コスト k 円/年 思想 

現状： 

化石燃料のみ 

3,138 

化石燃料(灯油)のみ使用時の燃料費 

〈計算式〉 

＝灯油使用量 47.9[kL/年]×灯油発熱量

8767[Mcal/L]×灯油コスト 8[円/Mcal]/1000×燃

焼率 93.4[％]/100 

提案①： 

炭化燃料使用 

840 

上記化石燃料を炭化燃料で代替した場合の燃料費 

（燃料の 20%の熱量を炭化燃料で代替する） 

〈計算式〉 

＝炭化燃料使用量 0.5[t/d]×炭化燃料発熱量

3000[Mcal/t]×炭化燃料コスト 2[円/Mcal]/1000×

280[日] 

コストメリット 2,298  

※炭化燃料コスト 2[円/Mcal]は、灰処理費込み。 

 

次に、利用方法②：焼却炉通常運転時に炭化燃料を常時使用の場合のイメージ

図とコストメリットを図 3.3.2-2 と表 3.3.2-2 に示す。一般廃棄物のみの場合、

図 3.3.2-2 に示すよう、ごみ処理施設ではごみの投入発熱量が変動し、その変動

が、発生蒸気量・発電量に影響を与える。この発熱量変動を、炭化燃料を投入す

ることで補填し、発電量を賄う思想とする。この場合、一般廃棄物のみの通常運

転時にごみ質低下により、最大発電量の 10%を損失した場合(必要発熱量の 10%分

ごみ質低下による)のコストに対して、その分の発熱量を補填し、発電量を賄うの

に必要な炭化燃料費より、8,568k 円/年のメリットがでると試算した。 

 

 

図 3.3.2-2 通常時の燃料使用イメージ 
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表 3.3.2-2 炭化燃料通常運転時使用のコストメリット 

利用方法②：炭化燃料を常時使用とし、ごみ質低下による発電量損失を賄う。 

 コスト k 円/年 思想 

現状： 

ごみ質低下に

より損失して 

いる売電 
22,848 

50t/d×2 炉の処理施設の最大発電量を 2000kW と

想定し、ごみ質低下によりその 10%分損失している場

合の売電コスト 

〈計算式〉 

＝最大発電量 2000[kW]×10[%]/1000×24[h]×稼

働日数 280[日 ]×売電価格 17[円/kWh]/1000 

提案②： 

炭化燃料使用

により、発電を

した場合の 

コスト 

14,280 

上記のごみ質低下分を炭化燃料で補填する場合の

必要燃料コスト 

〈計算式〉 

＝炭 化 燃 料 使 用 量 8.5[t/d] ×炭 化 燃 料 発熱 量

3000[Mcal/t] × 炭 化 燃 料 コ ス ト 2[ 円 /Mcal] ×

280[日]/1000 

コストメリット 8,568  

 

前節に記載した機器設置のイニシャルコスト(表 3.3.1-3)とランニングコスト

(表 3.3.1-4)より、表 3.3.2-3 に投資回収年月の検討結果を示す。合計のコスト

メリットは、10,866k 円/年となり、回収年度は吹込バーナで 1.2 年、直投ノズル

で 0.9 年と試算できる。ごみ処理施設は、一般的に 20 年間の運用となるため、短

期間での回収が可能であることから、炭化燃料利用の事業性は高いと言える。 

 

表 3.3.2-3 炭化燃料使用時の投資回収年月 

 利用①： 

炭化燃料起動時使用 

利用②： 

炭化燃料常時使用  

合計  

コストメリット 2,298k 円/年 8,568k 円/年  10,866k 円/年  

回収年月(吹込) 5.8 年  1.6 年  1.2 年  

回収年月(直投) 4.3 年  1.2 年  0.9 年  

※回収年＝(イニシャルコスト＋１年間ランニングコスト)/ コストメリット 
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第 ３章  アスファルトプラントにおける利 用 検 討  

１ アスファルトプラント設 置 概 要  

1.1 アスファルトプラントでの運 用 方 法  

昨年度、本事業では炭化燃料を補助燃料とした開発バーナの燃焼試験を実施し

た。試験結果より、開発した３種類のバーナ(表 1.1-1)は、排ガス値がごみ処理

施設やアスファルトプラント等の規制値をクリアしており、各施設で利用可能で

あることを報告した。 

AP での混焼起動と停止は、図 1.1-1 に示したイメージで行う。起動時には、重

油専焼を行い骨材温度が設定温度（例：180℃）に達したら混焼燃焼を開始する。

停止するときには、重油専焼で運用してから停止する。運転中に混焼率を変える

場合には、骨材温度のハンチングを避けるため骨材の温度変化と重油バーナの開

度変動が小さくなってから、混焼率を±10％の範囲で設定値変更し炭化燃料の混

焼率変更を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1-1 AP での炭化燃料使用イメージ 

 

 

1.2 設 置 バーナの選 定  

 アスファルトプラント（以下、AP）は砕石と砂利の水分を除去する V ドライヤ

と道路舗装材を再度加熱する R ドライヤで構成される。既存 AP の基本仕様は V

ドライヤの場合にはバーナのみ設置、R ドライヤの場合には、バーナのみの場合

とバーナの火炎形成部分に燃焼室を設置する２パターンがある。 
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        図 1.2-1 V ドライヤ（左）と R ドライヤ（右） 

 

 本事業で開発したバーナは、供給機などの設置スペースの確認は必要である

が、基本的には、表 1.2—1 に示すように①「既存バーナを利用する」か、②「燃

焼室が設置されているか」によって選択する。基本仕様は、V ドライヤも R ドラ

イヤも混焼バーナの設置で考える。ドライヤは基本的に燃焼室が無いが、R ドラ

イヤの場合には燃焼室とバーナの組み合わせで利用しているプラントも多数存在

し、その場合には、既存の設備に吹込バーナを設置する。また、混焼バーナと吹

込バーナの概要を表 1.2-2 に示す。 

 

          表 1.2-1 各種バーナの設置組合せ 

 

  

使 用 用 途  既 存 バーナ 燃 焼 室  混 焼 バーナ 吹 込 バーナ 備 考  

Ｖドライヤ 
不 使 用  なし 〇 -  

使 用  あり - 〇 吹 込 バーナは燃 焼 室 必 要  

Ｒドライヤ 
使 用  

あり 
- 〇 燃 焼 室 必 要  

不 使 用  〇 - 燃 焼 室 必 要  
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表 1.2-2 各種類の燃焼方式，利用先一覧 

 

1.3 設 置 概 要  

本事業で開発した炭化燃料混焼用バーナは、バーナ本体、炭化燃料供給装置、

炭化燃料のストックヤード、炭化燃料の搬送設備からなる。供給ホッパへの炭化

燃料搬送は、ストックヤードの設置位置で搬送距離が変わるために搬送方法は特

定できないが、基本仕様はホッパフィーダとベルトコンベアとする。 

 

1.3.1 混 焼 バーナの設置  

混焼バーナを AP のドライヤへ設置する場合、図 1.3.1-1 のようにバーナとド

ライヤの間に燃焼炉が設置される。また、混焼バーナの炭化燃料供給経路は、燃

焼室のありなしに関わらず、図 1.3.1-1 のような機器構成とする。 

種 類 燃 焼 方 式 利 用 先 要 求 性 能 

混 焼 

バーナ 
 

バーナ，噴 射 ノズル一体型  

（圧 送 ファン水平 噴 射 ） 

新 設 用 バーナ 

・熱 風 温 度 制 御  

(目 標 1,000℃) 

・混 焼 率 (熱 量  

 30％以 上 ) 

吹 込 

バーナ 

 

 

バーナ，噴 射 ノズル分離型  

（圧 送 ファン水平 噴 射 ） 

既 設 用 バーナ 

（新 設 も可 能 ） 

・設 置 スペース 

・熱 風 温 度 制 御

（目 標 1,000℃） 

・混 焼 率 (熱 量  

 30％) 

粉体 スロート 

圧送エア 

中子 
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図 1.3.1-1 AP での設置模式図（燃焼室あり） 

 

1.3.2 吹 込 バーナの設置  

吹込バーナプラントの場合、図 1.3.2-1 に示すように既存の油バーナを利用す

る。燃焼室が無い場合には、燃焼室を設置して図のような位置に吹込バーナを設

置する。炭化燃料の供給系統は混焼バーナと同じ機器（図 1.3.2-2）を使用する。  

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.2-1 吹込バーナ設置模式図１(平面図) 

 

 

 

 

 

 図 1.3.2-2 吹込バーナ供給系設置模式図２ 

  

吹 込 バーナ 

油 バーナ(既 存 ) 

LV 

供 給 ホッパ 

ロータリーバルブ 

圧 送 配 管 

燃 焼 室 

LV 

混 焼 バーナ 

供 給 スクリュ 
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1.3.3 ストックヤード 

 炭化燃料の AP 工場への荷下ろしはダンプアップで行うことを想定している。基

本含水率が 30％あるため飛散はしにくいが、微粒分は乾燥し易いため飛散する可

能性が高いので、保管には注意が必要である。そのため、ストックヤードは 3 面

を囲う構造とする。また、保管中に天気により含水率が 30％以上になることを避

けるために屋根付き、シャッター付き（図 1.3.3-1）で全面を囲う。  

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.3-1 ストックヤードイメージ図(左:正面図,右:側面図) 

 

1.3.4 ストックヤードからの搬 送  

 ストックヤードから各供給機ホッパへの搬送は図 1.3.4-1 のような供給フィー

ダで搬送する。R ドライヤの場合には高所に設置されている場合もあり、プラン

ト機種によっては搬送方法の検討が必要になる。AP シリーズの最も高い R ドライ

ヤの位置は地面より約 35m の場所にあるため、そのような場合には垂直エレベー

タなどの搬送方法の検討が必要である。  

 

 

 

 

 

 

               図 1.3.4-1 供給機までの搬送装置 

  

屋 根 付 き建屋  入 口 シャッター 

供 給 フィーダ 

搬 送 ベルトコンベア 
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1.4 工 事 概 要  

 既存の重油バーナを従来のバーナに入れ替える時のスケジュールを図 1.4-1 に

示す。社内燃焼テスト後に出荷するため、AP 設置後のバーナ調整の工程は少な

く、燃油ポンプの圧力チェックとバーナ操作時のバーナ開度と流量関係のチェッ

クのみを行う。その場合、５日間で工事が完了する。 

本事業で開発した炭化燃料混焼用バーナを AP に設置する新設改造時の工事ス

ケジュールは図 1.4-2 のようになる。従来のバーナの工事に加え、供給装置、燃

料の搬送ベルトコンベア、ストックヤードの建屋設置工事がある。しかし、スト

ックヤードは、バーナ工事日程とは別日に工事を行うことができるため、運転停

止に影響する入替工事期間は重油バーナの入替えと同様予備日を含んでも 10 日

あれば、入替から運転開始までの工程を完了可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図 1.4-1 重油バーナのみの入替スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4-2 炭化燃料バーナ入替スケジュール  

  

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日

日数
工事項目

バーナ撤去

架台設置

燃焼チェック

運転チェック

バーナ・燃焼装置設置

細部工事

操作盤工事

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日

炭化燃料供給装置設置

工事項目
日数

バーナ撤去

（燃焼室設置）

油バーナ機器設置

吹込バーナ設置

供給フィーダ設置

搬送ベルトコンベア設置

ストックヤード

キャリブレーション

燃焼チェック

運転チェック

操作盤工事
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２  アスファルトプラント実 証 試 験  

2.1 吹 込 バーナ実 証 試 験 目 的 ・設 置 概 要 (日 工 ) 

2.1.1 試 験 概 要  

 昨年度にバーナ燃焼試験は完了した為、アスファルトプラント(以下、AP)にお

ける利用可否の検証を行うことを目的に、前田道路㈱の技術研究所に設置されて

いる小型プラントで、実証試験を行った。 

 

（1） 試 験 目 的  

 AP での炭化燃料利用可否を判断する為に、以下項目について確認する。 

・炭化燃料混焼での骨材の昇温と温度制御 

・混焼での重油使用量削減効果の実証 

・骨材・バグフィルタへの火の粉飛散有無の確認 

・混焼におけるプラント機器への影響確認 

・炭化燃料燃焼灰の骨材・バグダストへの混入挙動 

・混焼中の NOx 値挙動 

・その他設備への付着や懸念点の確認 

 

（2） 設 置 概 要  

既設のプラントに吹込バーナ、燃焼室、炭化燃料供給機、圧送ファン、リター

ンガスダクトを増設し燃焼試験を行った。図 2.1.1-1 に増設した模式図を示す。 

 

 

図 2.1.1-1 小型プラント模式図 
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2.1.2 解 析 検 討  

 (1) 解 析 条 件  

アスファルトプラント実証試験の事前検討として、CFD(Computational Fluid 

Dynamics)シミュレーションにより炭化燃料の燃焼状況を確認した。図 2.1.2-1

に示すように実証試験に用いるバーナおよび燃焼室をモデル化した。燃焼室は

2°傾斜しているが、モデルでは 0°とし、重力の方向を調整することで、同様

な条件になるようにした。 

 

 

表 2.1.2-1 に解析条件を示す。混焼率 30％の条件にてリターンガス無、有で

解析を実施した。リターンガスの目的は燃焼室の保護と熱風温度の調整である。

リターンガスダクトの口径は 90A とし、5Nm3/min、80℃、酸素濃度 16.3％とし

た。空気比は 2.0 になるよう、酸素濃度を基準にバーナファン空気量で調整し

た。 

炭化燃料の粒度分布には、噴射試験で計測した未粉砕品(D50:139μm)の粒度分

布に Rosin-Rammler 分布を与えて計算した。また壁面での境界条件は Escape(粒

子が壁面に衝突すると計算終了)と Reflect(粒子が壁面に衝突すると跳ね返って

も計算継続)の 2 ケース実施した。 

図 2.1.2-1 解析形状モデル 

重 油 バーナ 
吹 込 ノズル 

リターンガス 
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(2) 解 析 結 果  (混 焼 率 30％ リターンガス無 ) 

図2.1.2-2～2.1.2-5にバーナ中心断面の温度、揮発分濃度、CO濃度分布を示

す。解析結果より炭化燃料は壁際や重油火炎付近で揮発分の燃焼が起きており、

その後、図2.1.1-6のようにチャー燃焼していることが分かる。炭化燃料の燃焼

率はEscape: 84.5％、Reflect: 99.5％と平均すると90％以上の高い値が得ら

れ、燃焼性に関して問題ないことが確認できた。 

図2.1.2-2の温度分布結果より、吹込バーナノズル先端で温度が上昇している

のが確認できる。図2.1.2-3の揮発成分濃度分布でも吹込バーナ先端での揮発成

分が高濃度になっている。図2.1.2-4と図2.1.2-5のCO濃度分布でも吹込バーナ先

端から燃焼室内に入った時点で、濃度が高くなっていることから炉内に入ったら

すぐに炭化燃料に引火している。これらの解析結果より、炭化燃料が燃焼室内に

噴射された時点から火炎を形成していることが確認できる。

表 2.1.2-1 解析条件  

(b) リターンガス有 (a) リターンガス無 

バーナファン空気量 5.3 Nm3/min

圧送エア風量 2.6 Nm3/min

漏れ込み(重油バーナ) 2.5 Nm3/min

漏れ込み(吹込バーナ) 2.5 Nm3/min

リターンガス流量 0 Nm3/min

空気温度 10 ℃

重油量 26.5 L/h

炭化燃料量 31.4 kg/h

バーナファン空気量 5.9 Nm3/min

圧送エア風量 2.6 Nm3/min

漏れ込み(重油バーナ) 2.5 Nm3/min

漏れ込み(吹込バーナ) 2.5 Nm3/min

リターンガス流量 5 Nm3/min

リターンガス温度 80 ℃

リターンガス酸素濃度 16.3 ％

空気温度 10 ℃

重油量 35.7 L/h

炭化燃料量 42.3 kg/h
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図 2.1.2-2 温度分布 

図 2.1.2-4 CO 濃度分布 水平断面 

図 2.1.2-3 炭化燃料の揮発分濃度分布 

図 2.1.2-6 炭化燃料の軌跡 

(a) Escape (b) Reflect 

(a) Escape (b) Reflect 

(a) Escape (b) Reflect 

(a) Escape 

(b) Reflect 

図 2.1.2-5 CO 濃度分布 鉛直断面 

(a) Escape (b) Reflect 

←燃焼前

←燃焼後

←燃焼開始

重 油 バーナ 

吹 込 ノズル  
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(3) 解 析 結 果  (混 焼 率 30％ リターンガス有 ) 

図 2.1.2-7～2.1.2-10 にバーナ中心断面の温度、揮発分濃度、CO 濃度分布を

示す。図 2.1.2-11 のリターンガスにより炉内に旋回流が生じており、粒子は壁

面に衝突しやすくなる。その影響で、図 2.1.2-12 の粒子の軌跡を見ると Escape

では燃焼性が悪くなっている。コンター図からも、吹込バーナ先端では、リター

ン無しの結果のようにすぐに燃焼していないことが分かる。Reflect ではリター

ンガスの流れに乗った粒子の一部が壁面付近で燃焼している。解析の結果、炭化

燃料の燃焼率は Escape: 35.5％、Reflect: 99.2％となり、燃焼室内全体で燃焼

していることが分かった。Reflect では高い燃焼率が得られているが、図 2.1.2-

2(b)と図 2.1.2-7(b)を比較するとバーナ近傍の壁面温度は低くなるが、燃焼室

後半の壁面温度が高温になることが確認できた。バーナの火炎が大きくふく射熱

を強く受ける場合のバーナ近傍の保護には有効であるが、空気比 2.0 の高空気比

で燃やす場合には、炭化燃料の燃焼率が悪くなるので不要である。Escape のよ

うにかなり低い燃焼率になる可能性もあるため、リターンガスを入れることによ

り、CO 濃度が高くなり、燃焼性も悪くなる解析結果になった。本試験でのリタ

ーンの効果は、重油バーナの火炎からの輻射熱により燃焼室の損傷を防止する目

的であるため、この効果に対しては有効である結果となった。 
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図 2.1.2-7 温度分布 

図 2.1.2-9 CO 濃度分布 水平断面 

図 2.1.2-8 炭化燃料の揮発分濃度分布 

(a) Escape (b) Reflect 

(a) Escape (b) Reflect 

(a) Escape (b) Reflect 

図 2.1.2-10 CO 濃度分布 鉛直断面 

(a) Escape (b) Reflect 

壁 際 で良 く燃 焼  

壁 際 はリターンガス無 とほぼ同 じ温 度  壁 際 は低 い温 度 (粒 子 が燃 えていない) 
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図 2.1.1-12 炭化燃料粒子の軌跡 

(a) Escape 

(b) Reflect 

←燃焼前

←燃焼後

←燃焼開始

図 2.1.1-11 リターンガスの流線 

(a) Escape 

(b) Reflect 
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2.1.3 実 証 試 験 設 備 ・試 験 方 法  

アスファルトプラント実証試験は、前田道路(株)内の小型プラントを利用して

実施した。設備フローを図 2.1.3-1、設置状況写真を図 2.1.3-2、2.1.3-3 に示す。

フロー中に赤線で示す熱風経路、黒線で示す骨材経路について説明する。 

 

図 2.1.3-1 小型プラントフロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.3-2 小型プラント全景        図 2.1.3-3 燃焼室周辺 

 

 

燃 焼 室  既 設 バーナ 供 給 機  

吹 込 ノズル 
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（1） 熱 風 経 路  

油および吹込バーナによって燃焼室内で生成した熱風は、ドライヤ内部で形成

された骨材ベールと熱交換して、第一煙道を通過し、バグフィルタ（以下、バグ）

へと流れる。バグ内で集塵された排ガスは、排風機を通過して大気に排気される。

骨材ベールとは、ドライヤ内でかき上げられた骨材が落下することでできる層で

ある。図 2.1.3-4 にドライヤを輪切りにした断面の模式図を示す。図のピンクの

範囲で骨材ベールと熱風が接することで熱交換を行う。 

 

図 2.1.3-4 ドライヤ断面模式図(骨材ベール) 

 

（2） 骨 材 経 路  

骨材ホッパに投入された骨材は、投入フィーダで切り出すことによりドライヤ

内に搬送される。ドライヤ内に搬送された骨材は、バーナの熱風で乾燥される。

乾燥後、ホットエレベータで持ち上げられ、スクリーンで分級された後、それぞ

れのホットビンに分けられて貯蔵される。その後、骨材計量槽で配合されてから

ミキサに投入され、アスファルトを添加しミキサで混錬され、合材として出荷さ

れる。 
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（3） 試 験 方 法  

 重油専焼の場合、通常の AP の起動と同様、バーナ着火後、ドライヤ内を昇温

し、バグ入口温度が所定温度(70℃)で骨材の投入を開始した。その後、30 分程度

で骨材温度が設定温度 180℃になり、温度推移が安定してから各測定を開始した。

バーナの制御は、骨材温度が設定温度になるように、重油燃焼量を増減させた。 

 炭化燃料混焼の場合は、最初に重油専焼で温度が安定するまで昇温し、想定し

た混焼率になるように、一定の炭化燃料供給量を決めて供給スクリュの周波数を

設定した。変動する骨材温度は、重油燃焼量を制御して安定させた。重油専焼時

と同様、骨材温度が安定してから測定を開始した。 

 試験中に測定するデータとしては、ドライヤ出口の骨材温度、第一煙道のバグ

入口温度、燃焼室出口ダストの燃焼率、操作室で計測しているトレンドデータで

ある。排ガス測定の項目と分析方法は、表 2.1.3-1 の通りである。本項で示す排

ガス測定値は O2 濃度 16％換算で記載している。ばいじん濃度は標準状態に換算

して記載している。 

 今回の試験ではバグフィルタを使用しており、耐熱温度が 200℃であるため、

バグ入口温度に注意して試験を実施した。また、バグの損傷が懸念されるため、

第一煙道で火の粉を目視確認した。 

 

表 2.1.3-1 排ガス測定項目と分析方法 

測 定 項 目  分 析 方 法  

窒 素 酸 化 物 濃 度  
JIS-K-0104(2011)-8 

化 学 発 光 法   

 

2.1.4 実 証 試 験 条 件  

試験パラメータは、骨材供給量、混焼率(炭化燃料供給量)、燃焼室へのリター

ンガスの有無、炭化燃料は粉砕品、解砕品とした。各試験での目的を下記に示す。 

 

RUN１：  A 重油専焼運転     A 重油専焼での基礎となるデータの取得 

RUN２：  粉砕品混焼運転  粉砕品での火の粉飛散状況の確認 

     混焼で運転可能かを確認 

RUN３：  解砕品混焼運転   解砕品での火の粉飛散状況の確認 

     混焼で運転可能かを確認 

RUN４：  粉砕品長時間運転  AP 同様の実運転時間で高混焼率運転を確認 

RUN５：  粉砕品混焼運転(測定) 運転中の排ガス成分を測定業者にて測定、確認  
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 アスファルトプラント（以下 AP）で使用される重油バーナは、定格出力で空気

比が 1.4 になるように燃焼空気量を調整している。そのため、炭化燃料を利用す

るときの懸念点は、炭化燃料を燃やす適正な燃焼空気量（空気比 2.0）の確保で

ある。AP は、バーナ定格出力に対して 6 割程度の負荷率で運用される頻度が高く、

その時のバーナ空気比は 1.7～2.0 の範囲にある。混焼率を 50％以下とすること

で、空気比を適正な範囲で運用することができる。目標混焼率を表 2.1.4-1 に示

す。AP での最低目標としている 30％と、最高目標としている 50％を設定した。

RUN４では、目標値以上の混焼率を確認することを目的とした。試験条件を表

2.1.4-2 に示す。 

表 2.1.4-1 目標混焼率 

 目標混焼率[％] 

RUN2 30,50 

RUN3 30,50 

RUN4 50 以上 

RUN5 30,50 

 

表 2.1.4-2 試験条件 

 

  

RUN NO.
骨材

供給量
[t/h]

炭化燃料
種類

燃焼量
[L/h}

炭化燃料
供給量
[kg/h]

混焼率
[%]

リターン
ガス風速
[m/sec]

1-1 3.5
1-2
1-3 6.2～6.4
2-1 - - -
2-2 36 38.3～40.0 25.5～26.3
2-3 24～38 56.3 32.2～43.0
3-1 - 0 0 0
3-2 40 30.0 19.4
3-3 26～29 42.9～50.0 32.2～38.2
4-1 0
4-2 6.2
4-3 26～37 53.6～69.8 33.6～46.1
4-4 17～31 69.7～150 43.7～73.9
4-5 36 34.9～37.5 23.7～25.1 9.0

粉砕品
0

5.0 0
解砕品

5.0

- 0 0 0

5.0

5.0 粉砕品 0

- 0 0 0
0
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2.1.5 試 験 結 果 、解 析 との整 合 性  

燃焼状態、温度トレンド、火の粉の確認、骨材・バグダストへの

灰混入による品質の影響、排ガス値、燃焼率等の結果を示す。 

 

（1） 燃 焼 状 態 の確 認  

 炭化燃料混焼時の燃焼の様子を確認するため、燃焼室出口側の覗き窓から炉内

カメラを挿入し、炉内を撮影した。図 2.1.5-1、2.1.5-2 にバーナ正面の写真を示

す。図 2.1.5-2 では重油専焼時と比較して燃焼室全体で燃焼しているのが確認で

き、2.1.2 で示した解析結果と類似の現象となったことを確認した。図 2.1.5-2

で一部黒く見えるのは噴出した炭化燃料である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5-1 バーナ正面(重油専焼時)   図 2.1.5-2 バーナ正面(混焼時) 

 

 

 

 

 

  

吹 込 バーナ 重 油 バーナ 

炭 化 燃 料 が

燃 焼 し て い る

様 子 
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（2） 温 度 トレンドと重 油 燃 焼 量 トレンド 

 RUN１では重油専焼で安定運転可能な条件を確認した。図 2.1.5-3、2.1.5-4 に

温度トレンドを示す。 

RUN1-1 では骨材供給量が 3.5t/h で、バグ入口温度が最大で約 180℃まで上が

っている。RUN1-2,1-3 では骨材供給量が 5.0t/h で、バグ入口温度が 140℃前後

で推移している。供給量を 3.5t/h にすると、ドライヤ内の骨材が 2.1.3(1)に示

す最適なベール形状になっていないために熱交換率が悪く排ガス温度が上昇し、

骨材温度上昇に想定よりも過剰な熱量を必要とする。 

RUN1-2 以降では骨材供給量を 5.0t/h とした。重油専焼でのリターンガス無し

(RUN1-2)とリターンガス有り(RUN1-3)では特に大きな変化は見られなかった。 

 

 

図 2.1.5-3 RUN1-1 の温度トレンド

 

図 2.1.5-4 RUN1-2,1-3 の温度トレンド 
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RUN２では炭化燃料粉砕品の混焼を実施した。図 2.1.5-5 と図 2.1.5-6 に RUN2-

2 と RUN2-3 の温度トレンドと燃焼量、供給機周波数、炭化燃料供給量、混焼率を

表 2.2.5-2 に示す。バグ入口温度は 200℃以下で推移しており、骨材温度も設定

温度 180℃の±約 10％の 160～200℃の間にいるため問題はない。表 2.1.5-1 の混

焼率は以下の式によって算出しており、炭化燃料発熱量は 3,000kcal/kg、A 重油

発熱量は 9,340kcal/L を使用している。 

炭化燃料投入発熱量 [kcal/h](w. b. )

炭化燃料投入発熱量 [kcal/h]＋A 重油投入発熱量 [kcal/h]
× 100 =混焼率 [％ ] 

 RUN2-3 で最大混焼率は 43.0％となっており、重油専焼時の平均燃焼量に対し

て、炭化燃料混焼による重油削減効果を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5-5 RUN2-2 の温度トレンド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5-6 RUN2-3 の温度トレンド 

 

表 2.1.5-1 RUN2-2,2-3 燃焼量、供給機周波数、供給量、混焼率まとめ 

 

RUN NO. 燃焼量[L/h] 供給機周波数[Hz] 炭化燃料供給量[kg/h] 混焼率[％]
2-2 36 56 38.3～40.0 25.5～26.3
2-3 24～38 70 56.3 32.2～43.0
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 RUN３では解砕品の混焼を実施した。図 2.1.5-7 と図 2.1.5-8 に RUN２と RUN３

の温度トレンドと燃焼量、供給機周波数、炭化燃料供給量と混焼率を 2.1.5-2 に

示す。骨材温度とバグ入口温度は RUN２の粉砕品と同様に問題ない温度で推移し

た。炭化燃料供給量を見ると RUN３の解砕品の方が低い供給量になる傾向が見ら

れた。解砕品は、粉砕品に比べ粒径が大きく、供給装置内部での堆積・付着が少

量だが確認されたため、供給量が低下したと考えられる。 

 

図 2.1.5-7 RUN3-1、3-2 の温度トレンド 

 

図 2.1.5-8 RUN3-3 の温度トレンド 

 

表 2.1.5-2 RUN２と RUN３燃焼量、供給機周波数、供給量、混焼率まとめ 

 

RUN NO. 燃焼量[L/h] 供給機周波数[Hz] 炭化燃料供給量[kg/h] 混焼率[％]
2-2 36 56 38.3～40.0 25.5～26.3
2-3 24～38 70 56.3 32.2～43.0
3-2 40 50 30.0 19.4
3-3 26～29 120 42.9～50.0 32.2～38.2
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RUN４での温度トレンドを図 2.1.5-9 に、炭化燃料混焼をした RUN4-3～4-5 の

平 均 燃 焼 量 と 供 給 機 周 波 数 と 炭 化 燃 料 供 給 量 と 混 焼 率 を ま と め た も の を 表

2.1.5-3 に示す。重油専焼での RUN4-1（リターンガス無し）と RUN4-2（リターン

ガス有り）を比較すると、温度トレンドには特に大きな違いは無かった。混焼時

では RUN4-4（リターンガス無し）よりも RUN4-5（リターンガス有り）の方が、燃

焼量増加と炭化燃料供給量の低下により混焼率が大きく下がった。リターンガス

を投入することにより吹込ノズルからの圧送空気が燃焼室内に入りにくくなり、

供給機の周波数が同じでも炭化燃料の供給量が低下して混焼率が下がったと考え

られる。 

炭化燃料の混焼率は RUN4-3 と RUN4-4 で大きく異なるが、温度トレンドから骨

材温度とバグ入口温度に大きな変動はなく、混焼率に関係なく温度制御ができて

いると考えられる。 

 

 

図 2.1.5-9 RUN４の温度トレンド 

 

表 2.1.5-3 RUN4-3～4-5 燃焼量、供給機周波数、供給量、混焼率まとめ 

 

  

RUN NO. 燃焼量[L/h] 供給機周波数[Hz] 炭化燃料供給量[kg/h] 混焼率[％]
4-3 26～37 70～90 53.6～69.8 33.6～46.1
4-4 17～31 105 69.7～150 43.7～73.9
4-5 36 105 34.9～37.5 23.7～25.1
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（3） 火 の粉 の確 認  

炭化燃料を混焼することで、重油専焼時には見られなかった大量の火の粉が、

燃焼室からドライヤ内部へ混入していることが確認できたが、その後の第一煙道

では見られなかった。これは火の粉がドライヤ内部の羽根によってかき上げられ

た骨材に巻き込まれることによって飛散を阻害し、冷骨材で消火されたことによ

るものだと思われる。第一煙道やドライヤから排出される材料には火の粉は見ら

れなかったことから、ドライヤ内で消火されていることが分かる。実証試験では

機器には影響がないことが分かった。図 2.1.5-10 に燃焼室の火の粉を図 2.1.5-

11 にドライヤ内の火の粉を写した写真を示す。 

 

 

（4）  

（5）  

（6）  

（7）  

（8）  

図 2.1.5-10 燃焼室内の火の粉     図 2.1.5-11 ドライヤ内の火の粉 
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（4） 灰 の混 入  

炭化燃料バーナを使用する上で炭化燃料を燃焼させると灰が発生する 。図

2.1.5-12 に実証試験で灰が移動する経路のフロー図を示す。燃焼室、バグフィル

タ、ホットビンでサンプルを回収し、本試験で発生した灰の各機器への混入率を

調査した。 

 

※赤字はダストや骨材をサンプリングした場所 

図 2.1.5-12 灰のフロー図 

 

実証試験中に使用した炭化燃料の量から発生した灰量の推算値を表 2.1.5-4 に

示す。各試験後に燃焼室内に堆積している灰の重量を測定し、残りの灰はドライ

ヤ内に入り、骨材と混合してホットエレベータとスクリーンを経由してホットビ

ンに混入するか、熱風に飛ばされてバグフィルタで補集され、バグダストに混入

するかの経路とした。表 2.1.5-4 に使用した炭化燃料、発生した灰量、燃焼室内

の灰量、残りの灰量、混焼中に使用した骨材量と骨材に混入した灰の割合を示す。

表より骨材量から考えると、骨材に混入した炭化燃料燃焼灰の割合は１％に満た

ないことが分かる。 

表 2.1.5-4 実証試験で使用した炭化燃料と発生した灰量 

 

 

RUN NO.
使用した
炭化燃料
[kg](w.b.)

使用した
炭化燃料
[kg](d.b.)

発生する
灰量
[kg]

燃焼室内の
灰量
[kg]

燃焼室内の
堆積割合

[％]

残りの
灰量
[kg]

混焼中に使用した
骨材量

[kg]

骨材内に混入した
灰の割合

[％]

2 100 97.4 19.5 8.3 42.6 11.2 8833 0.13

3 70 68.4 13.7 5.2 38.0 8.5 8417 0.10
4 285 277.3 55.5 14.9 26.9 40.6 18667 0.22
5 76 72.4 14.5 6.7 46.3 7.8 15667 0.05

↑灰量(d.b)×0.2
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燃焼室堆積分以外の灰がホットビンとバグフィルタにどれだけ混入するかを調

べるため、重油専焼時と炭化燃料混焼時のホットビンとバグフィルタのサンプル

を回収し、元素分析を行い、Ca 割合より灰の混入率を求めた。元素分析の結果

を表 2.1.5-5 に示す。表 2.1.5-6 より専焼時のホットビンの骨材やバグフィルタ

のダストに比べて燃焼室の灰は Ca が多いことが分かる。Ca の割合より、炭化燃

料混焼時のホットビンとバグフィルタへの燃焼室の灰の混入率 X を下記の式①、

②を用いて推算した。表 2.1.5-6 に燃焼灰の混入率を示す。燃焼灰が混ざること

で合材の Ca の割合が増えてしまうが、AP で使用しているフィラーの一部である

石粉は Ca であるため、問題ない。 

57.2 × X

100
+
6.6 × (100 − X)

100
= Ca 割合 (ビン 骨材 )———① 

57.2 × X

100
+
7.8 × (100 − X)

100
= Ca 割合 (バグダスト )———② 

 

表 2.1.5-5 元素分析 

 

 

  

SUM Si Al Ca 合計

[wt%] [％] [％] [％] [％]

燃焼室灰 26.44 29.0 13.8 57.2 100

重油専焼　バグフィルタ 20.73 68.7 23.5 7.8 100

RUN4-3　バグフィルタ 10.03 64.9 23.8 11.3 100

RUN4-4　バグフィルタ 20.76 59.1 24.4 16.5 100

重油専焼　ホットビン 25.48 73.2 20.2 6.6 100

RUN4-3　ホットビン 28.09 70.1 21.6 8.3 100

RUN4-4　ホットビン 13.07 67.9 17.2 14.9 100

サンプル

３元素相対強度
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表 2.1.5-6 燃焼室灰混入率 

 

 

表 2.1.5-6 より RUN4-3 ではバグフィルタには 7.0％、ホットビンには 3.3％、

RUN4-4 ではバグフィルタに 17.6％、ホットビンには 16.4％含まれている結果と

なり、バグフィルタとホットビンどちらにも灰が到達していることが分かった。

RUN4-3 と RUN4-4 では混焼率が異なり、混焼率の違いによりバグフィルタとホッ

トビンへの混入率が変わると考えられる。 

 

（5） 灰 の溶 出 成 分  

 燃焼室灰とプラントから出てきた排出材料の溶出試験の結果を表 2.1.5-7 に示

す。 

 

表 2.1.5-7 燃焼室灰の溶出試験結果 

 

 

 表 2.1.5-7 より燃焼室灰からは「六価クロム」と「セレン及びその化合物」と

「鉛及びその化合物」と「ふっ素及びその化合物」が検出され、「鉛及びその化合

物」は基準値を超えていたが、ミキサから出てきた排出材料では重金属は検出下

限以下となっていた。フィラーが骨材に混入する割合は合材重量の６％で、フィ

ラー内の灰の割合は最大でも１％である。そのため、灰の重量は骨材重量の 6.0

×10-4 倍と非常に少ない割合となり、製品に対して特に影響がなく、問題ないと

考える。 

X 混焼率
[%] [％]

RUN4-3　バグフィルタ　ダスト 7.0

RUN4-3　ホットビン　骨材 3.3
RUN4-4　バグフィルタ　ダスト 17.6
RUN4-4　ホットビン　骨材 16.4

サンプル

33.6～46.1

43.7～73.9

燃焼室
排出材料
RUN4-4

定量下限 基準値

カドミウム及びその化合物 mg/L 検出せず 検出せず 0.001 0.01

六価クロム mg/L 0.027 検出せず 0.005 0.05
シアン化合物 mg/L 検出せず 検出せず 0.1 検出されないこと
水銀及びその化合物 mg/L 検出せず 検出せず 0.0005 0.0005
アルキル水銀化合物 mg/L 検出せず 検出せず 0.0005 検出されないこと
セレン及びその化合物 mg/L 0.001 検出せず 0.001 0.01
鉛及びその化合物 mg/L 0.25 検出せず 0.001 0.01
ふっ素及びその化合物 mg/L 0.19 検出せず 0.08 0.8
ほう素及びその化合物 mg/L 検出せず 検出せず 0.1 1

分析の対象及び単位
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（6） 排 ガス 

AP で炭化燃料を利用するには大気汚染防止法（以下、大防法）の排ガス規制

値以下で運用する必要がある。炭化燃料は窒素を含有しているため、燃料由来の

NOx は必ず発生する。実証試験では、運用時にどれくらいの NOx 値になるかを測

定し確認した。図 2.1.5-13 に粉砕品で混焼した際に測定した第一煙道の NOx 濃

度を示す。RUN4-1～RUN4-2 は重油専焼、RUN4-3～RUN4-5 は炭化燃料混焼の結果

である。 

第一煙道ではどの条件も大防法の基準値 230ppm(O2 濃度 16％換算)以下になっ

ており、AP での使用に関して問題ないことが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5-13 第一煙道 NOx 濃度(O216％換算値) 

 

 

 

 

 

  

RUN NO.
骨材

供給量
[t/h]

炭化燃料
種類

混焼率
[%]

4-1
4-2

4-3 33.6～46.1

4-4 43.7～73.9
4-5 19.9～21.1

0

5.0

-

粉砕品
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（7） 燃 焼 率  

 図 2.1.5-14 に燃焼室出口で採取したサンプリング灰の燃焼率を示す。リター

ンガス無しの粉砕品の燃焼率の平均は 92.0％であった。リターンガス無しの粉砕

品と解砕品の燃焼率を比べると粉砕品の方が約 6～7 ポイント高くなった。また、

リターンガスの有無で燃焼率を比べるとリターンガス無しの方が約 23 ポイント

高くなり、炭化燃料の燃焼性は良好であった。 

 また、表 2.1.5-8 に社内燃焼試験(吹込バーナ試験)と AP 実証試験での混焼率

と燃焼率を示す。社内燃焼試験と AP 実証試験で燃焼率を比較すると 2～4 ポイン

トの違いはあるが、混焼率が約 20～30％であれば平均 90％の燃焼率になること

が実証試験でも確認できた。 

リターンの効果として、バーナ近傍の燃焼室損傷の保護を目的としているが、

燃焼室の損傷は見られず、リターン無の方が燃焼率は高いため、リターン無しで

運用することが適切であることが分かった。 

 

 

図 2.1.5-14 燃焼率 

 

 

表 2.1.5-8 社内燃焼試験の燃焼率 

 

 

 

混焼率
[%]

燃焼率
[%]

20 92.5
30 92.7

社内燃焼試験
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2.1.6 まとめ 

 今回、AP の実プラントで炭化燃料を燃焼させ、合材に使用される骨材を供給し

ての運用を行い、実運用を行った。その結果、以下の点が確認できた。 

 

・炭化燃料混焼での骨材の昇温と温度制御は可能である。 

・重油専焼時の重油量に対して、炭化燃料混焼することで重油量削減効果が確認

できた。 

・ドライヤ内部に入った火の粉は骨材ベールで消火されているため、バグフィル

タ・排出骨材への火の粉の影響は無い。 

・炭化燃料燃焼灰は骨材とバグダストのどちらにも混入しているが、合材として

の品質には問題がない。 

・混焼でも NOx 値は大防法の規制値以下であり、AP で運用は問題ない。 

・炭化燃料の混焼率が 65.8％でも AP を運用することができた。 

・粉砕品と解砕品では燃焼率に５％の違いはあるが、どちらも骨材の昇温と乾燥

ができた。AP での運用ではどちらも使用可能である。 

・燃焼室にリターンを導入しなくても炭化燃料の混焼は問題なく行うことが可能

である。 

 

  実運用時の改善案として、炭化燃料の供給を安定させるために供給機は二軸ス

クリュを設置する。更に、火の粉に対する安全対策として、ドライヤ内の骨材の

量や羽根形状は十分検討することで、より安心して AP で利用することができ

る。 
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３ アスファルトプラント設 置 後 の影 響 検 討  

 前節までで、今年度行った前田道路㈱機械センターにおける実証試験結果を示

した。本節では、炭化燃料の使用による AP への影響の検討結果を示す。 

 

3.1 影 響 要 因 の調 査  

炭化燃料の使用による施設へ及ぼす影響要因を確認した。各機器への影響を調

べた。 

 

3.2 確 認 結 果  

3.2.1 各 機 器 への影 響   

炭化燃料の使用による各機器への影響を確認するため、試験後のプラントの清

掃・点検を行った。図 3.2.1-1～3.2.1-11 に RUN５試験後と RUN２試験後(炭化燃

料使用前)の機器の写真を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-1 RUN５後燃焼室(バーナ側) 図 3.2.1-2 RUN５後燃焼室(ドライヤ側) 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-3 RUN２後燃焼室(バーナ側) 図 3.2.1-4 RUN２後燃焼室(ドライヤ側) 
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図 3.2.1-5 RUN５後ドライヤ内部   図 3.2.1-6 RUN５後ドライヤ羽根 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-7 RUN２後ドライヤ内部 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-8 RUN５後バグ内部      図 3.2.1-9 RUN２後バグ内部 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-10 RUN５後吹込ノズル先端  図 3.2.1-11 RUN２後吹込ノズル先端 
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 燃焼室内部に灰は堆積していたが昨年度燃焼試験のように溶融はしていなか

った。その為、清掃に関してはハツリ作業は必要なく、AP で使用した場合も同様

に清掃が容易である。その他にもドライヤ内部、バグフィルタ内部、吹込バーナ

先端ノズルを確認したが焼損はなく、火の粉の痕跡もなく、少し骨材の砂分が付

着しているのみで従来の AP で重油燃焼した時の状況と同様であった。 

 

3.3 メリット試 算  

 本事業では、炭化燃料を使用することで化石燃料使用量と CO2 排出量が削減さ

れ、運転に問題が無いことを確認するとともに、普及促進を行う上では、コスト

メリットが出ることで利用者への展開要因として重要である。 

 

3.3.1 CO2 削 減 量  

 本項では、単純焼却における CO2 の排出量および本事業を行うことにより CO2 排

出量を試算した。結果のまとめを図 3.3.1-1 に示す。結果より年間 2,682t-CO2/

年の削減が可能であると試算した。 
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図 3.3.1-1 CO2 削減量試算 

  

炭化燃料の利用によるCO2削減量（本事業）

処理条件 ごみ処理量 50 t/日

年間運転日数 280 日

焼却施設 必要電力量 513 kWh/t H21年度施設台帳より

プラスチック割合 15 ％

ごみ炭化燃料化施設 年間運転日数 280 日

ごみ処理量 50 t/日

炭化燃料製造量 9.0 t/日 製造率18％

　内，施設内利用 1.2 t/日

　　　所外利用 7.8 t/日

ごみ炭化燃料化施設必要電力量 440 kWh/t

ごみ低質時灯油使用 18.5 L/ごみt

利用施設への輸送 普通貨物燃費（軽油 5.8 km/L

走行距離 50 km（往復）

軽油CO2排出係数 2.58 t-CO2/kL

輸送回数 0.65 回/日 １回12トン輸送

物質収支（１日あたり）
図記号 ○:排出　▲:削減 焼却 AP利用 CO2排出係数

焼却 ○ プラスチック焼却量t/日 7.5 7.5 プラスチック焼却 2.77 t-CO2/t

B ○ 焼却消費電力　MWh/日 25.65 0.488 t-CO2/MWh

利用施設への輸送 ① ○ 軽油使用量　kL/日 0.0056 軽油 2.58 t-CO2/kL

ごみ炭化燃料化施設 A ○ 必要電力量 MWh/日 22.0 電力 0.488 t-CO2/MWh

　　炭化物1.2t/日利用 ③ ▲ 灯油代替　kL/日 0.41 灯油 2.49 t-CO2/kL

利用施設削減量（炭化物7.8t/日） ② ▲ 石炭　t/日 石炭 3.24 t-CO2/t 5,375 kcal/kg

② ▲ A重油　kL/日 2.51 A重油 2.71 t-CO2/kL 9,340 kcal/L

② ▲ 灯油　kL/日 灯油 2.49 t-CO2/kL 8,767 kcal/L

炭化物 3,000 kcal/kg

CO2排出量 t-CO2/日
図記号 ○:排出　▲:削減

焼却施設 ○ プラスチック焼却量t/日 20.78

B ○ 焼却消費電力　MWh/日 12.52

利用施設への輸送 ① ○ 軽油使用量　kL/日 0.014

ごみ炭化燃料化施設 A ○ 必要電力量 MWh/日 10.74

　　炭化物1.2t/日利用 ③ ▲ 灯油代替　kL/日 1.02

利用施設 ② ▲ 石炭　t/日

　　炭化物7.8t/日利用 ② ▲ A重油　kL/日 6.8

② ▲ 灯油　kL/日

提案システム導入によるメリット
プラ排出を考慮 排出計　t-CO2/日 33.29 23.7

削減量　t-CO2/日 9.6 2682

削減率 29%

　（焼却，ごみ炭化燃料化施設共通）

ごみ炭化燃料化施
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3.3.2 概 算 コスト、回 収 年 月  

概算コストと回収年月を試算した。表 3.3.2-1 にまとめたものを示す。今回は

9t/day 生産できる炭化施設１施設に対して２施設の AP で利用した場合で試算し

た。AP で利用した場合、1.9 年で回収できることが分かり、非常に事業性の高い

提案システムである事が分かる。 

 

表 3.3.2-1 概算コスト、回収年月試算 

 

  

試算結果

利用者のコスト試算

バーナ導入費用

1) イニシャルコスト

適応バーナ本体 混焼バーナ

バーナ本体 8,640 千円

供給機 3,590 千円

解砕機 2,390 千円

燃焼室 4,160 千円

電装工事費 3,000 千円

設置工事費 3,740 千円

ヤード等 10,000 千円

イニシャルコスト合計(1機） 35,520 千円

必要バーナ数 2 機

2施設に納入

イニシャルコスト合計(モデル） 71,040 千円

CO2削減量 2,682 t-CO2/年 図3.3.1-1より

CO2削減コスト(利用側より) 26 千円/t-CO2 イニシャルコスト合計(モデル)÷CO2削減量(年)

2) ランニングコスト

点検・メンテ 1,200 千円/年

3) バーナ導入コスト計(年・機) 36,720 千円/年

4) バーナ導入コスト計(年/モデル) 73,440 千円/年

燃料費用　（添付③より）

炭化燃料価格(灰処理費不要) 0.5 円/Mcal

A重油価格 6.2 円/Mcal

炭化燃料利用量（日） 9 t/日

炭化燃料利用量（年） 2,520 t/年

炭化燃料未利用時燃料費　(a) 43,216 千円/年 A重油価格×A重油発熱量×炭化燃料利用量(年)÷1000

炭化燃料利用時燃料費　　(b) 3,780 千円/年 炭化燃料価格×A重油発熱量×炭化燃料利用量(年)÷1000

燃焼率 92 %

燃料削減費(年) 39,436 千円/年

コスト回収年月（利用先） 1.9 年 バーナ導入コスト計(年/モデル)÷燃料削減費(年)
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４ アスファルトプラントでの炭 化 燃 料 混 焼 時 における装 置 材 料 の腐 食 に関 する検 討  

4.1 検 討 目 的 ・検 討 内 容  

4.1.1 背 景 ・目 的  

 炭化燃料の利用先の拡大を目指して、アスファルトプラントでの骨材乾燥用ド

ライヤの代替燃料として、重油に炭化燃料を混焼することを検討している。しか

しながら、炭化燃料は腐食の原因となる硫黄分および塩素分を重油より多く含ん

でいるため、炭化燃料混焼時にはプラント構成機器の腐食が促進されてプラント

寿命が短くなることが懸念される。 

そこで、アスファルトプラントでの重油と炭化燃料の混焼がプラント構成機器

の腐食に与える影響について化学熱力学解析を用いて検討を行った。 

 

4.1.2 昨 年 度 の解 析 検 討 結 果  

昨年度、炭化燃料混焼時に想定される腐食機構の解析検討を報告した [1]。利用

に際し、第 1,2 煙道における(1)硫酸露点腐食、(2)塩酸露点腐食および、(3)塩化

物水溶液による湿食が発生する可能性が懸念されたため、これら 3 つの腐食機構

について化学熱力学解析を用いて評価した。解析検討の結果、炭化燃料を混焼し

た場合には上記(1)～(3)の腐食は発生しにくくなると推定された。 
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4.1.3 今 年 度 の試 験 ・解 析 検 討 内 容  

今年度の試験・解析検討のフローを図 4.1.3-1 に示す。昨年度の解析検討結果

を受けて今年度は、炭化燃料混焼によって腐食性ガス(SO2, SO3, HCl)濃度が燃料

中の硫黄分や塩素分から想定した濃度に比べて大幅に低くなる機構について検討

を行った。この機構を示す解析結果の妥当性を検証するために、燃料を完全燃焼

でき、かつ試験条件を容易に変更できる DTF(Drop Tube Furnace)を用いた燃焼試

験でガス分析を行い、実測値と解析結果を比較した。また、実炉環境に即した解

析を行うために、実炉での分析を行い、最適な解析条件を決定した。 

そして、実炉条件における解析結果の妥当性を検証するために、実炉の燃焼状

況を模擬したバーナを用いた燃焼試験でガス分析を実施して、実測値と解析結果

を比較した。また、炭化燃料の製造コストを抑えることができる未脱塩処理炭化

燃料が使用可能かについても検討を行った。 

さらに、実炉運用時の漏れこみ空気等の条件まで含めて炭化燃料の混焼がプラ

ント構成機器の腐食に与える影響を検討するために、小型アスファルトプラント

で実炉試験を行った。 

なお、昨年度の解析検討では、腐食性ガスが多く発生する観点から解析では高

硫黄重油を用いたが、多くの実炉では低硫黄重油が使用されている。そこで、実

炉での使用環境を模擬するためのバーナ燃焼試験では、低硫黄重油に炭化燃料を

使用した。 

 

 

図 4.1.3-1 今年度の試験・解析検討のフロー 

  

DTF試験

(ラボ試験)

バーナ燃焼試験

小型アスファルトプラントを

用いた実炉試験

検証内容
・腐食性ガス生成量抑制機構の妥当性検証
・脱塩処理済み/未脱塩処理炭化燃料と高硫黄重油
混焼時の腐食性ガス濃度の低下傾向の検証

検証内容
・脱塩処理済み/未脱塩処理炭化燃料+低硫黄重油
混焼時の腐食性ガス濃度の低下傾向

検証内容
・炭化燃料の混焼がアスファルトプラントの
構成機器の腐食に与える影響の検証

特徴
・燃料の完全燃焼が容易
・試験条件の変更が容易

特徴
・実炉の燃焼状況を模擬可能
・実炉試験に比べて試験条件の
変更が容易

特徴
・実炉運用時の条件で検討可能



3-37 
 

4.1.4 推 定 される腐 食 機 構  

 昨年度、アスファルトプラントの骨材乾燥用ドライヤのライン(図 4.1.4-1)に

おいて重油と炭化燃料を混焼利用した際のプラント構成機器の腐食機構を想定し

た。その結果、第 1,2 煙道における「(1)硫酸露点腐食」および、「(2)塩酸露点腐

食」、第 2 煙道における「(3)塩化物水溶液による湿食」の 3 つについて検討する

必要があることが分かった。それぞれの腐食機構の概要を以下に示す。 

(1)硫酸露点腐食 

燃焼ガス中の SO3 が水蒸気とともに硫酸露点以下の金属表面に凝縮し、高濃度

の硫酸を形成して生じる腐食である。 

(2)塩酸露点腐食 

燃焼ガス中の HCl が水蒸気とともに塩酸露点以下の金属表面に凝縮し、高濃度

の塩酸を形成して生じる腐食である。 

(3)塩化物水溶液による湿食 

燃焼ガス中の NaCl,KCl 等の塩化物が装置表面に凝縮し、同じく燃焼ガス中か

ら凝縮した凝縮水中に溶解して塩化物水溶液となり生じる腐食である。 

 

昨年度の解析検討結果から(2)はアスファルトプラントでは発生しないと想定

された。また、(3)による腐食は重油専焼時に生じる硫酸露点腐食に比べて小さく、

影響は少ないと考えられた。 

一方、(1)は煙道の燃焼ガス中の SO3 濃度と H2O 濃度によっては発生する可能性

があると考えられる。昨年度のアスファルトプラントの条件を想定した解析では

問題ないと判断したが、より詳細に検討を行う必要があると考えた。そこで今年

度、実機での分析結果を基に解析条件を最適化したうえで、第 1,2 煙道における

「(1)硫酸露点腐食」について再検討を行った。 

 

図 4.1.4-1 アスファルトプラントの骨材乾燥用ドライヤの模式図 
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4.2 化 学 熱 力 学 解 析  

4.2.1 熱 力 学 データベース  

 化学熱力学解析には熱力学データベース(MALT for windows)を使用した。MALT 

for windows の仕様を表 4.2.1-1 に示す。MALT for windows は系に含まれる元

素の量および、系の温度・圧力を入力値とし、設定した温度での平衡状態での各

化学種の気相と凝縮相の量および活量が出力される。一方で本解析では溶体（非

化学量論組成）を取り扱わないことに留意する必要がある。MALT for windows

を用いた化学熱力学解析の一例として、ごみ焼却プラントの伝熱管表面での腐

食性物質の析出傾向などが報告されている（図 4.2.1-1）。 

表 4.2.1-1 熱力学データベース(MALT for windows)の仕様 

項 目 内 容 

ソフトウェア名  熱 力 学データベース MALT for windows 

製 造 元 科 学 技 術 社 

入 力 値 
・系 に含 まれる元素 の量  
・系 の温 度 、圧力  

計 算 方 法 
ギブズエネルギー最 小法 による 
熱 力 学 的 平衡 状 態の計算  

出 力 
・平 衡 状 態 での各 化学種 の量  
・平 衡 状 態 での各 化学種 の活 量  

備 考 
溶 体 （非 化 学 量 論 組 成 ）に関 するデータ
は格 納 されていない。 

 

図 4.2.1-1 ごみ焼却プラントの伝熱管表面に析出する腐食性物質の検討例 [2] 

  

〇：NaCl
△：KCl
●：Na2SO4

▲：K2SO4
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4.2.2 燃 料 組 成  

 本解析で使用した重油および炭化燃料の組成を表 4.2.2-1 に示す。燃料組成は

使用実績のある重油の分析結果および、西海市炭化センターで製造された炭化燃

料の分析結果を参考にして決定した。 

 

表 4.2.2-1 重油および炭化燃料の燃料組成(wt％) 

  
重 油 炭 化 燃 料 

低 硫 黄 重 油 高 硫 黄 重 油 脱 塩 処 理 済み 未 脱 塩 

全 水 分 0.00 0.00 30.40 5.00 

炭 素 84.88 84.05 38.11 46.10 

水 素 15.00 15.00 1.50 1.90 

窒 素 0.01 0.01 1.83 1.80 

酸 素 0.00 0.00 8.69 9.59 

全 硫 黄 0.07 0.90 0.09 0.16 

塩 素 0.00 0.03 0.27 2.25 

灰 分 

合 計 0.01 0.01 29.26 29.87 

SiO2 0.00 0.00 7.00 8.49 

Al2O3 0.00 0.00 3.31 3.81 

Fe2O3 0.00 0.00 1.16 1.44 

CaO 0.00 0.00 9.80 12.00 

CaSO4 0.00 0.00 0.00 0.00 

MgO 0.00 0.00 0.77 0.99 

Na2O 0.01 0.01 0.65 2.19 

K2O 0.00 0.00 0.39 0.94 

PbO 0.00 0.00 0.00 0.00 

ZnO 0.00 0.00 0.00 0.01 
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4.3 炭 化 燃 料 混 焼 時 の腐 食 性 ガス(SO2 ,SO 3 ,HCl)生 成 量 抑 制 機 構 の検 討  

 昨年度の検討では、炭化燃料混焼率が高くなるほど燃料中の硫黄と塩素量は増

加しており(図 4.3-1 (a))、炭化燃料の混焼によって腐食性ガス(SO2,SO3,HCl)濃

度が大幅に上昇して腐食が厳しくなると想定された。しかし、解析の結果(図 4.3-

1 (b))、炭化燃料の混焼によって腐食性ガス濃度は低下または、若干上昇する程

度であり、腐食は厳しくならないと推定された。上記の検討結果を受けて今年度、

炭化燃料を混焼した際に腐食性ガスの生成量が抑制される機構について検討を行

った。  

 

 

図 4.3-1 昨年度の検討における炭化燃料混焼時の燃料中硫黄、塩素量(a) 

および、炭化燃料混焼時の腐食性ガス濃度の解析結果(b) 
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4.3.1 解 析 方 法  

本解析では、昨年度の解析検討と同様にアスファルトプラントの骨材乾燥用ド

ライヤの燃焼プロセス(図 4.3.1-1)を参考にした。具体的には、(1)重油と炭化燃

料の混合燃料と燃焼空気を燃焼して、(2)燃焼後のガス相(ガス相 A)を V ドライヤ

内部の温度まで冷却し、(3)ガス相 A と骨材から蒸発した水蒸気を混合して、(4)

ガス相 A と骨材投入時の漏れこみ空気を混合するという化学熱力学解析のフロー

チャート(図 4.3.1-2)を作成した。図 4.3.1-2 のフローチャート中の黒太枠で示

した V ドライヤ出口燃焼ガス(ガス相 B)および、ばいじん(凝縮相 A,B)の中に含

まれる化学成分を推定し、炭化燃料混焼に伴って腐食性ガス(SO2,SO3,HCl)生成量

が抑制される機構について解析検討した。 

 

図 4.3.1-1 アスファルトプラントの骨材乾燥用ドライヤ内部のフロー 

 

図 4.3.1-2 アスファルトプラントでの燃焼フローを参考にした 
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4.3.2 解 析 検 討 結 果  

 各炭化燃料混焼率における凝縮相 A、B および、ガス相 B 中の硫黄分および塩素

分の化合物形態を推定した解析結果を図 4.3.2-1 に示す。炭化燃料の混焼率が低

い場合には、燃料中の硫黄分と塩素分は、それぞれ腐食性ガス(SO2, SO3, HCl)と

してガス相 B(燃焼ガス)中に生成した。一方、混焼率が高い場合、燃料中の硫黄

は、カルシウム(Ca)やナトリウム(Na)、カリウム(K)と反応して硫酸塩として凝縮

相 A,B(ばいじん)中に生成した。この時、燃料中の塩素分は、Na や K と反応して

塩化物としてガス相 B 中に生成した。燃料中の塩素分と硫黄分が、それぞれ塩化

物と硫酸塩としてばいじん中に生成したことで、腐食性ガス(SO2, SO3, HCl)の生

成量が大幅に減少した。 

 

 

図 4.3.2-1 炭化燃料混焼時の燃料中硫黄分、塩素分の化合物形態の解析結果 

 

 

図 4.3.2-2 炭化燃料混焼時の燃料中カルシウムの化合物形態の解析結果 
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また、燃料中硫黄分の多くが反応した凝縮相 A 中の Ca 化合物の形態を推定し

た解析結果(図 4.3.2-2)から、Ca は硫酸塩だけでなく、シリコン(Si)やアルミ(Al)

と複合酸化物を形成することが分かった。 

以上の結果から、炭化燃料を混焼した場合には図 4.3.2-2 に示す機構で腐食性

ガスの生成が抑制されたと考えられる。重油専焼の場合には、ほぼ全ての燃料中

の硫黄分と塩素分は腐食性ガス(SO2, SO3, HCl)としてガス相 B(燃焼ガス)中に生

成すると考えられる。一方、炭化燃料を混焼した場合には、燃料中の硫黄分は硫

黄分と反応する Ca(有効 Ca)や Na、K と硫酸塩として凝縮相 A、B 中に生成し、余

った硫黄分が SO2,SO3 ガスとしてガス相 B 中に生成すると考えられる。さらに、

燃料中の塩素は硫酸塩を形成しなかった Na や K と塩化物としてガス相 B(燃焼ガ

ス)中に生成し、余った塩素分が HCｌガスとしてガス相 B 中に生成すると考えら

れる。 

すなわち、図 4.3.2-3 のような機構で燃料中の硫黄分や塩素分が有効 Ca や Na,K

と硫酸塩、塩化物を形成してばいじん中に移行するため、炭化燃料を混焼した際

に腐食性ガス(SO2, SO3, HCl)濃度が大幅に低くなったと考えられる。 

 

 

図 4.3.2-3 重油に炭化燃料を混焼した際の腐食性ガス生成量抑制機構の 

模式図 
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4.4 DTF 試 験 による化 学 熱 力 学 解 析 の妥 当 性 検 証  

 4.3 で検討した腐食性ガスの生成抑制機構の妥当性を検討するために、重油に

Ca 濃度を調整していない炭化燃料と調整した炭化燃料を混焼した際の腐食性ガ

ス濃度の変化の解析検討を行った。さらに、燃料を完全燃焼でき、かつ試験条件

を容易に変更できる DTF(Drop Tube Furnace)を用いたラボ燃焼試験でのガス分析

の実測値と解析結果を比較して機構の妥当性を検証した。 

解析の結果(図 4.3-1)から SO3 は SO2 と同様の挙動を示し、SO3 濃度は SO2 濃度

に比べて 2 桁程度低くなることが分かっている。このように、DTF を用いたラボ

燃焼試験時のガス分析では SO3 濃度が低くなり、ガス分析時に検出下限以下とな

る可能性が懸念される。そこで、試験の実測値と解析結果の SO2 濃度の変化を比

較検証した。 
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4.4.1 試 験 装 置  

 DTF(Drop Tube Furnace)の模式図および外観写真を図 4.4.1-1 に示す。DTF は、

燃料の燃焼・ガス化反応メカニズムの解明等に用いられる装置で、燃料供給部、

ガス供給部、管状炉、サンプリング部から構成される。装置上部から供給した燃

料と燃焼用ガスを管状炉で加熱して反応させる。燃料は落下しながら反応が進み、

任意の位置でガス排出部側からガスと燃料残渣をサンプリングすることで燃料の

燃焼過程での組成の変化を分析することができる。 

本試験では、ガス温度が低下して SO2 から SO3 に転換したガスを硫酸露点以上

の温度で採取する必要があるため、管状炉のヒーター下部にサンプリング孔を設

けることとした。また、DTF では固体のみ燃焼可能であるため、石炭と硫黄の混

合物で重油模擬試料を作製して炭化燃料と混焼した。 

 

 

図 4.4.1-1 DTF(Drop Tube Furnace)の模式図(a)および、外観写真(b) 
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4.4.2 解 析 方 法  

 DTF での燃焼フローを参考にした化学熱力学解析のフローを図 4.4.2-1 に示す。

炭化燃料を混焼した際の燃焼ガス(ガス相 B)中の腐食性ガス(SO2, HCl)濃度の変

化を解析検討した。 

 

図 4.4.2-1 DTF 試験の燃焼フローを参考にした化学熱力学解析フロー 

 

4.4.3 解 析 条 件  

 解析に用いた燃料の組成を表 4.4.3-1 に示す。DTF では固体のみ燃焼可能であ

るため、Ca に対して余剰となる硫黄分が重油と同程度になるように硫黄を石炭に

添加した重油模擬試料を使用した。なお、ガス分析結果の腐食性ガス濃度の変化

を見やすくするために、重油模擬試料は高硫黄重油の組成を参考にした。解析で

は、DTF を用いた燃焼試験条件を参考にして重油模擬試料と炭化燃料を使用した。

また、図 4.3.2-3 から、炭化燃料混焼によって腐食性ガス濃度が低下するために

は、炭化燃料中に硫黄分と反応する Ca(以後、有効 Ca)が十分に含まれている必要

があると考えられたため、有効 Ca 濃度を調整した炭化燃料を混焼した際の腐食

性ガス濃度の変化についても検討を行った。さらに、有効 Ca 濃度を調整した未脱

塩処理炭化燃料の混焼についても検討を行った。 

解析条件を表 4.4.3-2 に示す。DTF での燃焼試験条件を参考にして燃焼温度は

1,500℃、V ドライヤでの反応解析温度は 900～1,500℃、空燃比を 3.0 として炭化

燃料混焼率 0％, 20％, 40％, 60％について検討した。  
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表 4.4.3-1 DTF 試験での化学熱力学解析で使用した燃料組成(wt％) 

 重 油 模 擬 試料  
炭 化 燃 料 

脱 塩 処 理 済み 未 脱 塩 

有 効 Ca 濃 度 の調

整  

ー なし あり あり 

全 水 分 0.00 4.30 4.30 5.00 

炭 素 65.99 48.30 48.30 46.10 

水 素 4.70 1.90 1.90 1.90 

窒 素 1.10 2.32 2.32 1.80 

酸 素 23.99 11.02 11.02 9.59 

全 硫 黄 1.28 0.44 0.44 0.16 

塩 素 0.00 0.34 0.34 2.25 

灰 分 

SiO2 1.08 8.88 8.88 8.49 

Al2O3 0.58 4.20 4.20 3.81 

Fe2O3 0.67 1.48 1.48 1.44 

CaO 0.40 12.42 14.87 14.56 

CaSO4 0.00 0.00 0.00 0.00 

MgO 0.11 0.98 0.98 0.99 

Na2O 0.05 0.83 0.83 2.19 

K2O 0.04 0.49 0.49 0.94 

PbO 0.00 0.00 0.00 0.00 

ZnO 0.00 0.00 0.00 0.01 

 

表 4.4.3-2 DTF 試験の燃焼反応に関する化学熱力学解析条件 

燃 焼 温 度  1,500℃ 

V ドライヤ内 部 での反 応 解 析 温 度  900～1,500℃ 

空 燃 比  3.0 

炭 化 燃 料 混 焼 率  0％, 20％, 40％, 60％ 
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4.4.4 解 析 結 果  

重油模擬試料に対して炭化燃料を混焼した場合の腐食性ガス濃度の解析結果を

図 4.4.4-1 に示す。図 4.4.4-1(a)の結果から、有効 Ca 濃度を調整していない炭

化燃料を混焼した場合、SO２濃度は燃料中の硫黄分が全て SO2 になると仮定した濃

度の半分から同程度となり、解析温度の影響を受けることが分かった。また、HCl

濃度は重油専焼時に比べて高くなるものの、燃料中の塩素分が全て HCl になると

仮定した濃度に比べて低くなった。 

一方、図 4.4.4-1 (b)の結果から、有効 Ca 濃度を調整した炭化燃料を混焼した

場合、SO2 濃度が燃料中の硫黄分が全て SO2 となったと仮定した濃度に比べて 1/5

～1/2 程度に低下した。また、HCl 濃度は重油専焼時に比べて高くなるものの、燃

料中の塩素分が全て HCl になると仮定した濃度に比べて低くなった。 

以上の結果から、高硫黄重油に有効 Ca 濃度を調整した炭化燃料を混焼するこ

とで燃焼ガス中の SO2 濃度を大幅に低下させて腐食を低減できると考えられる。 

 

 

図 4.4.4-1 高硫黄重油に炭化燃料を混焼した際の腐食性ガス濃度の解析結果 
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さらに、有効 Ca 濃度を調整した未脱塩処理炭化燃料を重油に混焼した際の解

析結果を図 4.4.4-2 に示す。図 4.4.4-1 (b)と図 4.4.4-2 の比較から、有効 Ca

濃度を調整した未脱塩処理炭化燃料を混焼した場合の SO2 濃度は、有効 Ca 濃度

を調整した脱塩処理済み炭化燃料を混焼した場合と同程度であった。また、HCl

濃度は脱塩処理済み炭化燃料を混焼した場合に比べて高くなるものの、燃料中の

塩素分が全て HCl になると仮定した濃度に比べて半分以下となった。 

 

 

図 4.4.4-2 高硫黄重油に有効 Ca 濃度を調整した未脱塩処理炭化燃料を 

混焼した際の腐食性ガス濃度の解析結果 
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4.4.5 DTF 試 験 でのガス分 析 結 果 と解 析 結 果 との比 較  

 解析結果および腐食性ガス生成量抑制機構の妥当性を検証するために、重油模

擬試料と有効 Ca 濃度を調整した未脱塩処理炭化燃料を混焼した DTF 試験でのガ

ス分析を実施し、実測値と解析結果を比較した。試験条件を表 4.4.5-1 に、分析

条件を表 4.4.5-2 に示す。燃焼温度は 1,500℃、空燃比は 3.0 で燃料を燃焼して

SO2, HCl 濃度の分析を行った。また、炭化燃料および燃焼後の炉底灰中に含まれ

る化合物の形態を X 線回折(XRD)で分析した。 

 

表 4.4.5-1 DTF 試験での燃焼条件 

燃 焼 温 度 1,500℃ 

炭 化 燃 料 混焼 率  0％, 40％, 60％(発 熱量ベース) 

空 燃 比 3.0 

滞 留 時 間 3s 

ガスサンプリング量  30L(1L/min × 30min) 

 

表 4.4.5-2 DTF 試験でのガス分析条件 

ガス分 析  分 析 ガス種 ：SO2 , HCl 

結 晶 相 の同 定 (XRD) 
試 験 前 の未 脱 塩 処理 炭化 燃 料 、 

炉 底 灰 (炭化 燃 料混 焼率 40％、60％) 
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ガス分析の実測値と解析結果の比較を図 4.4.5-1 に示す。実測値では、有効 Ca

濃度を調整した炭化燃料を混焼した場合、SO2 濃度が燃料中の硫黄分が全て SO2 と

なったと仮定した濃度に比べて 1/5 程度に低下し、HCl 濃度は燃料中の塩素分が

全て HCl になると仮定した濃度に比べて低くなった。これらの傾向は解析結果と

一致した。 

 

図 4.4.5-1 高硫黄重油に有効 Ca 濃度を調整した未脱塩処理炭化燃料を 

混焼した際の腐食性ガス濃度の解析結果とバーナ試験結果の比較

((a)SO2, (b)HCl) 
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X 線回折の分析結果(図 4.4.5-2)から、炉底灰中には燃焼前の炭化燃料には見

られない NaCl,KCl,Na2SO4, K2SO4 の結晶相が見られた。このことから、炭化燃料

を混焼することで燃料中の硫黄分や塩素分が硫酸塩、塩化物としてばいじん中に

移行することが分かった。 

 

 

図 4.4.5-2 DTF 試験前の未脱塩処理炭化燃料(a)および、 

試験後のばいじん(b、c)の X 線回折の分析結果 

 

以上の検討結果より、炭化燃料を混焼することで燃料中の硫黄分や塩素分が硫

酸塩、塩化物としてばいじん中に移行するため、腐食性ガス(SO2, SO3, HCl)濃度

が燃料中の硫黄分や塩素分が全て腐食性ガスになると想定した濃度に比べて大幅

に低くなるという腐食性ガス(SO2,SO3,HCl)生成量抑制機構の妥当性を検証する

ことができた。 

 また、重油模擬試料は高硫黄重油相当の組成であったため、有効 Ca 濃度を調整

した炭化燃料と高硫黄重油を混焼した場合には、SO2,SO3 濃度の増加を抑制でき、

HCl 濃度は燃料中の塩素分が全て HCl になると仮定した濃度に比べて低くできる

可能性があることも分かった。  
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4.5 アスファルトプラントでのガス分 析 結 果 を用 いた解 析 条 件 の最 適 化  

アスファルトプラントの V ドライヤ出口温度(200℃)で解析を行った場合、実

機でのガス分析結果と大きく異なり燃焼ガス中に SO3 ガスは存在しないという結

果となる。これは、実炉の燃焼ガスは、V ドライヤ出口よりも高温の組成で下流

に流れているためと考えられる。そこで、昨年度の解析では、文献値を参考に複

数の温度条件を仮定して解析を行った。一方、今年度は、より実炉環境に即した

解析を行うために、実炉でガス分析を実施して実測値から最適な解析条件を決定

した。 

 

4.5.1 実 炉 条 件 を用 いた予 備 解 析  

 4.3 と同様にアスファルトプラントの骨材乾燥用ドライヤの燃焼プロセス(図

4.3.1-1)を参考にした化学熱力学フローチャート(図 4.3.1-2)を作成し、重油専

焼時の V ドライヤ出口での燃焼ガス(ガス相 B)中の各種ガス濃度を予測した。 

なお、燃料組成は実機で多く使用されている低硫黄重油の組成を使用した。 

解析条件を表 4.5.1-1 に、解析結果のガス相 B 中の SO2 および SO3 濃度を図

4.5.1-1 に示す。これにより、硫黄酸化物は温度が高いほどガス相中には SO2 とし

て存在し、温度が低くなると SO3 に転換して存在することが分かった。 

 

表 4.5.1-1 アスファルトプラントでの化学熱力学解析条件 

燃 料 元 素 組成  重 油 の分析 結 果 を元に決 定 (表 4.2.2-1 参 照 ) 

空 気 量 

水 蒸 気 量 

空 燃 比 1.5(実炉 条 件 を元 に決 定 ) 

骨 材 からの水 蒸気 量  

 3600kg/hr(実 機 条件を元 に決 定 ) 

漏 れこみ空 気 量  

 実 機 条 件 を元に決 定  

解 析 温 度 
燃 焼 反 応 解析 ：1,500℃ 

V ドライヤ内部 での反応解 析 ：200～1,500℃ 
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図 4.5.1-1 ガス相 B 中 SO2,SO3 濃度の V ドライヤ内部での反応解析温度依存性 

 

4.5.2 実 炉 でのガス分 析  

実炉でのガス分析条件を表 4.5.2-1 に示す。ガス分析はプラント A とプラント

B の第 1 煙道で実施した。なお、硫黄酸化物(SOx)濃度と SO3 濃度の差から SO2 濃

度を算定した。 

分析結果を表 4.5.2-2 に示す。プラント B での SO3 転換率は、プラント A に比

べて 1 桁高くなり、施設によって SO3 転換率が大きく異なることが分かった。 

 

表 4.5.2-1 実炉でのガス分析条件 

サンプリング位 置  第 1 煙 道 入 口 サンプリング座  

分 析 項 目 O2 ,  CO2 ,  CO, H2O, NOx ,  SOx ,  SO3 ,  HCl, ばいじん 

 

 

図 4.5.2-1 ガス分析を実施したアスファルト合材プラントの外観写真 
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表 4.5.2-2 実炉でのガス分析結果 

      プラント A プラント B 

ガス温 度 ℃ 95 92 

乾 きガス 

CO2 vol％ 3.0 4.7 

O2 vol％ 17.7 13.5 

N2 vol％ 79.3 81.8 

CO vol ppm 300 200 

実 測 値 

H2O vol％ 9.6 17.4 

ばいじん g/m3 32 33 

SOx vol ppm 27 7.7 

連 続 測 定 NOx vol ppm 10 33 

実 測 値 

HCl vol ppm 3.1 0.4 

SO3 vol ppm 0.05 0.22 

SO2 vol ppm 27 7.5 

SO3 転 換 率 ％ 0.19 2.93 
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4.5.3 解 析 結 果 と分 析 結 果 の比 較  

解析結果から得られたガス相 B での SO3 転換率の V ドライヤ内部での反応解析

温度依存性と分析結果の比較を図 4.5.3-1 に示す。V ドライヤ内部での反応解析

温度は、プラント A と同程度の SO3 転換率とする場合には 1,500℃、プラント B と

同程度とする場合には 1,100℃とする必要があることが分かった。 

解析では、硫酸露点腐食の原因となる SO3 濃度が高い条件で検討する必要があ

るため、V ドライヤ内部での反応解析温度は 1,100℃が適していると考えられる。 

 

 

図 4.5.3-1 SO3 転換率の解析温度依存性(解析結果)と分析結果の比較 

 

4.6 バーナ試 験 による解 析 の妥 当 性 検 証  

実炉での解析の妥当性を検証するために、実炉での燃焼を模擬したバーナ試験

の燃焼フローを参考に解析を実施し、バーナ試験でのガス分析の実測値と解析結

果を比較した。 

なお、昨年度は、腐食性ガスが多く発生する観点から解析では高硫黄重油を用

いたが、多くの実炉では低硫黄重油が使用されている。そこで、実炉での使用環

境を模擬するためにバーナ試験とそれを模擬した解析では、低硫黄重油を使用し

た。 

また、同様の検討を未脱塩処理炭化燃料についても実施して未脱塩処理炭化燃

料の適用可能性の検討を行った。 
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4.6.1 バーナ試 験 条 件  

 バーナ試験条件を表 4.6.1-1 に、分析位置を図 4.6.1-1 に示す。バーナ試験で

は、炭化燃料混焼率 0％(重油専焼)、24％、40％について試験を行い、装置の第 2

煙道でガスおよびばいじんの分析を行った。分析条件を表 4.6.1-2 に示す。分析

では、腐食性ガス(SO2,SO3,HCl)濃度の分析および、ばいじん中に含まれる結晶相

の同定を行った。 

 

表 4.6.4-1 バーナ試験条件 

使用燃料 低硫黄重油 

脱塩処理済み炭化燃料 

未脱塩処理炭化燃料 

炭化燃料混焼率 

 (発熱量ベース) 

0％ (重 油 専 焼 )、 24％ 、

40％ 

 

 

図 4.6.4-1 バーナ試験でのサンプリング位置の模式図および外観写真 

 

表 4.6.4-1 バーナ試験での分析条件  

サンプリング位 置  第 2 煙 道 計 測 座  

分 析 項 目  ガス濃 度 ：SO2 ,SO3 ,HCl ,H 2O,O 2 ,CO2 ,CO,N2 ,NO x  

ばいじん：結 晶 相 (XRD) 
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4.6.2 解 析 方 法  

 バーナ試験の燃焼フローを参考にした化学熱力学解析のフローを図 4.6.2-1 に

示す。バーナ試験では実機の漏れこみ空気や骨材からの水蒸気がないため、アス

ファルトプラントでの燃焼を参考にしたフローチャート(図 4.3.1-2)からそれら

を除外した解析を行った。 

 

 

図 4.6.2-1 バーナ試験の燃焼フローを参考にした化学熱力学解析フロー 
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4.6.3 解 析 条 件  

 解析条件を表 4.6.3-1 に示す。バーナ試験で重油専焼でのガス分析を実施して

SO3 転換率を算定し、4.5.3 と同様の検討を実施して解析条件の最適化を行った。 

バーナ試験での重油専焼条件のガス分析結果から算定した SO3 転換率と解析結

果を比較した結果を図 4.6.3-1 に示す。解析では、硫酸露点腐食の原因となる SO3

濃度が高い条件で検討する必要があるため、バーナ試験での V ドライヤ内部での

反応解析温度は 1,100℃とした。 

 

表 4.6.3-1 バーナ試験条件での解析条件 

条 件  内 容  

炭 化 燃 料 混 焼 率  0％, 5％, 10％, 15％, 20％, 24％, 40％ 

空 燃 比  1.5(バーナ試 験 条 件 を参 考 に決 定 ) 

解 析 温 度  燃 焼 反 応 解 析 温 度 ：1,100℃(バーナ試 験 条 件 を参 考 に決 定 ) 

V ドライヤ内 部 での反 応 解 析 温 度 ：1,100℃ 

(図 4.6.3-1 の結 果 から決 定 ) 

 

 

図 4.6.3-1 バーナ試験での SO3 転換率の解析温度依存性(解析結果)と 

分析結果の比較 
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4.6.4 解 析 結 果  

 重油に脱塩処理済みの炭化燃料を混焼した際の解析結果を図 4.6.4-1 に示す。

N2,O2,CO2,H2O 濃度は炭化燃料混焼率によらずほぼ一定となった。また、腐食性ガ

スである SO2,SO3 濃度は炭化燃料を混焼することで低下し、HCl 濃度は炭化燃料を

混焼することで若干高くなった。この傾向は昨年度の解析結果の傾向と一致した。 

 

 

図 4.6.4-1 脱塩処理済み炭化燃料を用いたバーナ試験で炭化燃料を 

混焼した際のガス濃度の変化(解析結果) 
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4.6.5 バーナ試 験 でのガス分 析 結 果 と解 析 結 果 との比 較  

 解析結果の妥当性を検証するためにバーナ試験での実測値と解析結果を比較し

た結果を図 4.6.5-1 に示す。分析結果(赤点)では、炭化燃料を混焼することで

SO2,SO3 濃度が低下し、HCl 濃度は若干高くなった。この傾向は解析結果(緑線)と

一致していたことから、本検討の解析結果は妥当であると考えられる。 

 炭化燃料の混焼によって SO3 濃度が低下するという分析結果が得られたことか

ら、解析での想定通り、炭化燃料を混焼することで硫酸露点腐食のリスクは低減

されると考えられる。ただし、炭化燃料の混焼によって HCl ガス濃度が増加して

いるため、もし煙道が硫酸露点温度以下になった場合には、塩酸と硫酸の混酸に

よる腐食が発生する可能性がある。 

炭化燃料混焼に伴う HCl ガス濃度の増加が装置の腐食に与える影響については、

4.8 にて検討を行う。 

  

 

図 4.6.5-1 脱塩処理済み炭化燃料を用いたバーナ試験での分析結果と 

解析結果との比較 
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4.7 未 脱 塩 処 理 炭 化 燃 料 の適 用 可 能 性 検 討  

 未脱塩処理炭化燃料の適用可能性を検討するために、未脱塩処理炭化燃料を用

いて 4.6 と同様にバーナ試験条件での解析および、バーナ試験でのガス分析を行

い、解析結果と分析結果を比較した。 

 分析結果と解析結果を比較した結果(図 4.7-1)から、未脱塩処理炭化燃料を混

焼した場合、SO2,SO3 濃度は低下した。一方、HCl 濃度は未脱塩処理炭化燃料を混

焼することで若干増加した。上記の傾向は、分析結果と解析結果で一致し、脱塩

処理済みの炭化燃料混焼時の傾向とも一致した。 

 以上の解析検討結果から、未脱塩処理炭化燃料を低硫黄重油と混焼した際の挙

動は脱塩処理済みの炭化燃料と同様であり、アスファルトプラントにおいて未脱

塩処理炭化燃料を重油の代替として適用できる可能性があると考えられる。ただ

し、炭化燃料の混焼によって HCl 濃度が増加しているため、もし煙道が硫酸露点

温度以下になった場合には、塩酸と硫酸の混酸による腐食が発生する可能性があ

る。炭化燃料混焼に伴う HCl 濃度の増加が装置の腐食に与える影響については、

4.8 にて検討を行う。 

 

図 4.7-1 未脱塩処理炭化燃料を用いたバーナ試験での分析結果と 

解析結果との比較 
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4.8 炭 化 燃 料 混 焼 による HCl ガス濃 度 の増 加 が装 置 の腐 食 に与 える影 響 の検 討  

 バーナ試験での検討の結果、重油に炭化燃料を混焼することで燃焼ガス中の

HCl 濃度が若干高くなることが分かった。そこで、炭化燃料混焼によって生じた

HCl 濃度の増加が装置の腐食に与える影響について検討した。 

 煙道が硫酸露点以下となり、煙道表面に硫酸が結露した場合、煙道表面に結露

した硫酸中に燃焼ガス中の HCl ガスの一部が溶解して塩酸と硫酸の混酸を形成し

て煙道が腐食するという機構を想定した。このときの塩酸濃度を HCl ガスの分圧

と凝縮水中の塩酸濃度の関係 [3](図 4.8-1)から推定した。バーナ試験で脱塩処理

済みの炭化燃料を 40％混焼した際の HCl 濃度の実測値は 18ppm であった(図

4.6.4-1)。また、未脱塩処理炭化燃料を 40％混焼した場合の HCl 濃度の解析結果

も 18ppm であった(図 4.7-1)。HCl 濃度 18ppm は、大気圧下で HCl 分圧 1.8×10-

6atm に相当し、図 4.8-1 から、その場合の凝縮水中の塩酸濃度は 1vol％程度と推

定される。  

 

 

図 4.8-1 HCl ガスの分圧と凝縮水中の塩酸濃度の関係 [3] 

 

表 4.8-1 混酸を用いたラボ腐食試験の文献での試験条件 [4] 

溶 液 濃 度  
硫 酸 ：16.7vol％ 

塩 酸 ：0.35, 1, 4, 10vol％ 

溶 液 温 度  60℃ 

浸 漬 時 間  6 時 間 、24 時 間  
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 塩酸と硫酸の混酸による腐食量の塩酸濃度依存性については文献値 [4]を参考

に検討を行った。文献では、表 4.8-1 に示す通り、硫酸濃度が 16.7vol％の条件

下で、60℃の塩酸と硫酸の混酸中の腐食減肉量の塩酸濃度依存性を検討していた。

文献での混酸による腐食量の塩酸濃度依存性を図 4.8-2 に示す。試験した材質(表

4.8-2)の中で最も炭素鋼に近い SPHC の腐食減肉量の塩酸濃度依存性(赤線)から、

塩酸濃度 1, 4vol％の混酸の腐食減肉量は、塩酸濃度 0.35vol％の場合に比べて

同等以下であった。このことから、硫酸と塩酸の混酸において塩酸濃度 4vol％以

下の混酸の腐食性は硫酸と同程度であると推定され、炭化燃料混焼時に生じる可

能性がある混酸(塩酸 1vol％程度)の腐食性は硫酸と同程度と考えられる。 

以上の検討結果から、今回の検討では炭化燃料の混焼に伴う HCl ガス濃度の増

加が腐食に与える影響は小さいと推定される。 

 

表 4.8-2 混酸を用いた腐食試験の文献で用いた試験片の材質 [4] 

 

 

 

図 4.8-2 塩酸と硫酸の混酸中における塩酸濃度と腐食量の関係 [4] 
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4.9 実 炉 試 験 での腐 食 検 討  

 実炉での解析検討結果の妥当性を検証するために、小型アスファルトプラント

での重油と炭化燃料の混焼試験でガス分析を実施し、実測値を用いて腐食検討を

実施した。 

 

4.9.1 試 験 条 件  

前田道路株式会社が保有する小型のアスファルトプラント(図 4.9.1-1)で炭化

燃料の混焼実証試験を行った(3.2 参照)。試験条件を表 4.9.1-1 に示す。燃料は

低硫黄重油と脱塩処理済み炭化燃料を使用し、炭化燃料混焼率は 0％(重油専焼)、

21.8％、23.6％とした。 

 分析条件を表 4.9.1-2 に示す。各炭化燃料混焼率での燃焼試験において腐食性

ガスである硫黄酸化物,SO3,HCl ガス濃度を第 1 煙道入口(図 4.9.1-2)で分析し、

硫黄酸化物と SO3 ガス濃度の差から SO2 ガス濃度を算定した。なお、第 2 煙道で

も連続分析計を用いて SO2 濃度の分析を実施した。 

 

 

図 4.9.1-1 小型アスファルトプラントの外観写真 

 

表 4.9.1-1 実炉試験条件 

燃 焼 温 度  1,500℃ 

使 用 燃 焼  低 硫 黄 重 油  

脱 塩 処 理 済 み炭 化 燃 料  

炭 化 燃 料 混 焼 率  

(発 熱 量 ベース) 

0 ％ ( 重 油 専 焼 ) 、 21.8 ％ 、

23.6％ 
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表 4.9.1-2 ガス分析条件 

分 析 位 置  第 1 煙 道 入 口 (図 4.9.1-1) 

分 析 項 目  SO2(※１), SO 3 ,  HCl , NO x  

O2 ,  CO 2 ,  CO, N2 ,  H2O 

炭 化 燃 料 混 焼 率  

(発 熱 量 ベース) 

0 ％ ( 重 油 専 焼 ) 、 21.8 ％ 、

23.6％ 

※１：SO2 のみ第 2 煙道で連続分析計での計測も実施した。 

 

 

図 4.9.1-2 ガス分析位置 
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4.9.2 実 測 値 を用 いた炭 化 燃 料 の混 焼 がプラント機 器 の腐 食 に及 ぼす影 響 の検 討  

 腐食性ガス(SO2,SO3,HCl)濃度の炭化燃料混焼率依存性を図 4.9.2-1 に示す。腐

食性ガス(SO2,SO3,HCl)濃度は炭化燃料の混焼率によらずほぼ一定であった。一方、

第 2 煙道に設置した連続分析計の SO2 ガス濃度(図 4.9.2-2)は、重油専焼時には

0.5～2ppm であり、炭化燃料混焼時には 0.1ppm 未満であった。このことは、炭化

燃料混焼時の SO2 濃度は重油専焼時以下となっている可能性を示唆している。 

以上の検討結果より、炭化燃料混焼時の腐食性ガス濃度は、重油専焼時と同等

以下であり、炭化燃料混焼時のプラント構成機器の腐食は、重油専焼時と同等以

下であると推定される。 

 

 

図 4.9.2-1 腐食性ガス(SO2, SO3, HCl)濃度の炭化燃料混焼率依存性 

 

 

図 4.9.2-2 連続分析計による SO2 ガス濃度の分析結果 
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4.10 まとめ 

 炭化燃料の利用先の拡大を目指してアスファルトプラントでの重油と炭化燃料

の混焼がプラント構成機器の腐食に与える影響について化学熱力学解析を用いて

検討を行った。 

昨年度の検討結果を受けて今年度は、(1)炭化燃料混焼によって腐食性ガス(SO2, 

SO3, HCl)の生成量が抑制される機構の検討、(2)脱塩処理済み炭化燃料の使用可

能性の検討、(3)製造コストを抑えることができる未脱塩処理炭化燃料が使用可

能かの検討、(4)炭化燃料混焼に伴う HCl ガス濃度の増加が装置の腐食に与える

影響の検討、(5)実炉試験での腐食検討を行った。 

 

(1)炭化燃料混焼時の腐食性ガス(SO2,SO3,HCl)生成量抑制機構の検討と解析検証 

炭化燃料混焼に伴い腐食性ガス濃度が低下する機構の検討と、DTF を用いた燃 

焼試験でのガス分析結果と解析結果を比較して解析の妥当性を検証した。 

 

(a) 炭化燃料混焼時の腐食性ガス(SO2, SO3, HCl)生成量抑制機構の検討 

・燃料中の硫黄分や塩素分が Ca や Na,K と硫酸塩、塩化物を形成してばいじん中

に移行するため、炭化燃料を混焼した際に腐食性ガス(SO2, SO3, HCl)濃度が燃

料中の硫黄分や塩素分から想定した濃度に比べて大幅に低くなったと考えられ

る。 

(b) DTF を用いた燃焼試験でのガス分析による解析の妥当性検証  

・炭化燃料を混焼した際に腐食性ガス(SO2, SO3, HCl)濃度が燃料中の硫黄分や塩

素分から想定した濃度に比べて大幅に低くなることが分かった。さらに、ばい

じんの分析結果から、炉底灰中には炭化燃料にはない塩化物と硫酸塩がみられ

た。以上の結果は解析から推定した機構と一致しており、想定した機構は妥当

であると考えられる。 

・重油模擬試料は高硫黄重油相当の組成であったため、有効 Ca 濃度を調整した炭

化燃料と高硫黄重油を混焼することで、SO2,SO3 ガス濃度の増加を抑制でき、HCl

濃度は燃料中の塩素分が全て HCl になると仮定した濃度に比べて低くできる可

能性があることも分かった。 
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(2)脱塩処理済み炭化燃料の使用可能性検討 

・実機の燃焼を模擬したバーナ試験の燃焼フローを参考に化学熱力学解析を実施

してバーナ試験でのガス分析結果と解析結果を比較した。 

・ガス分析結果は、炭化燃料を混焼することで SO2,SO3 濃度が低下し、HCl 濃度は

若干高くなった。この傾向は解析結果と一致しており、本検討の化学熱力学解

析結果は妥当であると考えられる。 

・炭化燃料の混焼によって SO3 濃度が低下するという分析結果が得られたことか

ら、解析での想定通り炭化燃料を混焼することで硫酸露点腐食のリスクは低減

されると考えられる。ただし、炭化燃料の混焼によって HCl ガス濃度が増加し

ているため、もし煙道が硫酸露点温度以下になった場合には、塩酸と硫酸の混

酸による腐食が発生する可能性がある。このため、炭化燃料混焼に伴う HCl ガ

ス濃度の増加が装置の腐食に与える影響について検討する必要があり、 (4)で

検討を行った。 

 

(3) 未脱塩処理炭化燃料の使用可能性検討 

・未脱塩処理の炭化燃料が使用可能か確認するために、(2)と同様の検討を行った。 

・検討結果、未脱塩処理炭化燃料を低硫黄重油に混焼した際の挙動は脱塩処理済

みの炭化燃料と同様であり、アスファルトプラントにおいて未脱塩処理炭化燃

料を重油の代替として適用できる可能性があると考えられた。ただし、脱塩処

理済み炭化燃料混焼時と同様に、炭化燃料混焼に伴う HCl ガス濃度の増加が装

置の腐食に与える影響について検討する必要がある。 

 

(4)炭化燃料混焼に伴う HCl ガス濃度の増加が装置の腐食に与える影響 

・バーナ試験での検討の結果、重油に炭化燃料を混焼することで燃焼ガス中の HCl

ガス濃度が若干高くなることが分かった。そこで、炭化燃料混焼によって生じ

た HCl ガス濃度の増加が装置の腐食に与える影響について検討した。 

・煙道が硫酸露点以下となって煙道表面に硫酸が結露した場合には、硫酸中に HCl

ガスの一部が溶解して塩酸と硫酸の混酸を形成すると推定され、その際の塩酸

濃度は 1vol％程度と予測された。硫酸と塩酸の混酸中の塩酸濃度と腐食速度に

関する文献から、塩酸濃度が 4vol％以下の混酸の腐食性は、硫酸のみの場合と

同程度であると考えられるため、炭化燃料の混焼に伴う HCl ガス濃度の増加が

腐食に与える影響は小さいと推定された。 

  



3-70 
 

(5)実炉試験での腐食検討 

・小型アスファルトプラントを用いた燃焼試験でガス分析を行い、実炉での炭化

燃料に伴うプラント構成機器の腐食について検討した。 

・炭化燃料混焼時の腐食性ガス(SO2, SO3, HCl)濃度は、重油専焼時と同等以下で

あると推定された。 

 

(1)～(5)の検討結果から、硫黄と反応する有効 Ca 量が硫黄含有量よりも多い

炭化燃料を混焼した場合、プラント構成材料の腐食は、重油専焼時と同等以下と

なると考えられる。また、今回検討で用いた炭化燃料は上記の条件を満たしてい

ると考えられる。 
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第４章 アスファルト合材施行時の検討 

 アスファルトプラント(以下、AP)で炭化燃料を燃料として利用する場合、炭化

燃料の未燃炭と燃焼灰がキルン内にて骨材に混入することが考えられる(図 1-1)。

そこで、炭化燃料の未燃炭と燃焼灰がアスファルトに混入した際の、アスファル

ト合材の利用可能性を評価するために、炭化燃料の未燃炭と燃焼灰を添加したア

スファルト合材の化学的性状、物理的性状試験を実施した。加えて、合材材料の

フィラーの調査項目である化学的性状、物理的性状試験および、舗装試験による

耐久性、溶出性調査を実施した結果を報告する。 

本章では、AP にて炭化燃料を燃料として利用した際に、意図せず、未燃炭や燃

焼灰が骨材及び合材に混ざることを、混入と表現する。一方で、試験用の合材に、

意図的に未燃炭や燃焼灰を(再生)材料として混ぜることを、添加と表現する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1-1 キルン内での炭化燃料と燃焼灰の混入と移動経路の模式図  
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１ 燃焼灰および炭化燃料を添加したアスファルト合材   

1.1 試験目的 

AP において、燃料を新規に採用する場合、燃料に対する法律として、プラント

における燃焼排ガスが大気汚染防止法(以下、大防法)を満たす必要がある。大防

法の排ガス規制値をクリアできれば、炭化燃料は法律上の燃料の要件を満たし、

燃料としての取り扱えると判断できる。 

しかし、炭化燃料混焼用バーナは、AP における骨材乾燥に適用する際には直接

加熱方式であり、炭化燃料の燃焼灰と未燃炭が骨材に混入する。その際、合材中

への混入率は、表 1.1-1 に示すように、材料として添加した際のおよそ 1/10 倍で

ある。ただし、炭化燃料は、グリセリンのような灰分の多い液体燃料よりも灰分

率が高いため、合材中の混入率もグリセリン燃料と比べて、約 10 倍高い。炭化燃

料を AP で利用するためには、未燃炭や燃焼灰が混入した場合にもアスファルト

合材が規格と品質を満たす必要がある。そこで、本試験では、炭化燃料の未燃炭

や燃焼灰を添加したアスファルト合材が、合材の物理的性状と化学的性状の基準

をクリアすることで利用可能か確認する。過去に AP で採用された廃油燃料やグ

リセリン燃料は、これらの基準値を調査することで採用の判断がなされている。 

 

表 1.1-1 各種燃料の灰分率と混入率および再生材料の添加率の比較 

 

また、炭化燃料や、下水汚泥、石炭等の燃焼灰をアスファルト合材の構成要素

であるフィラーとしてみなす場合は、フィラー基準での規格を満たす必要がある。

炭化燃料を安心して利用するために、再生材料の調査手続きに従って、炭化燃料

を添加した合材およびフィラーを作成し、材料基準での試験を実施し、炭化燃料

の利用可能性の評価を行った。(図 1.1-1) 

 

 

燃料  

灰分率  混入率  

出典・備考  

[％] [％] 

A 重油  <0 .05 0 .0002 重油の JIS 規格 （JIS K  2205-1991 から抜粋 ） 

副生グリセリン  5 .6 0 .029 

三浦誠ら、『秋田県北地域における BDF 副生成グリセリンの活用   

－コンクリート型枠離型剤の検討 』技能 と技術、2010 年 2 号 p23 [ 1 ]  

炭化燃料 36.2 0 .234～0.390 社内試験分析結果 、混入率は A 重油混焼率 30-50％ca l . b .を想定  

燃焼灰 (再生材料 )  100 2～6 再生材料として石粉を代替する場合  
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図 1.1-2 アスファルト合材の利用可否の構成要素について 

 

 1.2 炭化燃料を合材に添加した適用確認試験 

合材の適用確認は、化学的性状と物理的性状の２種類がある。 

化学的性状は、環境に対する安全性を判断するものであり、道路材料は野外に

おいて地面の上に敷かれることから、土壌基準の溶出試験と含有試験により適用

可否が判断される。舗装試験はラボ試験で規格を満たさない限り、実施すること

はできない。 

物理的性状については、合材の強度や耐水性等に関するものであり、供試体が

規格を満たせば、道路舗装をした際に、アスファルト合材として利用できる材料

であると判断できる。 

ラボ試験の実施

合材の
化学的性状を
満たすか

石粉の
物理的・

化学的性状
を満たすか

道路施工による経時試験

経年後、
物理的・化学的
性状を満たし、
舗装状態は
良好か

材料として使用可

材料として使用不可

物理的性状：強度、耐水性等

化学的性状：重金属等の溶出性

No
No

No

Yes
Yes

2

自治体が
材料を

認可するか

合材の
物理的性状を
満たすか

No

No
Yes

その物質は
燃料用途か
材料用途か

燃料

燃焼条件の検討や
対応設備設置

燃料として使用可

燃料として使用不可
Yes:

No

燃焼時に
大防法等を
満たすか

合材の
物理的性状
化学的性状を
満たすか

ラボ試験の実施

Yes

材料

Yes

Yes

No

①

②

③

図 1.1-1 燃料及び材料の利用可否の調査フロー 

 

 

*炭化燃料の燃料利用の観点からは、①②の試験は炭化燃料と炭化燃料を利用して製造された合

材が燃料及び合材としての法的な基準を満たすかの利用可否に関する試験である。 
③の試験結果は燃料用途の場合は法的な規制を受けないが、炭化燃料を添加した合材とフィラー
の影響を調査することで、炭化燃料の AP における燃料としての適用可能性を評価するための付加的

な試験として実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

炭化燃料が添加される要素  

(燃焼灰・未燃炭 :最大 1%程度）  
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1.2.1 試験方法 

(1)燃焼灰と未燃炭の添加率 

本試験での合材は、密粒度アスファルト混合物(13)となる骨材の規格を採用し

た(表 1.2.1-1)[2]。この規格は、交通量が少ない一般道で利用されるグレードで、

再生材料が広く適用されている規格である。炭化燃料の未燃炭と燃焼灰を骨材に

対する添加割合は、混焼率と燃費から計算した [3]。未燃炭と燃焼灰を添加した分

だけ、石粉(炭酸カルシウム)の量を減らしフィラーの量を一定としている。ここ

で、炭化燃料燃焼灰の粒度分布から、炭化燃料はフィラーに対応する材料として

取り扱った。 

 

表 1.2.1-1 試験で作成した合材の配合割合 

材料名  配合割合 [wt％] 

6 号砕石  36 .0 

７号砕石  20 .0 

砕砂  19 .0 

細砂  19 .0 

フィラー(石粉 +炭化燃料燃焼灰 ) 6 .0 

アスファルト 5 .5 

 

試験条件となる合材の配合組成は表 1.2.1-2 に示す６条件である。この試験条

件は以下のように決定した。 

本事業での炭化燃料混焼率の目標は 20％と設定しているが、AP で利用する場

合のメリットを考えると、混焼率は 30～100％の範囲で使用することが望ましい。

そこで、混焼率については 20,50,100％の３パターンとした。 

燃焼率は、昨年度実施の燃焼試験結果である 90％と、実際の AP では燃焼率の

低い炭化燃料が部分的に混入する可能性を考え、燃焼率 50％を模擬した条件の試

験を実施した。燃焼灰は、燃焼試験後の炉内から採取された燃焼灰(燃焼率 100％)

と燃焼前の炭化燃料(未燃炭、燃焼率０％)を、燃焼率が同様になる比率で加える

ことで、設定した燃焼率（燃焼率 90％および 50％）を模擬することとした。燃焼

前の炭化燃料が解砕処理を行った微粒の状態で骨材に混入することを想定し、開

口径 600μm のふるいで振るい、通過したものを使用した。ただし、炭化燃料の一

部に粗粒が含まれた場合の影響も調べるため、炭化燃料を振るわずに添加したパ

ターンと炭化燃料を添加しない(以下、無添加)の試験パターンも比較した。 

骨材  
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表 1.2.1-2 合材ラボ試験の試験パターン 

試験  

No. 

サンプル名  

燃焼灰  

添加率

[wt％] 

炭化燃料  

添加率 [wt％] 

石粉  

[wt％] 

炭化燃料  

前処理条件 

①  混 20％ 燃 90％模擬  0.133 0 .041 5 .826 解砕 600μ m ふるい下  

②  混 20％ 燃 50％模擬  0.074 0 .204 5 .722 解砕 600μ m ふるい下  

③  混 50％ 燃 90％模擬  0.333 0 .102 5 .565 解砕 600μ m ふるい下  

④  混 100％燃 90％模擬  0.665 0 .204 5 .130 解砕 600μ m ふるい下  

⑤  混 20％ 燃 90％模擬未ふるい 0.133 0 .041 5 .826 解砕未ふるい 

⑥  無添加  0 0 6 .000 - 

※混焼率 :混  燃焼率 :燃と表記する。 

 

(2)合材の試験方法 

本試験は、炭化燃料燃焼灰の混入の影響を調査するための試験であり、試験用

の供試体の製造方法および試験方法は表 1.2-3 の通りである。評価方法は、フィ

ラーに炭化燃料燃焼灰を添加していない、石粉(炭酸カルシウム)のみで構成され

ている合材を基準とした相対比較と基準値を満たすかどうかで判断する。合材の

溶出試験は、締固め前の段階で取り出し、骨材がアスファルトでコーティングさ

れているが、骨材同士が密着し一体化していない供試体を用いて試験を行った。

各試験の写真を図 1.2.1-1～1.2.1-3 に示す。 

本試験において、炭化燃料燃焼灰を添加した合材の試験結果が規格値から外れ

ていても、基準となる無添加の合材の試験結果も規格値から外れていた場合は、

無添加の合材と燃焼灰を添加した合材の分析値が誤差の範囲にあり、相対的に悪

影響を与えていければ、炭化燃料の混入の影響はないと判断する。 
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表 1.2.1-3 合材ラボ試験における試験用供試体の製造方法と試験方法 

試験項目 試験方法  

アスファルト混合物製造  舗装調査・試験法便覧 (B001&B003) 

マーシャル安定度試験用供試体作成  舗装調査・試験法便覧 (B001) 

マーシャル安定度試験  舗装調査・試験法便覧 (B001) 

水浸マーシャル安定度試験  舗装調査・試験法便覧 (B001) 

ホイールトラッキング試験用供試体作成  舗装調査・試験法便覧 (B003) 

ホイールトラッキング試験  舗装調査・試験法便覧 (B003) 

水浸ホイールトラッキング試験  舗装調査・試験法便覧 (B004) 

第二種特定有害物質溶出試験  JIS K 0125 5 .2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.1-3 水浸ホイールトラッキング試験（左：試験の様子、右：供試体の剥離の様子） 

 

図 1.2.1-2 ホイールトラッキング試験（左：試験の様子、右：試験後の供試体） 

 

図 1.2.1-1 マーシャル安定度試験（左：供試体の 60℃での水浴、右：安定度試験機） 
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1.2.2 溶出試験結果 

試験結果を表 1.2.2-1 に示す。表には合材と材料単体の結果について載せてい

る。合材の溶出試験ではすべての項目が検出下限以下であった。材料単体として

の溶出試験では、炭化燃料燃焼灰は鉛と六価クロムの基準値を満たしていないが、

合材にすることで全ての項目で検出限界以下となり、合材の製造過程で重金属を

溶出しなくなったことが分かる。これは、骨材とフィラーにアスファルトがコー

ティングされ、溶出を防ぐためと考えられる。 

 

表 1.2.2-1 ラボ試験合材供試体の溶出試験結果 

 

赤字は基準値を超えたもの 

 混焼率 :混  燃焼率 :燃と表記する 

  

項目＼試験 No. 

合材供試体  材料単体  

検出下限  環境基準  

①  

混 20％ 

燃 90％ 

②  

混 20％ 

燃 50％ 

③  

混 50％ 

燃 90％ 

④  

混 100％ 

燃 90％ 

⑤  

混 20％ 

燃 90％ 

未 ふるい  

⑥  

無  

添  

加  

炭化  

燃料

燃焼

灰  

炭化  

燃料

未燃

炭  

カドミウム mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .001 0 .01 

六価クロム mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  1 .7 - 0 .005 0 .05 

シアン mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  - - 0 .1 

検出  

されないこと  

水銀  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .0005 0 .0005 

セレン mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .001 0 .01 

鉛  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .014 N.D.  0 .001 0 .01 

ヒ素  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .001 0 .01 

フッ素  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .08 0 .8 

ホウ素  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .9 .  0 .1 1 
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1.2.3 物理性状試験結果 

試験結果を表 1.2.3-1 に示す。ラボ試験の試験結果から、混焼率 20～100％の

範囲で、アスファルト合材の供試体は、全ての試験項目で基準値を満たすことが

確認された。 

また、水浸マーシャル安定度試験および水浸ホイールトラッキング試験では、

炭化燃料の燃焼灰および未燃炭を添加した合材が無添加の供試体の結果と変わら

ないことから、耐水性について問題がないことが確認された。同様にして、混焼

率 50％のパターン及び、未ふるいのパターンについても、全ての試験項目で基

準値を満たし、耐水性に問題がないことが確認された。 

 

混焼率 :混  燃焼率 :燃と表記する 

表 1.2.3-1 ラボ試験合材の物理的性状に関する試験結果 

 

  

項目＼試験 No. 

①  

混 20％ 

燃 90％ 

②  

混 20％ 

燃 50％ 

③  

混 50％ 

燃 90％ 

④  

混 100％ 

燃 90％ 

⑤  

混 20％ 

燃 90％ 

未ふるい 

⑥  

無  

添  

加  

環境  

基準値  

理論密度 (g/cm 3 ) 2 .496 2 .494 2 .495 2 .494 2 .496 2 .496 - 

マ 

❘ 

シ 

ャ 

ル 

試  

験  

 

標  

準  

密度 (g/cm 3 ) 2 .402 2 .408 2 .402 2 .400 2 .403 2 .404 - 

標準安定度 (kN) 10 .30 10 .37 9 .92 9 .91 9 .68 10 .27 4 .90 以上  

フロー(1/100cm) 30 29 28 26 31 30 20-40 

水

浸  

密度 (g/cm 3 ) 2 .407 2 .402 2 .403 2 .402 2 .406 2 .405 - 

水浸安定度 (kN) 10 .17 9 .72 9 .56 9 .24 9 .16 9 .3 - 

残留安定度 (％) 98 .7 93 .7 96 .4 93 .2 94 .6 90 .6 75 以上  

W 

T 

試  

験  

標

準  

密度 (g/cm 3 ) 2 .407 2 .406 2 .403 2 .406 2 .403 2 .404 - 

動的安定度 (回 /mm) 280 300 420 340 270 270 - 

水

浸  

密度 (g/cm 3 ) 2 .408 2 .405 2 .405 2 .408 2 .405 2 .404 - 

剥離率 (％) 7 .5 6 .0 6 .4 6 .4 12 .6 7 .1 - 
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1.3 フィラー規格への適合検討 

再生材料の適合性を確認するためには、再生材料を用いた合材が合材としての

規格を満たすと共に、再生材料自身がフィラーとしての規格に適合している必要

がある。そこで、炭化燃料の未燃炭と燃焼灰について、単体のみでフィラーとし

た場合と石粉に添加してフィラーとした場合で試験を行った。 

 

1.3.1 試験方法 

(1)燃焼灰と炭化燃料の添加率 

フィラーの規格適合確認試験のパターンを表 1.3-1.1 に示す。本試験における

フィラーの配合に関する混焼率と燃焼率の考え方は、1.2.1(1)の合材試験の場合

と同様である。フィラー規格適合確認試験では、炭化燃料未燃炭および燃焼灰単

体と、これらに石粉を添加したフィラーで試験を行った。本試験を行う理由は、

AP で骨材に混入する炭化燃料の未燃炭と燃焼灰の比率は、混焼率 100％でも、フ

ィラーの 15％程度であるためである。試験用のフィラーは、混焼率 50％、100％

で燃焼率 90％を模擬する条件で試験をした。加えて、混焼率 100%の結果を内挿値

にするため、混焼率 100%の２倍にあたる添加率 30％でも試験を行った。今回は添

加率 30％の条件で、解砕品を用いた試験も実施した。 
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表 1.3.1-1 フィラーの規格適合確認試験パターン 

 

試験  

No. 

サンプル名  

燃焼灰  

比率

[wt％] 

未燃炭  

比率

[wt％] 

石粉  

比率

[wt％] 

炭化燃料  

前処理条件  

 

備考  

1 炭化燃料燃焼灰  100 0 0 -  

2 炭化燃料（解砕品） 0 100 0 解砕未ふるい  

3 炭化燃料 (解砕ふるい品 ) 0 100 0 

解砕  

600μ m ふるい下  

 

4 石粉 (炭酸カルシウム) 0 0 100 - 1-3 参照用  

5 

混焼率 50％ 

燃焼率 90％模擬  

5.545 1 .702 92 .754 

解砕  

600μ m ふるい下  

 

6 

混焼率 100％ 

燃焼率 90％模擬  

11 .029 3 .404 85 .507 

解砕  

600μ m ふるい下  

 

7 

添加率 30％ 

燃焼率 90％模擬  

22 .955 7 .046 70 

解砕  

600μ m ふるい下  

 

8 

添加率 30％ 

燃焼率 90％未ふるい 

22 .955 7 .046 70 解砕未ふるい 

 

9 石粉 (炭酸カルシウム) 0 0 100 - 5-8 参照用  

10 

混焼率 20％ 

燃焼率 90％模擬  

2.218 0 .681 97 .101 解砕  

600μ m ふるい下  

水浸膨張試験 

のみ 

11 

混焼率 30％ 

燃焼率 90％模擬  

3.327 1 .021 95 .652 解砕  

600μ m ふるい下  

水浸膨張試験 

のみ 

12 

混焼率 40％ 

燃焼率 90％模擬  

4.436 1 .361 94 .203 解砕  

600μ m ふるい下  

水浸膨張試験 

のみ 

13 石粉 (炭酸カルシウム) 0 0 100 - 10-12 参照用  
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(2)フィラーの試験方法 

フィラーの規格に関する試験方法は、表 1.3.1-2 の通りである。試験の様子を

図 1.3.1-1 に示す。 

 

 

試験項目 試験方法  

石粉の粒度試験  舗装調査・試験法便覧 (A009) 

石粉の密度試験  舗装調査・試験法便覧 (A010) 

石粉のフロー試験  舗装調査・試験法便覧 (A016) 

石粉の吸水膨張率試験  舗装調査・試験法便覧 (A013) 

石粉の剥離抵抗性試験  舗装調査・試験法便覧 (A014) 

石粉の塑性指数試験  舗装調査・試験法便覧 (A011) 

第二種特定有害物質溶出量試験  JIS K 0125 5 .2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 1.3.1-2 フィラーの試験における試験方法 

 

図 1.3.1-1 フィラー試験の様子（a：粒度測定、b：密度測定、c：フロー値

測定、d：吸水膨張試験、e：剝離抵抗性試験、f：塑性指数試験） 

 

a 

 

b 

 

c 

 

d 

 

e 

 

f 
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1.3.2 試験結果 

(1)燃焼灰と炭化燃料単体の試験結果 

炭化燃料燃焼灰と未燃炭の材料単体での試験結果を表 1.3.2-1 に示す。燃焼灰

単体では、粒度、フロー値、吸水膨張率が基準を満たさなかった。未燃炭単体で

は、密度とフロー値が基準を満たさなかった。同様に、未ふるいの未燃炭単体で

は、粒度と密度フロー値が基準を満たさなかった。以上の結果から、炭化燃料未

燃炭と燃焼灰は、単体としては、フィラーとしての規格を満たすことはできなか

った。  

 

表 1.3.2-1 フィラーの試験における燃焼灰と炭化燃料単体の試験結果 

 

 

 

 

  

項目＼サンプル名 . 

炭化燃料  

燃焼灰  

炭化燃料  

未燃炭  

炭化燃料  

未燃炭  

(未ふるい) 

無添加  基準値  

粒  

度  

質量通過  

百分率 (％) 

1 .18mm   100   

600μ m 100 100 98 .8  100 

300μ m 88 .4 98 .4 95 .0 100 - 

150μ m 62 .1 90 .8 85 .1 98 .2 90-100 

75μ m 36 .7 80 .7 70 .6 86 .0 70-100 

密度 (g/cm 3 ) 2 .735 1 .748 1 .951 2 .723 2 .60 以上  

フロー値 (％) 91 .8 102 .1 111 .3 31 .3 50 以下  

吸水膨張率  3.6 0 .9 1 .8 0 .6 3 以下  

剥離抵抗  合格  合格  合格  合格  1/4 以下  

PI(塑性指数 ) NP NP NP NP 4 以下  
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(2)燃焼灰と炭化燃料を添加したフィラーの試験結果 

燃焼灰と炭化燃料を添加したフィラーの試験結果を表 1.3.2-2 に示す。試験結

果から、混焼率 50％,100％では、吸水膨張率を除いて、各項目の基準値を満たし

た。添加率 30％では粒度、密度、吸水膨張率で基準値を超えたことから、混焼率

100％までが密度と粒度の基準値を満たすための条件と考えられる。 

 

表 1.3.2-2 燃焼灰と炭化燃料を添加したフィラーの試験結果  

 

赤字は基準値を超えたもの 

 

  

項目＼試験 No. .  

⑤  

混焼率

50％ 

⑥  

混焼率

100％ 

⑦  

添加率

30％ 

⑧  

添加率  

30％ 

未ふるい 

⑨  

無添加  

基準値  

粒  

度  

質量通過  

百分率 (％) 

1 .18mm - - - 100 .0 -  

600μ m 100 .0 100 .0 100 .0 99 .9 - 100 

300μ m 99 .4 98 .8 97 .1 97 .4 100 .0 - 

150μ m 96 .1 94 .1 89 .2 89 .8 97 .9 90-100 

75μ m 85 .6 84 .0 77 .0 77 .6 88 .2 70-100 

密度 (g/cm 3 ) 2 .675 2 .609 2 .568 2 .506 2 .713 2 .60 以上  

フロー値 (％) 33 .7 34 .5 39 .3 39 .7 32 .1 50 以下  

吸水膨張率  3.5 3 .8 4 .0 4 .0 0 .2 3 以下  

剥離抵抗  合格  合格  合格  合格  合格  1/4 以下  

PI(塑性指数 ) NP 0 .4 1 .6 3 .1 NP 4 以下  
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吸水膨張率が基準値を超えていたことから混焼率 40％以下について確認試験

を行った。結果、混焼率 20％、30％、40％のパターンは全ての基準値を満たした

(図 1.3.2-1) 。従って、混焼率 40%までの炭化燃料と燃焼灰を添加したフィラー

は、材料としての基準をすべて満たす。 

混焼率 40％を超えたフィラーの耐水性に関しては、フィラーとしての規格値を

満たしていないが、1.2.3 に記載の合材のラボ試験において、混焼率 100％の条件

で、水浸マーシャル安定度試験および水浸ホイールトラッキング試験をクリアし

ていることを加味すると、混焼率 100％まで合材としての耐水性に問題はないと

考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.2-1 吸水膨張試験の結果 
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1.4 実地舗装試験 

再生材料の適用可否の調査において、合材のラボ試験において物理的性状と化

学的性状の規格を満たし、フィラーの規格を満たす場合は、再生材料として適用

可能であると判定される。ただし、再生材料の場合、全ての規格を厳密に満たす

ことが難しい場合があるため、採用可否を判断するのに 2～3 年の経時試験を実

施する。これは、一般的な道路は耐用年数 10 年で設計されているため、2～3 年

は追跡調査を行わなければ、耐久性の判断がつかないためである。 

先述のように炭化燃料の未燃炭及び燃焼灰は、合材としてのラボ試験では規格

を満たしているが、燃焼灰単体としては、溶出試験およびフィラーの規格適合確

認試験の規格を満たしていない。そこで、日工社内の道路の一部を実地舗装し、

炭化燃料を添加した合材に問題がないか耐久性の追跡調査をすることにした。 

 

1.4.1 舗装試験用合材の製造と施工 

合材は、前田道路株式会社の神戸合材工場にて製造した。舗装試験の試験パタ

ーンは 1.2.1(1)の合材の試験パターンと同様である。ただし、AP で合材を製造す

る場合、バグダストが加わることを考慮し、石粉は１％少ない量を計測して投入

した。この時、炭化燃料未燃炭と燃焼灰および石粉の計量はプラントに備え付け

られた量りでは、精度が出ないため、AP ではフィラーを除く骨材のみを計量し、

フィラーは事前に重量を測定し小分けしたものを、手投入した(図 1.4.1-1)。 

このように製造された試験用合材を、日工明石本社社内の道路に試験用区画を

作り舗装した(図 1.4.1-2)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1.4.1-1 AP での燃焼灰の手投入の様子 

 

図 1.4.1-2 舗装後の試験用道路 
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1.4.2 舗装試験での試験方法  

試験方法を表 1.4.2-1 に示す。本試験は経時試験であり、本年度は舗装直後と、

舗装後５ヵ月後にサンプリングを行い、試験を行った。実地舗装試験においても

1.2.1(2)と同じく無添加の合材との相対比較で評価を行った。 

 

 

試験項目 試験方法  

マーシャル安定度試験  舗装調査・試験法便覧 (B001) 

水浸マーシャル安定度試験  舗装調査・試験法便覧 (B001) 

アスファルトの回収試験 (アブソン法 ) 舗装調査・試験法便覧 (G029) 

アスファルト針入度試験  舗装調査・試験法便覧 (A041) 

混合物の抽出ふるい分け試験 (遠心分離 ) 舗装調査・試験法便覧 (G028) 

第二種特定有害物質（重金属等）溶出試験  JISK 0125 5 .2  

 

  

表 1.4.2-1 舗装試験の試験項目と試験補法 
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1.4.3 試験結果 

(1)舗装直後にサンプリングした供試体の試験結果 

試験結果を表 1.4.3-1～1.4.3-4 に示す。試験の結果、舗装直後のマーシャル安

定度試験では、全体的に値が低い傾向にあったが、基準となる無添加の供試体も

同様に低いため、他の項目も含めて、炭化燃料と燃焼灰の添加の影響はないと判

断できる。舗装直後の針入度の値は、時間経過後の試験での劣化具合を判断する

基準となる。抽出ふるい分け試験、溶出試験の結果も基準値を満たした。目視確

認で、道路の表面はわだちやひび割れがなく、問題は見られなかった。従って、

道路舗装直後の炭化燃料の未燃炭や燃焼灰が添加された合材は、添加していない

合材と同等であると考えられ、問題なく使用できる。 

 

表 1.4.3-1 切取供試体によるマーシャル安定度試験結果（舗装直後） 

項目＼試験 No. 

①混 20％ 

燃 90％ 

②混 20％ 

燃 50％ 

③混 50％ 

燃 90％ 

④混 100％ 

燃 90％ 

⑤混 20％ 

燃 90％ 

未ふるい 

⑥  

無添加  

環境  

基準値  

理論密度 (g/cm 3 ) 2 .496 2 .494 2 .495 2 .494 2 .496 2 .496 - 

マ 

❘ 

シ 

ャ 

ル 

試  

験  

 

標  

準  

密度 ( g/cm 3 )  2 .353 2 .348 2 .346 2 .368 2 .447 2 .348 - 

標準安定度 (kN) 5 .61 5 .70 4 .82 4 .83 4 .81 5 .01 4 .90 以上  

フロー(1/100cm) 31 37 34 37 29 36 20-40 

水

浸  

密度 ( g/cm 3 )  2 .35 2 .348 2 .345 2 .362 2 .346 2 .347 - 

水浸安定度 (kN) 5 .56 5 .47 4 .85 4 .81 4 .78 4 .92 - 

残留安定度 (％) 99 .1 96 100 .6 99 .6 99 .4 98 .2 75 以上  

赤字は基準値を超えたもの 混焼率 :混  燃焼率 :燃と表記する 
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表 1.4.3-2 アスファルト混合物抽出ふるい分け結果 （舗装直後） 

混焼率 :混  燃焼率 :燃と表記する 

 

表 1.4.3-3 切取供試体の溶出試験結果（舗装直後） 

混焼率 :混  燃焼率 :燃と表記する 

 

項目＼試験 No. 

①  

混 20％ 

燃 90％ 

②  

混 20％ 

燃 50％ 

③  

混 50％ 

燃 90％ 

④  

混 100％ 

燃 90％ 

⑤混 20％ 

燃 90％ 

未ふるい 

⑥  

無添加  

粒度範囲  

 

 

抽  

出  

試  

験  

結  

果  

アスファルト量 (％) 5 .65 5 .45 5 .61 5 .25 5 .59 5 .16 - 

 

 

通  

過  

百  

分  

率  

（％） 

 

26 .5 100 100 100 100 100 100 100 

19 100 100 100 100 100 100 100 

13 .2 98 .9 99 .3 99 .6 99 .8 99 .6 99 .1 100-95 

4 .75 67 .8 63 .2 68 .9 63 .6 66 .1 64 .6 70-55 

2 .36 47 .1 44 .5 48 .8 44 .7 46 .5 43 .7 50-35 

0 .6 26 .7 25 .6 27 .8 25 .4 25 .9 24 .1 30-18 

0 .3 16 .8 16 .4 17 .6 16 .3 16 .5 15 .5 21-10 

0 .15 9 .9 9 .9 10 .4 9 .9 9 .9 9 .5 16-6 

0 .075 7 .3 7 .4 7 .6 7 .3 7 .4 7 .2 8-4 

項目＼試験

No. 

 

①  

混 20％ 

燃 90％ 

②  

混 20％ 

燃 50％ 

③  

混 50％ 

燃 90％ 

④  

混 100％ 

燃 90％ 

⑤混 20％ 

燃 90％ 

未ふるい 

⑥  

無添加  

検出  

下限  

環境  

基準値  

カドミウム mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .001 0 .01 

六価クロム mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .005 0 .05 

シアン mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .1 

検出され 

ないこと 

水銀  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .0005 0 .0005 

セレン mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .001 0 .01 

鉛  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .001 0 .01 

ヒ素  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .001 0 .01 

フッ素  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .08 0 .8 

ホウ素  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .1 1 
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表 1.4.3-4 針入度試験の結果（舗装直後） 

試験 No. /模擬条件 針入度(1/10mm) 

①混焼率 20％燃焼率 90％ 53 

②混焼率 20％燃焼率 50％ 43 

③混焼率 50％燃焼率 90％ 40 

④混焼率 100％燃焼率 90％ 49 

⑤混焼率 20％燃焼率 90％未ふるい 43 

⑥無添加 43 

 

(2)舗装後５ヵ月後にサンプリングした供試体の試験結果 

試験結果を図 1.4.3-1 および表 1.4.3-5～1.4.3-8 に示す。試験の結果、舗装後

５ヵ月経過後の供試体は、マーシャル安定度試験および水浸マーシャル安定度試

験で基準を満足しており、合材の強度および耐水性に関しては問題がないことが

分かった。針入度試験の結果は、舗装直後と差が見られた。しかし、アブソン法

におけるアスファルトの回収および蒸留による誤差の範囲であり、文献では針入

度が 20(1/10mm)以下で合材の強度が顕著に落ち、劣化したと判断されているため

[5][6]、劣化はしていないと考えられる。道路の表面はわだちやひび割れがなく、

問題は見られなかった。抽出ふるい分け試験は、無添加の供試体の測定値と比較

して差異はなく、添加の影響はないと考えられる。また、溶出試験の結果も基準

値を満たしている。以上から、炭化燃料を添加した実地舗装における舗装後５ヵ

月までの、耐久性(物理的強度、耐水性および環境に対する安全性の保持能力)が

確認できた。 

図 1.4.3-1 舗装後５ヵ月経過した試験用道路 
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表 1.4.3-5 切取供試体によるマーシャル安定度試験結果（舗装後５ヵ月） 

項目＼試験 No. 

①  

混 20％ 

燃 90％ 

②  

混 20％ 

燃 50％ 

③  

混 50％ 

燃 90％ 

④  

混 100％ 

燃 90％ 

⑤混 20％ 

燃 90％ 

未ふるい 

⑥  

無添加  

環境  

基準値  

理論密度 (g/cm 3 ) 2 .496 2 .494 2 .495 2 .494 2 .496 2 .496 - 

マ 

❘ 

シ 

ャ 

ル 

試  

験  

 

標  

準  

密度 (g/cm 3 ) 2 .389 2 .423 2 .416 2 .409 2 .411 2 .405 - 

標準安定度 (kN) 6 .02 7 .07 6 .63 6 .24 5 .68 5 .15 4 .90 以上  

フロー(1/100cm) 31 36 34 33 35 36 20-40 

水浸  密度 (g/cm 3 ) 2 .389 2 .433 2 .416 2 .411 2 .413 2 .405 - 

水浸安定度 (kN) 5 .67 6 .64 6 .27 5 .58 5 .43 4 .60 - 

残留安定度 (％) 94 .2 93 .9 94 .6 89 .4 95 .5 89 .3 75 以上  

混焼率 :混  燃焼率 :燃と表記する 

 

 

表 1.4.3-6 切取供試体の溶出試験結果（舗装後５ヵ月） 

 

項目＼ 

試験 No. 

 

①  

混 20％ 

燃 90％ 

②  

混 20％ 

燃 50％ 

③  

混 50％ 

燃 90％ 

④  

混 100％ 

燃 90％ 

⑤混 20％ 

燃 90％ 

未ふるい 

⑥  

無添加  

検出  

下限  

環境  

基準値  

カドミウム mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .001 0 .01 

六価クロム mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .005 0 .05 

シアン mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .1 

検出され 

ないこと 

水銀  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .0005 0 .0005 

セレン mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .001 0 .01 

鉛  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .001 0 .01 

ヒ素  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .001 0 .01 

フッ素  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .08 0 .8 

ホウ素  mg/L N.D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  N .D.  0 .1 1 

混焼率 :混  燃焼率 :燃と表記する 

 

  



 

4-21 
 

表 1.4.3-7 アスファルト混合物抽出ふるい分け効果 （舗装後５ヵ月） 

項目＼試験 No. 

①  

混 20％ 

燃 90％ 

②  

混 20％ 

燃 50％ 

③  

混 50％ 

燃 90％ 

④  

混 100％ 

燃 90％ 

⑤混 20％ 

燃 90％ 

未ふるい 

⑥  

無添加  

粒度範囲  

 

 

抽  

出  

試  

験  

結  

果  

アスファルト量 (％) 5 .18 5 .26 5 .54 5 .53 5 .47 5 .52 - 

 

 

通  

過  

百  

分  

率  

（％） 

 

26 .5 100 100 100 100 100 100 100 

19 100 100 100 100 100 100 100 

13 .2 100 99 .6 99 .6 100 99 .7 100 100-95 

4 .75 62 .2 66 .8 68 .2 67 .8 67 .6 67 .0 70-55 

2 .36 44 .1 47 .3 49 .4 47 .5 47 .6 46 .9 50-35 

0 .6 25 .4 27 .2 28 .0 26 .4 26 .0 26 .8 30-18 

0 .3 16 .4 17 .8 18 .0 17 .2 16 .8 17 .5 21-10 

0 .15 10 .1 11 .2 11 .1 10 .8 10 .5 11 .0 16-6 

0 .075 7 .6 8 .7 8 .5 8 .3 8 .1 8 .6 8-4 

 

 

 

 

表 1.4.3-8 針入度試験の結果（舗装後５ヵ月） 

試験 No. /模擬条件 針入度(1/10mm) 

①混焼率 20％燃焼率 90％ 38 

②混焼率 20％燃焼率 50％ 40 

③混焼率 50％燃焼率 90％ 31 

④混焼率 100％燃焼率 90％ 40 

⑤混焼率 20％燃焼率 90％未ふるい 40 

⑥無添加 40 

赤字は基準値を超えたもの 

混焼率 :混  燃焼率 :燃と表記する 
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1.5 まとめ 

本年度及び昨年度のバーナ燃焼試験や本年度の小型 AP での燃焼試験の結果は、

大防法の基準をクリアしているため、炭化燃料は燃料としての規格を満足してい

る。ラボ試験の結果、合材の化学的性状と物理的性状の基準値を満たしているこ

とが確認できた。従って、炭化燃料は燃料としての法律上の要件を満たしている

ことが確認された。 

また、材料基準の調査を行ったところ、フィラーの物理的性状は、混焼率 40％

相当の混入率まで、全ての規格値を満たしている。混焼率 40％を超えると吸水膨

張率試験のみ、規格を満足しないが、混焼率 100％相当の試験条件で、ラボ試験

の水浸マーシャル安定度試験と水浸ホイールトラッキング試験および、舗装試験

での水浸マーシャル安定度試験をクリアしており、合材にした場合の耐水性に関

しては問題ないと考えられる。舗装試験の結果、舗装後５ヵ月経過後も、路面性

状は良好であり、マーシャル安定度試験、水浸マーシャル安定度試験、溶出試験

の規格値を満足していたことから、現時点では耐久性にも問題がない結果となっ

ている。 

以上より、炭化燃料は、AP における燃料としての法的な基準を満たし、試験的

に製造された炭化燃料の未燃炭と燃焼灰を添加した合材は、混焼率 100％に相当

する燃焼灰の添加率であっても、耐久性、物理的強度、耐水性、環境安全性に問

題はみられず、炭化燃料の AP における燃料としての利用可能性は高いと考えら

れる。 

 

 

 図 1.5-1 炭化燃料の燃料及び材料利用可否調査フローによる調査結果 
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第５章  二酸化炭素排出量削減効果  

1 単純焼却 (従来 )と炭化燃料利用 (提案システム①、②、③)の CO 2 排出量試

算  

本 事 業で は、 ごみ 炭化 燃 料化 施設 で得 られ る 炭化 燃料 を 提 案シ ス テム①

は 施設 内利 用 +アス ファ ルト プラ ント 、 提案 シス テム ②は 施設内 利用 +ご み

処 理 施 設 、 提 案 ③ は 施 設 内 利 用 +発 電 所 で 利 用 す る こ と で 、 全 体 シ ス テ ム

として CO 2 量を削減することを目標としている。本項では、単純焼却にお

ける CO 2 の排出量および本事業を行う (提案システム①、②、③ )ことによ

る CO 2 排出量を試算した。結果のまとめを図 1-1 に示す。  

(試算根拠は、表 1-1 に示す。試算には、炭化燃料運搬時の CO 2 排出量増減

も考慮した。 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 提案システムにおける CO 2 排出量比較  

上記の結果より、提案システム①では、 -2,682t-CO 2/年の 29％削減となり、

提 案 シ ス テ ム ② で は 、 -2,642 t-CO 2/年 の 28％ 削 減 、 提 案 シ ス テ ム ③ で は 、

-4,730 t-CO 2/年の 51％削減となり本事業が有効であることがわかる。  

 

 

 

 

 

 

51％削減  28％削減 試算条件  

25t/d×2 炉  

24 時間  

280 日運転  

29％削減  

- 4 , 7 3 0  - 2 , 6 4 2  - 2 , 6 8 2  
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表 1-1 単純焼却と炭化燃料の利用による CO 2 排出量比較  

炭化燃料の利用によるCO2削減量（本事業）

処理条件 ごみ処理量 50 t/日

年間運転日数 280 日

焼却施設 必要電力量 513 kWh/t H21年度施設台帳より

プラスチック割合 15 ％

ごみ炭化燃料化施設 年間運転日数 280 日

ごみ処理量 50 t/日

炭化燃料製造量 9.0 t/日 製造率18％

　内，施設内利用 1.2 t/日

　　　所外利用 7.8 t/日

ごみ炭化燃料化施設必要電力量 440 kWh/t

ごみ低質時灯油使用 18.5 L/ごみt

利用施設への輸送 普通貨物燃費（軽油 5.8 km/L

走行距離 50 km（往復）

軽油CO2排出係数 2.58 t-CO2/kL

輸送回数 0.65 回/日 １回12トン輸送

物質収支（１日あたり）
図記号 ○:排出　▲:削減 焼却 1)AP利用 2)ごみ処理 3)発電所 CO2排出係数

焼却 ○ プラスチック焼却量t/日 7.5 7.5 7.5 7.5 プラスチック焼却 2.77 t-CO2/t

B ○ 焼却消費電力　MWh/日 25.65 0.488 t-CO2/MWh

利用施設への輸送 ① ○ 軽油使用量　kL/日 0.0056 0.0056 0.0056 軽油 2.58 t-CO2/kL

ごみ炭化燃料化施設 A ○ 必要電力量 MWh/日 22.0 22.0 22.0 電力 0.488 t-CO2/MWh

　　炭化物1.2t/日利用 ③ ▲ 灯油代替　kL/日 0.41 0.41 0.41 灯油 2.49 t-CO2/kL

利用施設削減量（炭化物7.8t/日） ② ▲ 石炭　t/日 4.35 石炭 3.24 t-CO2/t 5,375 kcal/kg

② ▲ A重油　kL/日 2.51 A重油 2.71 t-CO2/kL 9,340 kcal/L

② ▲ 灯油　kL/日 2.67 灯油 2.49 t-CO2/kL 8,767 kcal/L

炭化物 3,000 kcal/kg

CO2排出量 t-CO2/日
図記号 ○:排出　▲:削減

焼却施設 ○ プラスチック焼却量t/日 20.78

B ○ 焼却消費電力　MWh/日 12.52

利用施設への輸送 ① ○ 軽油使用量　kL/日 0.014 0.014 0.014

ごみ炭化燃料化施設 A ○ 必要電力量 MWh/日 10.74 10.74 10.74

　　炭化物1.2t/日利用 ③ ▲ 灯油代替　kL/日 1.02 1.02 1.02

利用施設 ② ▲ 石炭　t/日 14.1

　　炭化物7.8t/日利用 ② ▲ A重油　kL/日 6.8

② ▲ 灯油　kL/日 6.6

提案システム導入によるメリット
プラ排出を考慮 排出計　t-CO2/日 33.29 23.7 23.9 16.4

削減量　t-CO2/日 9.6 9.4 16.9

削減率 29% 28% 51%

　（焼却，ごみ炭化燃料化施設共通）

ごみ炭化燃料化施設
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第６章  事業終了後の横展開の可能性  

１ 本事業終了後に水平展開した場合の CO 2 排出量等の削減効果の見込み 

 本事業後には、利用先として提案①アスファルトプラント (AP)、提案②ご

み処理施設、提案③発電所への展開が考えられる。  

環境省の一般廃棄物処理事業実態調査 (平成 30 年度 ) [ 1 ]によれば、 100t/

日以下規模のごみ処理場は全国に 529 組合存在している。例えば、 2020 年

からの 10 年間でその組合の 10％の 55 施設 (RDF 施設数と同程度 )が炭化処理

施設を建設し、 25km 以内の AP に運ばれると仮定して試算した場合を提案①

とし表 1-1 に示す。ここでは、利用量のバランスから炭化１施設に対し AP

の利用先は 2 施設として試算した。試算より、炭化燃料の利用により燃料削

減費が年間約 40 百万円程度（第 3 章参照）であり、 20 年間で 670 百万円程

度利用メリットがあり、コスト回収が 2 年程度であることが示唆された。水

平展開後の最終目標 (2030 年 )としての CO 2 削減見込み量は、 147,510t-CO 2/

年となる。なお、炭化燃料化技術の活用による CO 2 削減コストは、 158,000

円 /t-CO 2。 提案事業の費用対効果は、 535t-CO 2/百万円となる。  

次に提案②として、 25km 以内のごみ処理施設に納入した場合の試算を表

1-2 に示す。ごみ処理施設の利用施設数としては、ごみ炭化燃料化施設から

の炭化燃料供給量と 2000kW 発電能力を持つごみ処理施設の起動用、通常運

転時に最大で発電するための使用量がバランスするために炭化１施設に対し

利用先は１施設 2 炉分として試算する。試算より、炭化燃料の利用により燃

料削減費が年間 11 百万円程度（第 2 章参照）であり、 20 年間で 185 百万円

程度コストメリットがあり、コスト回収が 1.2 年程度であることがわかった。

水 平 展 開 後 の 最 終 目 標 (2030 年 )と し て の CO 2 削 減 見 込 み 量 は 、 145,310t-

CO 2/年 と な る 。 な お 、 炭 化 燃 料 化 技 術 の 活 用 に よ る CO 2 削 減 コ ス ト は 、

158,000 円 /t-CO 2。 提案事業の費用対効果は、 527t-CO 2/百万円となる。  

最後に提案③として、西海市でも実績のある発電所に納入した場合の試算

を表 1-2 に示す。発電所の利用施設としては、炭化 1 施設に対し利用先を 1

施設として試算する。ここで、発電所の利用施設数としては、複数のごみ炭

化燃料化施設から１つの発電所に最大 30 施設のごみ炭化燃料化施設から持

ち込まれることも想定できるが、ここでは、炭化１施設に対し利用先は１つ

として示したため、表中には※印を示した。試算より、炭化燃料の利用によ

り年間約 76 万円程度のコストメリットがあることがわかった。 水平展開後

の最終目標 (2030 年 )としての CO 2 削減見込み量は、 260,150t-CO 2/年となる。

なお、炭化燃料化技術の活用による CO 2 削減コストは、発電所利用の場合は、

西海市実績をもとに既設のバイオマス利用設備を流用可能であるとして試算

を行ったためごみ炭化燃料化施設のみのコストとなり 88,000 円 /t-CO 2。 提
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案事業の費用対効果は、 943t-CO 2/百万円となる。  

上記より、本事業における提案システムは、事業後の横展開に期待ができ

る提案となっていることがわかる。  

 

表 1-1 全体システムにおける CO 2 削減量  

(提案①施設内利用 +AP) 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事 業 目標  最 終 目標  

(水 平展 開後 ) 

年 度  2021 年 度  2030 年 度  

ご み 炭化 燃料 化施 設  1 施 設×1 炉  55 施設  

ア ス ファ ルト プラ ント

(AP) 

2 施 設  110 施設  

搬 送 距離  25km 25km 

CO 2 削減 効果  

t-CO 2/年 (a) 

2,682 147,510, 

AP バー ナ導 入 コス ト  

百 万 円 /20 年 (b) 

119 

 

13,090 

AP 利用 メリ ッ ト  

(千 円 )20 年  

669,680 －  

コ ス ト回 収年  1.9 －  

CO 2 削減 コス ト  

千 円 /t-CO 2 

(=(b+b’ )/a×20) 

158 1,855 

提 案 事業 総事 業費  

百 万 円 /3 年 (d) 

276 

 

－  

提 案 事業 の費 用対 効果  

t-CO 2/百 万円 (a/d) 

－  535 
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表 1-2 全体システムにおける CO 2 削減量  

(提案②施設内利用 +ごみ処理施設 ) 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事 業 目標  最 終 目標  

(水 平展 開後 ) 

年 度  2021 年 度  2030 年 度  

ご み 炭化 燃料 化施 設  1 施 設×1 炉  55 施設  

ご み 処理 施設  1 施 設×2 炉  55 施設 ×2 炉  

搬 送 距離  25km 25km 

CO 2 削減 効果  

t-CO 2/年 (a) 

2,642 145,310 

バ ー ナ導 入コ スト  

百 万 円 /20 年 (b) 

33 

 

1,815 

ご み 処理 施設 メリ ット  

(千 円 )20 年  

185,007 －  

コ ス ト回 収年  1.2 －  

CO 2 削減 コス ト  

千 円 /t-CO 2 

(=(b+b’ )/a×20) 

158 1,855 

提 案 事業 総事 業費  

百 万 円 /3 年 (d) 

276 

 

－  

提 案 事業 の費 用対 効果  

t-CO 2/百 万円 (a/d) 

－  527 
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表 1-3 全体システムにおける CO 2 削減量  

(提案③施設内利用 +発電所 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事 業 目標  最 終 目標  

(水 平展 開後 ) 

年 度  2021 年 度  2030 年 度  

ご み 炭化 燃料 化施 設  1 施 設×1 炉  55 施設  

発 電 所  1 施 設  ※ 55 施 設  

搬 送 距離  25km 25km 

CO 2 削減 効果  

t-CO 2/年 (a) 

4,730 260,150 

バ ー ナ導 入コ スト  

百 万 円 /20 年 (b) 

0 

既 設 利用 のた め  

0 

発 電 所メ リッ ト  

千 円 20 年  

151,200 - 

コ ス ト回 収年  0 - 

ご み 炭化 燃料 化施 設 コ

ス ト  

百 万 円 /20 年 (b’ ) 

<施 設 1/3 補 助 > 

8,333 458,315 

CO 2 削減 コス ト  

千 円 /t-CO 2 

(=(b+b’ )/a×20) 

88 88 

提 案 事業 総事 業費  

百 万 円 /3 年 (d) 

276 

 

－  

提 案 事業 の費 用対 効果  

t-CO 2/百 万円 (a/d) 

－  943 
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第 7 章  成果と課題  

1 成果と課題  

 本事業における提案システムの開発項目と目標に対する成果を示す。  

(1 )  ごみ炭化燃料化施設の高性能化  

a.  炭化燃料化施設を模擬した炭化燃料燃焼試験  

目標：炭化燃料化施設において炭化燃料が 20％混焼利用可能であ

ることを確認する。  

成 果 ： 炭化燃料を直投ノズル型の投入方法にて実機を模擬した試

験炉内へ投入し、排ガス値は、炭化センターの基準値より十

分低い値となり、燃焼率も 90％以上の結果が得られ た。こ

の結果より炭化燃料化施設における施設内利用で低質ごみ時

に化石燃料の利用を 20％以上削減するという開発目標達成

が可能であることを確認した。 

上 記 に よ り 、 ご み炭化燃料化施設 において炭化燃料が有効に利用

できることを確認した。炭化燃料化システムとしての CO 2 削減メリ

ット等は全体システムとして示す。  

 

(2 )  炭化燃料利用先の拡大  

a.ごみ処理施設実証炉における利用検討  

目標：ごみ処理施設において炭化燃料が 20％混焼利用可能である

ことを確認する。 

成果：＜吹込バーナ利用＞ 

起動時の利用において目標である炭化燃料 20％混焼では、

燃焼率 90％以上で 排ガス特性として、排ガス規制値内での

利用が可能であることを確認した。 

通常運転時利用において、ごみ質変動による最大発電量出力

のための補助燃料としても利用可能であることを確認した。  

＜直投ノズル利用＞ 

起動時の利用において 、 目標である炭化燃料 20％混焼にお

いて燃焼率 90％以 上で排ガス特性として、排ガス規制値内

での利用が可能であることを確認した。  
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b .その他利用先 ：アスファルトプラント(AP)における利用検討  

目標：アスファルトプラントにおいて炭化燃料が 20％混焼利用可

能であることを確認する。  

成果：＜吹込バーナ利用＞  

通常運転時利用において 目標である炭化燃料 20％ 混焼 では、

燃 焼 率 90％ 以 上 で排ガス特性として、排ガス規制値内での

利用が可能である 。さらに、混焼率を 40％ 混焼に 上げても、

混焼利用は可能であることを確認した。 

目 標 ： 重油－炭化燃料混焼腐食解析・試験確認を行い、腐食が促

進されないことを確認する。 

成 果 ： アスファルトプラント で骨材の乾燥のために使用する重油

の代替燃料として炭化燃料を使用する場合に懸念される腐食

の検討のために、化学熱力学解析・試験確認を行った。結果、

炭化燃料がもつナトリウム、カリウム等によって塩素分が塩

化物として固定化されるため、腐食性ガスによる腐食が促進

される可能性が低く、塩素濃度がある程度高くても炭化燃料

が利用できることが示唆された。  

 

c .アスファルト施工時の検討  

目 標 ： 炭 化 燃 料 をアスファルトプラント で 利 用 し た 際 に 燃焼灰 が

アスファルトに混入した合材への影響ないことを確認する。  

成果： 1)炭化燃料＋燃焼灰合材のラボ試験  

強度試験等の物理性状試験で基準値をクリアするとともに、  

溶出試験でも基準値をクリアした。  

2)炭化燃料灰含有フィラーとしてのラボ試験  

混焼率 40％以下で強度試験等の物理性状試験で基準値を

クリアした。 

3)実地舗装試験  

舗装直後および舗装後 5 ヵ月経過したサンプルにて強度

試 験 等 の 物 理 性 状 試 験 で 基 準 値 を ク リ ア す る と と も に 、

溶出試験でも基準値をクリアした。 

上記より、利用先のターゲットであるごみ処理施設、 アスファル

ト プ ラ ン ト で炭化燃料が利用できることを確認した。炭化燃料化

システムとしての CO 2 削減メリット等は全体システムとして示す。  
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(3 )  システム全体  

目 標 ： ご み 炭化燃料化施設 と燃料利用先を組み合 せ た 全 体システ

ムにおいて LCC の低減と CO 2 削減試算を行い、有効性の判断

を行う。 

成果：  炭化燃料化施設の処理規模を 50 トン／日として、提案シ

ステムを適用した場合、炭化燃料の分散利用が期待できるア

スファルトプラントとの連携では、投資回収年が 1.9 年で

CO 2 排出量を従来の単純焼却よりも年間 2,682t-CO 2 削減でき

ることを確認した。  

ま た、ご み処理 の広域 処理モ デルと なるご み処理 施設 と

の連携では、投資回収年が 1.2 年で CO 2 排出量を従来の単純

焼却よりも年間 2,642t-CO 2 削減できることを確認した。 

大規 模利用が可 能な火力 発電所との 連携では 、 西海市の 実

績を もとに バイ オマス利 用 設 備 の既 存施設 が 利 用 可 能 と し

て 、投資が不要で CO 2 排出量を従来の単純焼却 よりも年間

4,730t-CO 2 削減できることが試算された。  

これらの結果より事業終了後、 RDF 施設と同等の伸び率で

中小規模の 10％の施設に水平展開された場合、 2030 年度ま

でに全国 55 施設に炭化燃料化施設が普及するとして各連携

先の CO 2 削減量を試算すると、各施設が炭化燃料を利用する

こ と で 年 間 148kt-CO 2 ( ア ス フ ァ ル ト プ ラ ン ト 利 用 ) 、

145kt-CO 2（ごみ処理施 設利用 ）、 260kt-CO 2（ 発電所利 用）

削減 が可能であ ることが 試算され、 連携によ る効果が 高 い

システムであることを確認した。  
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第８章  有識者外部委員会の開催  

表 1 に示す委員および各社代表者にて行う検証委員会を設置し、  

本事業の円滑な実施を図った。検証委員会の開催実績を表 2 に示す。 

表 1 検証委員会名簿  

氏  名  所属 ・役職  
出席  

10/13  2/22  

松藤  敏彦  北海道大学  工学研究院  環境創生工学部門  教授  〇 〇 

黄  仁姫  北海道大学  工学研究院  環境創生工学部門  助教  〇 〇 

佐伯  謙作  播磨町役場  すこやか環境グループ 統括  〇 × 

中静  靖直  株式会社  グリーンコール西海  執行役員  所長  〇 〇 

山下  晋仁  前田道路株式会社  課長  〇 〇 

高橋  知  前田道路株式会社  課長代理  〇 〇 

田中  嘉彦  環境省  環境再生 ・資源循環局  課長補佐  〇 〇 

村上  栄司  環境省  環境再生 ・資源循環局  専門員  〇 〇 
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内田  博之  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ   

環境プラント総括部  総括部長  
× 〇 

尾藤  俊文  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ

環境プラント総括部  環境プラント部  部長  
〇 〇 

碓永  純也  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ  

営業本部  環境プラント営業部  部長  
〇 〇 

谷口  暢子  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ  

環境プラント総括部  環境プラント部  装置技術課  課長  
〇 〇 

竹田  航哉  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ   

環境プラント総括部  環境プラント部  基幹職  
× 〇 

清水  正也  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ  

環境プラント総括部  環境プラント部  装置技術課  基幹職  
〇 〇 

井原  崇之  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ   

環境プラント総括部  環境プラント部  装置技術課  基幹職  
〇 〇 

利弘  淳  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ   

環境プラント総括部  環境プラント部  装置技術課  基幹職  
× ○ 

横路  尚人  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ  

環境プラント総括部  環境プラント部  装置技術課  
〇  〇  

福永  史樹  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ   

環境プラント総括部  環境プラント部  装置技術課   
〇 〇 

小澤  奎太  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ   

環境プラント総括部  環境プラント部  装置技術課   
〇 〇 

戸田  信一  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ  

技術企画部  解析技術課  基幹職  
〇 〇 

五十嵐  実  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ  

技術企画部  解析技術課  基幹職  
〇 〇 

小川  祐司  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ

技術企画部  解析技術課  
〇 × 

森永  友一郎  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ   

技術企画部  解析技術課  
〇 〇 
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下村  育生  
川崎重工業 （株 ）技術開発本部  技術研究所   

技術研究材料究部  研究二課  
〇 × 

高田  康寛  
川崎重工業 （株 ）技術開発本部  技術研究所  

技術研究材料究部  研究二課  
〇 〇 

櫻井  崇晴  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ   

営業本部  環境プラント営業部  西部営業課  
〇 〇 

中野  宏美  
川崎重工業 （株 ）ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 ﾌﾟﾗﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ  ﾌ ﾟﾗﾝﾄﾃ ﾞｨﾋ ﾞｼ ﾞ ｮﾝ   

環境プラント総括部  環境プラント部  装置技術課  
〇 × 
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氏  名  所属 ・役職  
出席  

10/13  2/22  

衣笠  敏文  
日工株式会社  技術本部  テクノセンター 

センター長  
〇 × 

中山  知巳  
日工株式会社  事業本部  本部長  

事業企画部  部長  ＡＰ統括営業部  部長  
〇 〇 

蓬莱  秀人  
日工株式会社  技術本部  テクノセンター 

副センター長  理事  
〇 〇 

川村  克裕  
日工株式会社  技術本部  テクノセンター 

開発部  部長  
〇 〇 

岡田  徹  
日工株式会社  事業本部  ＡＰ統括営業部  

国内営業部  部長  
〇 〇 

田中  隼人  
日工株式会社  事業本部  ＡＰ総括営業部  

国内営業部  営業課  課長  
〇 〇 

今田  雄司  
日工株式会社  技術本部  テクノセンター 

開発部  開発 1 課  課長  
〇 〇 

下田  勝  
日工株式会社  技術本部  テクノセンター 

開発部  開発 ３課  環境計量事業所  所長  
〇 〇 

宇山  伸宏  
日工株式会社  技術本部  テクノセンター  

開発部  開発 1 課  
〇 〇 

堀口  諒  
日工株式会社  技術本部  テクノセンター  

開発部  開発 1 課  
〇 × 

北野  裕樹  
日工株式会社  技術本部  テクノセンター  

開発部  開発 1 課  
〇 〇 

木下  亮  
日工株式会社  技術本部  テクノセンター  

開発部  開発 1 課  
〇 〇 

宗像  元  
日工株式会社  技術本部  テクノセンター  

開発部  開発 1 課  
×  〇 
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表 2 検証委員会開催実績  

 

 

開催日  開催場所  内容  

第 5 回  令和 2 年 10 月 13 日  
川﨑重工業株式会社   

播磨工場  会議室  

・事業内容紹介  

・事業実施経過報告  

・討議  

第 6 回  令和 3 年  2 月 22 日  WEB 開催  
・事業実施報告  

・討議  
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第９章  令和 2 年度  シンポジウムへの協力  

環境省が別途実施する「令和２年度第３回シンポジウム地域循環共生圏形

成における廃棄物エネルギー利用施設の果たす役割と可能性」に係るヒアリ

ングに参加した（表 1）  

 

表 1 令和 2 年度  シンポジウム参加実績  

名称  開催日  開催場所  主催  

令和２年度第３回シンポジウム 

地域循環共生圏形成における廃棄

物エネルギー利用施設の果たす役

割と可能性  

令和 2 年  

3 月 3 日  
WEB 開催  

環境省、 

廃棄物資源循環学会  

 



 

 
 

 

 


